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開 会 挨 拶

秋 山 守(撫 ルギー総合工学隔)
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皆様おは ようござい ます。本 日はご多用の中,私 どもの第21回 エ ネルギー総合工学

シンポジウム に多数 ご出席 を賜 わ り誠 にあ りが とうござい ます。 また,日 頃から当研

究所の事業に対 しまして大変温かいご指導,ご 支援 を賜わってお りますことを,高 い席か

らではあ りますが,厚 く御礼申し上げます。

さて,本 日の第21回 のエネルギー総合工学シンポジウムの開催に当た りまして一言ご挨

拶 をさせていただきます。

まず,昨 今のエネルギー情勢ですが,原 油価格は極めて高い水準で推移 してお ります。

これには,投 機や 自然災害などの一時的な要因に加 え中国などの旺盛な需要の伸び といっ

た構造 的な逼迫原因もあ ります。また,資 源が有限であるということは自明であ りまして,

生産が進むにつれて油田等の採掘条件が悪化 してまい ります と,コ ス トも次第に上昇 して

い く原因にな ります。

本年2月 には京都議定書が発効 し,わ が国は国際的に約束 した温室効果ガス抑制の数値

目標 に向けて鋭意対策 を講 じつつあるところではあ ります。 しか し,ア メリカが批准を保

留 したままであること,途 上国の削減義務が免除されていること等を考えますと,議 定書

の実効性,行 方にはなお問題が残 されていると感 じます。有限の地球に住む私 どもとしま

しては,今 世紀中にも顕在化が懸念 されます資源的な制約,ま た環境面からくる制約にい

かに対処 してい くかが極めて大 きな課題であ ります。そうした制約の克服のために,技 術

の果たす役割が極めて大 きいことは論 を待たないところですが,当 研究所 といた しまして

も,エ ネルギーの未来を拓 く大 きな原動力は技術であるとの認識のもとに,鋭 意,調 査研

究活動に取 り組んでいるところです。

今回のシンポジウムにおきましては,午 前中に超長期エネルギー技術戦略,午 後に原子

力の将来像 という2つ の大 きなテーマを選択いた しました。

まず,超 長期エネルギー技術戦略では,資 源エネルギー庁が取 りまとめましたエネルギ

ー ビジョンの策定 に当研究所が事務局 として協 力 して きてお ります。 このビジ ョンは,

2100年 までという超長期を視野に入れ,将 来のあるべ き姿からバ ックキャス ト(逆 算)し

て,現 在か ら将来 にわたってなすべ き技術開発 の内容 を明らかにしなが ら,具 体案を盛 り

込 んでい くという斬新 な手法をとっています。その具体案の中か ら,資 源制約,環 境制約
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の克服に資すると期待 される重要な技術群を抽出 して,そ の開発 に関わるロー ドマ ップ

を策定 しました。

原子力は,現 在か ら将来 にわたる一段 と重要 なエネルギー源であ ります。原子力は技

術の力によって生み出 されるエネルギーで,技 術力で国際的に優位に立つべ きわが国に

とって,ま さに最適のエネルギーであると思います。当研究所 といたしましても,将 来

の日本型軽水炉の開発,核 燃料サイクルの確立,ま た放射性廃棄物処理 ・処分の円滑な

実施,さ らに既設53基 の原子力プラン ト稼動率の向上といった面に向けて積極的に貢献

していきたいと念願 しています。

さて,本 日は,ま ず,公 務 ご多用の折,本 日ご隣席 を賜 りました経済産業省資源エネ

ルギー庁省エネルギー ・新エネルギー部長の高原一郎様か らご挨拶をいただきます。続

いて6件 の講演 を予定 してお り,最 初 に,東 京大学理事 ・副学長の西尾茂文様から 「持

続型社会の実現に向けたエネルギー需給のあ り方」につ き基調講演をいただきます。次

に,(独)産 業技術総合研究所エネルギー技術研究部門分散 システムグループ長の赤井誠

様から資源エネルギー庁が策定 してお ります 「超長期エネルギー技術 ビジョン」 につ き

まして,そ の考 え方,ま た得 られた成果などのお話をしていただきます。午後には,ま

ず,原 子力安全委員会委員長代理の鈴木篤之様から特別講演を頂戴いた します。原子力

安全に関わ ります社会 とのコミュニケーシ ョンのあ り方 について大変示唆 に富むお話 を

お伺いで きるもの と期待 しています。続 きまして,㈱ 読売新聞東京本社論説委員の井川

陽次郎様か ら 「巨大技術開発の5WlH」 のご講演 をいただきます。原子力 を含め巨大な

技術開発 を推進するに当たって心すべ きことなど,科 学技術 開発の現場での様々な取材

経験を踏 まえたお話が伺 えるものと期待 してい ます。休憩 を挟みまして,当 研究所の松

井一秋研究理事が 「原子力は地球環境 を救えるか」 と題 した講演 を行い ます。人類共通

の課題 としての地球環境問題の解決にとり原子力エネルギーが果たすべ き役割 について,

研究所のこれまでの調査研究の成果 を踏まえなが ら講演 を致 します。最後 に,㈹ 海外電

力調査会会長の榎本聰明様か ら 「世界の原子力開発動向とわが国の将来展望」をご講演

いただきます。米国などでは,長 い間原子力の低迷が続 きましたが,昨 今,回 復基調に

あ ります。最近の海外動向はわが国原子力の将来像 を考える上で大変重要な示唆 を与え

るものと考えています。

以上,ご 紹介申 し上げましたように,今 回のシンポジウムでは,わ が国のエネルギー

技術開発のあ り方について,長 期的な観点から,ま た広範 な分野にわたって講演が予定

されています。皆様方の今後のビジネス,あ るいは研究開発 にとって多 くの有益な情報

が もたらされるものと確信 しています。

最後 にな りますが,本 日ご臨席を賜わ りました高原様を初め,貴 重 なご講演を くだ さ

い ます講師の先生方,並 びに多数ご参集いただ きま した皆様 に心から御礼 を申し上げま

す とともに,本 日のシンポジウムが皆様のお役 に立ちます ことを重ねて念願いたしまし

て,私 の開会のご挨拶 とさせていただきます。本 日は誠 にあ りがとうございます。(拍 手)
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来 賓 挨 拶

高 原 一 郎(経 済産業省 資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部長)`
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た だい まご紹介 いただ きま した資源エ ネルギ ー庁 の省 エ ネル ギー ・新 エネルギー部長 の

高 原です。本 日は予定 してお りま した資源エ ネルギー庁 長官 の小平信 因が急遽都合 が悪 く

な り,代 役で ご挨拶 申 し上 げ ます。

まず,エ ネルギー に関す る中長期 的 な課題 とい う ことですが,最 近 はア メリカのハ リケ

ー ンの影響で原油価格が非常 に上が ってい ると感 じてお られ る方 々 も多 い と思 い ます
。そ

もそ も構造 的 な需給逼迫 が見 られ る中で この状 況が相 当期 間続 くだろ うとい うこ とです。

また,地 球温暖化 も非常 に大 きな課題 になってお りま して,経 済 と環境 の両立 とい うこと

につ きま して長期 的,あ るいは持続 的 な取 り組 みが多 く求 め られてい るわけです 。

最 近の需給逼迫の背景 には,発 展 途上国のエ ネルギー需 要の急上昇 があ ります。特 に中

国 は既 に世界第2位 のエ ネルギー消 費国 とい うこ とですが,さ らに これが拡大 してい くと

見 られてい ます。 さらに,イ ン ド,ブ ラジル,ロ シアについ て も急速 な経済成長 が予想 さ

れ てい ま して,エ ネルギー需要が拡大 してい くだ ろ うと考 えられ てい ます 。今 まで 「グロ

ーバ ル化」 や 「IT化 」 は
,言 葉 だけで捉 えられ ていたわけですが,過 去十数年 を遡 って

みれ ば,冷 戦 の終結 で東西の壁が な くな り本当の 「グローバル化」 や 「IT化 」 が経 済成

長 を刺激す る状況 に入 っているのだろ うと思 ってお ります。

エ ネルギー供給 の構 成面で見 ます と,化 石燃料 がそ の大層 を占める とい う構造 は大 き く

変化 しない と思 われ ます。経 済協力 開発機構(OECD)の 国際 エ ネルギー機 関(IEA)の

見通 しで も,石 油 が3分 の1,石 炭,天 然 ガスが4分 の1ず つ とい う現在 の構 造 は,こ れ

か ら数十年,ほ とん ど変 わ らないだ ろう とい うことです。 さ らに,IEA見 通 し(楽 観 的 な

ケース)で も石油生産の ピークは2040年 までには来 ない と発 表 されてお ります。

一方
,地 球 温暖化の問題 につい ては,仮 に大気 中の二酸 化炭素(CO2)濃 度 を安 定化 さ

せ るため に,産 業革命前 の2倍 程度 に抑 える ことが必要 とな った として も,経 済 成長 を勘

案 すれ ば,2100年 には排 出量 を現状 と同程度 に抑 えな くては な らない とい うことです。地

球温 暖化 問題 も大変深刻 な状 況 になって きているわけです。

そ うい った中で,我 々の取 るべ き対策 としては,技 術 に よるブ レー クスルーが最大のポ

イ ン トであ り,不 可欠で ある と考 えます。 まず,需 要面で は,世 界規模 での持続 的発展 を

実現 す るため に,経 済成長,エ ネルギ ー消費,CO2排 出量 の 問の好 ま しくない連鎖 を技術
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開発 によって断 ち切 ってい くとい うことが必要 だろ う と思 ってい ます。 したが って,自

動車 の燃費 も3倍 ～5倍 だ とか に高 めてい くこ とが必要 です。特 に世界規模 とい うこと

にな ります と,我 々 も省 エ ネルギ ー部 にい て,中 国や イ ン ドな ど,多 くの国々が省 エ ネ

ル ギー に対 して非 常 に高 い関心 を持 って いる とい うこ とを毎 日感 じて い ます。 や は り,

現 在 の技 術水準 で は足 りない ので,そ この ところで技 術 的 なブ レー クス ルーの必要 性を

日々の行政の 中で感 じてい る ところです 。

供給面 に関 しま して は,「 原子 力」お よび 「核燃料 サ イクル」 につい て安全性 の確保 と

い うことを第一義 に,石 油 に代 わ るエ ネルギ ーへ の シフ トを促 す ことが重 要です し,私

の直接 の担 当であ ります 「再生可 能エ ネルギー」 の低 コス ト化,高 効 率化 につ きま して

も,さ らに抜本的 な歩み を進め な くてはいけない と考 えている ところです。

この ような技術 的 ブ レー クス ルー の実現 には長 い期 間を要す るわけです か ら,経 済 産

業 省 では2100年 とい う超 長期 的 な視野 で見 た場合 に顕在化 が懸念 され る資 源制約,あ る

い は環境 制約 を仮 定 して,そ れ ら制約 を乗 り越 えるため に必 要 とな る将来技術 を洗 い出

して,そ してそ こか らバ ックキ ャス ト(逆 算)し て超 長期 の技 術 開発 の道筋 を描 き出す

「エ ネルギー分野技術 戦略 マ ップ」(超 長期 エ ネルギー技術 ビジ ョン)の 作成 を進 めて参

りま した。 この ビジ ョンは,秋 山理事 長 を座 長 とす るエ ネルギ ー総合 工学研 究所の研 究

会 で,多 くの方 々に ご参加,ご 尽力 い ただ きま した成 果です 。 これは10月5日 の産業構

造 審議 会研 究開発小委 員会 で ご報告 い ただ き,公 表 させ ていた だ く段 取 りとな ってい ま

す*。 本 ビジ ョンお よび原子力 の将 来像 の議論 も含 め,本 日の シ ンポ ジウムを出発点 と し

て,よ り良い未来 を切 り拓 いてい くこ とが で きるこ とを強 く期 待 してい る次 第です。 簡

単 ですが,ご 挨拶 にかえ させ ていただ きます。 どう もあ りが とうご ざい ました。(拍 手)

婦 雄 麺 麺 麺 麺 雄 婦 鄭 帰 尽 雄 撃 撃 撃(撃 撃 撃(撃(撃 撃 撃(撃 撃

彰

彰

彰

彰

彰

彰

彰

彰

彰

彰

彰

彰

彰

彰

彰

彰

彰

彰

彰

彰

彰

彰

潮

*「 技 術 戦 略 マ ップ(エ ネ ル ギ ー分 野)～ 超 長 期 エ ネ ルギ ー技 術 ビ ジ ョン ～」 は以 下 の ホ ー ム ペ ー ジ で公 開 され て い ます 。

http:〃www.meti.go.jp/committee/materials/g51013aj.html
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[基調講演]

ビジョンに牽引されたエネルギー需給構想

西 尾 茂 文(東 京大学 理事・副学長) ▲舳

は じめに

「未来開拓連携」

〔略歴〕

1977年 東京大学大学院工学系研 究科修了。1995年 生

産技 術研 究所教授 。2002年 生産技術研 究所所長。2005

年4月 よ り現職。

研 究分野 は、機 械工 学,熱 工学,エ ネルギ ー学,

相 変化論。

東京大学 ・生産技術研究所 と同 ・大学院工学

系研究科 ・総合研究機構社会連携推進室は,大

学 と企業が対話を行いながら,そ れぞれの強み

を生か して,相 乗効果を発揮 し,科 学技術の向

上と産業競争力の強化を通 じて広 く社会に貢献

するために 「未来開拓連携」 という新 しいスキ

ームによる産学連携 をスター トさせました。

その第1弾 として,石 川島播磨重工業㈱,

㈱東芝,㈱ 日立製作所,三 菱重工業㈱ の4社

と,持 続 型未 来社 会 に対 する ビジ ョンを構二

築 ・共有 し,そ の実現 を通 じて社会 に貢献す

ることを目的に,「 持続型社会研究協議会」が

平成16年3月 に発足 しました。今 日は,発 足

時 に,私 が提起 した問題 と今年8月 に出た報

告 書 「持 続型社 会へ 向 うエ ネ ルギ ー ビジ ョン

(改訂版)」 の一部 をご紹介 させ て頂 きます。

今 日の話 は,① エ ネルギ ー需給 ・地球環境 に

関 す る諸情勢,② わが国の 課題,③ 持 続型社

会へ の解析接続 とい う3つ で構成 され ます。

諸情勢 「エネルギー需給見通 しの趨勢」

増加 する人口,加 速 するモータ リゼ ーション

図1に 示す ように,2020年 までの世界 では,

日本,欧 州 の経 済協 力 開発機構(OECD)加

第28巻 第4号(2006)
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図1世 界の人口増加予測
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(出所:日 本エ ネルギー経 済研 究所,2004年)

図2世 界 の 自動 車 保 有 台 数 予 測

盟 国 を除い て,ア ジ ア,ア フ リカを中心 とし

て急速 な人口増加が見込 まれてい ます 。

一方
,世 界の 自動車保有台数 は、図2の よう

に,今 後20年 で約6割 増加す る と言われていま

す。 アジアでは現在の2倍 以上 とな り北米を抜

いて,世 界 の18%(約1.3億 台)か ら27%(約

3.3億 台)へ 急増 します。 アジアの 中での保有

台数 は,図3の ような増 加が予想 されてお り,

(頁 万台)

3鵜

鵠a

25Q

鱒a

嘩鱒

鱒§

鱒

Q

穏3{}

(石油換算百万 トン)

s,a㈱

肇99奪 黛藝{滋 叙}喋e2》tw

(出所:日 本エ ネルギ ー経済研究所,2004年)

図3ア ジ ア の 自 動 車 保 有 台 数 予 測
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菰激

鎌箪棚串び串
'鋤薄 癖

湧3%

嬬.窯鵯

乳2鵯

'㈱ ・`鱒

鋸 脇

3薫 鵯

壌.壌%

{β㈱

藤 榊一 ・一

アジア

北米

愈

獅総

歎鰯o秦x燦)

歓 弼 雰 《)1ズ 糞)

一 一
樗購 崇

寧三ll

アブ㌧功

オセア畿ア

穫き獣}2e脳}2e窪 ◎ 烈}2{}

(出所:日 本エ ネルギー経済研究所,2004年)

図4世 界 の 一 次 エ ネ ル ギ ー 消 費 予 測
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図5ア ジアの一次エネルギー消費予測

中で も中国の伸びが突 出 してい ます。

自動車 の伸 び に伴 い,世 界の 一次エ ネ ルギ

ー消 費 は ,図4で 示 す よ うに,今 後20年 で約

50%増 加 す る と言 われ てい ます 。増加分 の半

分 はア ジアで,現 在 の 日本 の総消 費量 の約3.5

倍 に な ります 。図5に 示 しま したが,ア ジア

の 中で一 次エ ネル ギー消費 が最 も伸 びる国 は

中 国で,2030年 には15億 ～18億 トン(石 油換

算)に なる とい うこ とです。

支配的な石油資源楽観論

石油資 源の見通 しについては,現 在の ところ

楽観論 が支配 的です。石油 の究極可採埋蔵量は

石油価格 によって変 わるものですが,1950年 ～

90年 代 は約1.7兆 バ レルで した。1994年 には米

国地質調 査所 が2.3兆 バ レル に上方修 正 しまし

た し,さ らに,2000年 の世界石油会議では 「埋

蔵量 の成 長」 とい う概念 を用 いて3.3兆 バ レル

まで上方修正 しています。OECDの 国際エネル

ギー機 関(IEA)も"WorldEnergyOutlook2002"

で,「 少 な くとも2030年 までは石油供給力 は十

分 にある」 とし,2010年 までは21ド ル/バ レル

($/B),そ の後緩 やか に上昇 し,2020年 に25

$/B,2030年 には29$/Bに なる と見てい ます。

ところが,現 在,石 油価格 はそれをはるか に超

え,55$/B(先 物 価格)を 上 回る水 準で推 移

しています。

因み に,2000年 の世界 石油会議 で 出 され た

埋蔵量3.3兆 バ レル を2030年 までの予 測石油需

要(約400億 バ レル)で 単 純 に割 る と約80年 程

度,石 油 はあ る とい うこ とにな ります 。80年

とい うの は 日本 人 の平均 寿命 ですか ら,現 在

生 まれ た人が生 涯 を終 える まで石油 はあ る と

い う楽観論が支配 的 になってい ると思 い ます。

2002年 後半 か ら2003年 前半 にかけて,エ ネル

ギ ー問題 に警鐘 を鳴 らしてい る国際エ ネ ルギ

ー機 関(IEA)
,京 都 議定 書 を離脱 した米 国エ

ネルギー省(DOE),お よび京都議定書 の発効

を目指 してい たEU委 員会が,そ れぞれ2030年

頃 まで のエ ネルギ ー需給 見通 しを発表 しま し

た。そ の標 準 ケ ース には表1に 掲 げ る共通 点

が あ ります。

表1主 要機関による需給見通 しの共通点

① エネルギー需要 は,2000年 の約100億 トン(石 油換算)か ら2030

年 までに160億 ～180億 トン(同)ま でに増加 する(60%～80%の

増加)。

②2000年 から2030年 頃 までに,世 界の一次エネルギー供給に占め

る化石燃料 のシェアは現在の80%か ら85%に 拡大するが,石 油

のシェアには大 きな変化はな く,35%程 度で推移す る。

③二酸化炭素(CO2)の 排出抑制は非 常に難 しくて増加せざるを

得 ない。

④2030年 頃 までにはエネルギー需要に占めるアジアの割合 は現在

の30か ら35%に 拡大 し,石 油が中心 となる輸送部門のエネルギ
ー需要は,北 米 と同 じ規模 になる。

第28巻 第4号(2006)
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石油資源楽観論に対する危惧

こ う した楽観論 に対 し,私 は い くつ かの危

惧 を抱 いてい ます。

[供給安定性 への危 惧]

1番 目の危惧 は供給安定性です。世界 の一次

エ ネルギー消費で ,石 油消費だけを見 て も,図

6に 示 す ように今 後20年 間で約50%(16億 トン)

増 えると言われています。増加分 の半分が アジ

アです。特 に,モ ータリゼーシ ョンが急速 に進

む中国で は5.8億 トンで 日本 の2倍 以上(2020

年の 日本の石油消費 は2.6億 トン)と な ります 。

アジアへ の石油供給 は,地 理的 に見て,恐 ら く

中東OPECに 依存せ ざる を得 ないで しょう。 わ

が国お よびアジアへの供給が 中東お よび シー レ

ー ン(海 上航路帯)沿 岸諸国の政情 に大 き く左

右 され る可能性が あ ります。

[産油能 力への危惧]

2番 目 は,産 油 能力 に対 す る 危 惧 で す 。

2000年 ～2025年 まで の アジア にお け る石油 需

要の増加分 は,現 在のOPEC中 東産油 国の生産

量 に匹敵 します 。 中で も資 源量 が豊富 で,産

油 コス トの低 いサ ウジ アラ ビアに依存 せ ざ る

を得 ませ んが,こ れ だ けの量 の原 油生 産が で

きるか危惧 します。

[残存確認埋蔵量 に対 す る危惧]

3番 目は,中 東 の主要産油国か ら公表 されて

いる残存確認埋蔵量 の数値の正否 です。石油資

源の残 存確 認埋 蔵 量 につい て は,「P90」*と

「p50」**と があ りますが,1980年 代 に評価替 え

が行 われ ました。 それ によって残存確 認埋蔵量

が増 えたのですが,問 題 はその増 え方です。表

2は 、各 国が発表 した可採 年数(埋 蔵量Rを 年

間生産量Pで 割 った値)で す。例 え ば,表2で

イラクは,評 価 替 え後,100年 とい う数字が並

んでい ます。 これ は多大な原油 を産出 しなが ら

も資源 は減 ってい ないこ とを意味 してい ます。

新 しい油 田が発見 され,産 油が続 くとい うバ ラ

ンス を考 えて もこの数値 が減 ることな く続 いて

いる とい うの は本当かな と思 わされ ます。輸 出

量が確認 埋蔵 量 に よって割 り振 られ る とい う

OPEC内 の事情 があ るので,公 表値 が水増 しさ

れてい る可能性が ある と思い ます。

表2の 一番 下 の欄 が平 均 的 に見 てその 国の

確 認 埋 蔵 量 だ と思 わ れ る数 値 で す 。 これ は

1996年 につ いて 「P50」で評価 した ものですが,

ク ウェー トに関 して は52年 が 国際 的 な,平 均

的な評価 とい うことにな ってい ます。

[コ ス トに対 する危惧]

次 はコス トに関す る危惧 です。「アジアプ レ

〈石油換算蒼万トン)
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3◎oo
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1980年 繧990年
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1孟
撚 酬 アジ・＼⑱

,/'/評

＼
＼

＼
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＼
＼
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4.6%

7.1%
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図6世 界 の 石 油 消 費 予 測

(出藤:B本 エネルギー経済研究所.20◎4年)
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表2中 東の主要産油国の可採年数(R/P)

(単位:年)

ア ブダ ビ イ ラ ン イラク ク ウ エー ト
サ ウジ
アラビア

、 一

べ不 スエ7 中立地帯

1982 30.6 57.0 29.7 64.5 164.6 20.3 5.9

1983 30.5 55.3 41.0 64.2 162.4 21.5 5.7

1985 30.5 48.5 44.5 90.0 董69.0 25.9 5.4

1987 3LO 48.8 47.1 91.9 166.6 25.0 5.3

1989 92.2 92.9 100.0 91.9 }フ ◎.◎ 58.1 5.2

1991 92.2 92.9 100.0 94.5 257.5 59.0 5.0

1993 92.2 92.9 100.0 94.0 257.7 63.3 5.0

1995 92.2 88.2 100.0 94.0 258.7 64.9 5.0

199ア 92.2 93.Q 112.5 94.Q 259.0 71.7 5.0

1996

(P50)

5フ.「 ・7璽 ・64置.∵7一

戸 、、 ・

喝 酔,、Aい

ごズz.・'4つ

、ズ.・ ダ し・

、

瘡蜘1誤 ジ 鑓鷲

「も㌃ 写

メ1妙 郎3ヤ 爵、ノ'㍗
5ヤ 炉

ll=㌧輝 試:

※ 〔コは 「P90」の数値Q

ミアム」 とい う形 で,ア ジ アに入 って くる原

油 は一定 額,欧 米 よ り高 くなってい ます。 中

国,イ ン ドを含 め,需 要が 増 え て きた時 に,

その 「ア ジアプ レミアム」 が今 よ りももっ と

高 くなるので は ないか とい う危惧 が生 まれ ま

す。 メキ シコ湾岸等 の 中南 米原油 は北米 市場

に行 くし,ロ シ アでの新油 田開発 が 間に合 う

か どうか疑 問 であ る とい うこ とか ら,ア ジァ

諸国が直面す る石油価格 に危惧が あ ります。

[局地的環境問題へ の危惧]

それか ら,石 油の楽観論 に基づけばブラジル,

ロシア,イ ン ド,中 国(BRICs諸 国)で 石油 の

需要は減 らない とい うわけですが,ク リー ンテ

クノロジーが そ うい う国々に普 及 しなけれ ば,

酸性 雨 な どの局 地的 な環境 問題が危 惧 され ま

す。特 に,日 本 は中国の大気汚染 に起因する酸

性雨 で被害 を被 る不安 が出て きます。

りませ ん。 ここ100年 ぐらいの統 計 を見 ます と

地球 は温暖化 に向か ってい ますので,そ れ 自身

は問題ですが,CO2が 根本原 因である と結論づ

けるため には まだデー タが不足 しています。一

番 気 になるのは大気中の水蒸気 の濃度です。地

球の気温 に最 も強い影響 を及 ぼす水蒸気の濃度

がい わゆる将来予測 に入 ってい ない以上,CO2

だけで議論 するのは非常 に危 険だ と思 うか らで

す。 ただ し,CO2は 国際社 会の中で今非常 に重

要 なキー ワー ドになってい ますので,そ れ を無

視 した議論 はで きませんが,こ の レポー トでは

それ を最優先 に考 えてはい ません。

わが国の課題

高い生産技術の輸出で成長 と貢献 を

[地球温 暖化 への危惧]

最後 の危惧 は,地 球 温暖化 に関 す る もので

す。今 の ま まで ア ジア諸 国の経済成 長が続 く

と,今 世 紀 末 ま で に大 気 中 の 二 酸 化 炭 素

(CO2)濃 度 を550ppmで 安 定化 させ るため に,

日本 に対 して よ り強 いCO2排 出規制 が課せ ら

れるのではないか とい う危惧があ ります。

私 の今 日の話 では,CO2問 題 はメイ ンで はあ

わが 国のエ ネル ギー原単位(エ ネル ギー投

入量/国 内総生 産)は,図7に 示 す ように非

常 に低 いです。 これは,わ が 国が 国際的 に見

て も非常 に効率 良 く生 産活 動 を行 ってい る こ

と を意味 します 。 同時 に,エ ネル ギー産業 を

初 め,日 本 が非常 に高 い水準 の技術 を開発 し,

それ を実行 している とい う証左 です。

ところが,各 国の2050年 にお け る1人 当 り

*一 定 の技 術 水 準 と価 格 で90%産 出で き る可 能 性 を持 っ た石 油 の量(=確 認 量(provenreserves))

**一 定 の技 術 水 準 と価 格 で50%産 出 で き る 可 能 性 を持 っ た石 油 の量(=確 認 量+推 定 量(proven+probablereserves))一 編 集 部 注
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図7エ ネ ル ギ ー 原 単 位 の 国 際 比 較

表3主 要国の1人 当 りGDP予 測

米国 英国 フラ ンス ドイ ツ 日本

2000年 34,797ド ノレ 24,142ド ワレ 22,078ド ノレ 22,814ド ノレ 32,960ド ノレ

■ 1 ■ ■ ■

(2.4倍) (24倍) (2.3倍) (2,1倍) (2.0倍)

十 壷 十 † 十
2050年 83,710ド)レ 59,122ド)レ 51,594ド ノレ 48,952ド)レ 66,805ド)レ

GDPを 比較す る と,表3の ように,米 国 と英

国が約2.4倍,ド イツが2.1倍 になる と予想 され

るの に対 して,日 本 は2倍 に とどまる とい う

数値 が 出てい ます。低 い エ ネルギ ー原単 位 を

支 えて い るの は 日本 の技術 です か ら,そ の生

産技術 を輸 出技術 と して,日 本 の国 際競 争力

を一層 高 め て経 済成長 と世 界へ の貢献 を同時

になすべ きで はないか と思 い ます。

エネルギー供給の強健性の向上

2つ 目に,日 本 の経 済,エ ネル ギー供給 の

強健 性 を高め るた め には どう した らいいか と

い うこ とです 。各 国のエ ネル ギー輸 入依存 度

を見 る と,図8か らも分 か る ように 日本 の依

存度 の高 さ(自 給 率 の低 さ)が 目立 ち ます 。

カナ ダ,イ ギ リス,ロ シアはエ ネルギ ー輸 出

(%)
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葵20

讐o
-20
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(出所:「 原子力」図面集2004-2005,(財)日 本原子力文化振興 財団)

図8主 要国のエネルギー輸入依存度(2002年)
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国ですか ら,自 給率 は100%と な ります 。 日本

は原了 力 を算 入 して も20%弱 です。 石油 を多

量 に輸 入 してい るわ けです が,因 み に,平 成

15年 度 のわが 国の貿易黒字 額は14兆 円で した。

仮 定 の話で はあ りますが,例 えば,原 油価格

が35$/B(平 成15年 度29.22$/B)で,為 替

レー トが/ド ル150円(平 成15年 度1ド ル

116.46円)に なる と,石 油 の輸入 額 が約5兆

円増 加 します 。 これは平成15年 の貿易 黒字分

の3分 の1に 相 当 します。 これだ けの黒字 が

消滅 す るわ けです。 です か ら,わ が 国の貿易

黒字 を保 つ ため に も,石 油,石 炭,天 然 ガス

等の化石燃料 の輸入削減が必 要だ と思 い ます。

時代 に あ ります 。交 通革命,情 報革 命 に よる

時空 間ス ケ ールの短 縮,科 学技 術 の世界 的進

展 と普 及,工 業 製 品に よる人工環境 と国際企

業 の登 場,地 球 規模 の 資源 ・環 境 問題 な ど,

グローバ ル化,ボ ー ダ レス化 が進 んで い るこ

とは間違い ない と思 い ます。

グ ローバ ル化,ボ ー ダ レス化 とい うの は,

場合 によっ ては,画 一化 や世界 を支配 しよ う

とい う覇権 とい うマイナスの意味 を有 します。

しか し,キ ャ ッチ ア ップ時代 の次 にグロ ーバ

ル化 時代 を迎 え たわが国 は,国 際社 会 にお い

て強 い存在 感 を持 つ 「国の姿」 をエ ネル ギー

に関 して も現 してい く必 要が ある と思 い ます。

大 きな期待 はできない再生可能エネルギー 「国の姿」に係わる研究開発プログラム

近 い将 来向 か うべ きもの と して,再 生可能

エ ネル ギー の導 入促 進が あ ります 。再 生可能

エ ネル ギー とい うのは ,基 本 的 に は太 陽か ら

のエ ネルギ ー放 射 に よって生 まれて い る もの

です 。導 入量 につ いて は色 々 な試算 が あ る と

思 い ます が,国 内 のバ イオマス,あ るい は太

陽光,風 力 等 で賄 えるエ ネルギ ー量 は,将 来

開発 が進 んだ として も,1990年 頃の 一次エ ネ

ル ギー総量 の半分 以下 と見 てい ます。 もちろ

ん,再 生可 能エ ネ ルギーの利用 は促 進 すべ き

です が,少 な くと も我 々が生 きて い る 間は,

再 生 可能 エ ネルギ ーだけで 日本 のエ ネルギ ー

需 要 を満足 させ るの は不可能 だ と思 い ます。

持続型社会への シナ リオ

現代社会の特徴

それで は,今 後我 々は どうす ればいいのか。

それ を考 える に当た っては,ま ず,現 代社 会

の特 徴 を見 ておか な ければ いけ ない と思 い ま

す 。現代 社会 とい うの は,キ ャ ッチ ア ップ時

代 が終 わ り,グ ローバ ル化,ボ ー ダ レス化 の

私 はそ の よ うな 「国 の姿」 として,3つ を

期 待 してい ます 。① 資源,国 土 の少 ない 国 と

して国際 ネ ッ トワー クを重視 しつ つ,様 々な

側 面 で覇権 に組 しない 自立性 と自律 性 を持 つ

こと,② 民 度の高 い国 として文明(物 的側 面),

文化(事 的側面)の 両面 で充実 した成 熟社 会

を目指す こ と,③ 許容性 に富 む文化 を育 んで

きた国 として,画 一化や覇 権 につ なが らない

新 たな国 際性,す なわ ち 「グローバ ル化 と多

様 性 との共存」 を志 向する こと,の3つ です。

そ うい う国 の姿 を頭 に置 きつ つ,研 究 開発

プログ ラム を私 な りに考 え ます と,特 にエ ネ

ルギー につ いて,Push-Forward型(フ オアキ ャ

ス ト型)プ ロ ジェク トとVision-Pull型(バ ック

キ ャス ト型)プ ロ ジェク トがある と思 い ます。

フ ォアキ ャス ト型 とい うの は,不 確 定 な未

来 像 を極力排 して,ブ レー クスルー を期待 し

つつ も現状 の延 長 線上 に 目標 を設 定 し,着 実

性 を基幹 に した漸進改 良型 プロジェク トです。

これ は キ ャ ッチ ア ップ時代 には極 め て有効 で

あ ろ うと思 い ます 。将来像 が ある程度 見 え て

い ます の で,そ れ に合 わせ た ロー ドマ ップ

(行程表)を 書 けばいい とい うことです。

一方
,バ ックキ ャス ト型 とい うのは,想 像 で

きる致命 的な リス クを回避するため,あ るいは
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積極 的に国の姿 を確立 するため に,そ の達成 の

道筋 に不確実性 を含 みつつ も,意 志 をもって文

明的,あ るい は文化 的未来像 を掲 げ,そ の未来

像 が持 つ牽引力の もとでロー ドマ ップな どを意

識 しつつ行 うプログラムです。 これは,世 界 を

先導す る状況 において必要で,今 後,わ が国に

は こうした プログラムを望 みます。

冒頭 で紹 介 した 「未来 開拓連携 」 の基 幹 に

は このバ ックキ ャス ト型 を据 えて い ます 。つ

ま り,キ ャ ッチ ア ップ時代 の直 後 に グローバ

ル化時代 に遭 遇 した わが 国 に とって,期 待 さ

れ る 「国の姿 」 を実現す る ビジ ョンとい うの

は,「 エ ネル ギー と資源 の循 環 に基づ く持続型

社 会 の早 期実 現」 とい うこ とです。 石油 楽観

論 で,「 まだ80年 石油 はあ る」 とい う数値 を示

しま した。 その数値 を信用 す る に して も,石

油 資源 の枯渇 は決 して遠 い将来 の話 で はな い

と私 は思 い ます。 だ とす れ ば,化 石資 源 の依

存 を前提 にその 回避 を図るの では な く,持 続

型社 会早期 建 設 を 目途 としつつ対 処 す る こと

が極 め て重要 であ る と思 い ます 。そ うい う社

会 とい うの は,「 トリプル50」 一 『エ ネルギ ー

利用 効率50%』,『 化 石燃料依 存率50%』,『 自

給率50%』 一の持続 的社会 であ る とい うのが,

持続 型社 会研 究 協議 会が 『持 続型 社会 へ 向か

うエ ネル ギー ビジ ョン(改 訂版)』(2005年8

月)で 示 した グラ ン ドデザ イ ンです 。2030年

にエ ネルギ ー利 用効率 を現在 の36～37%か ら

50%へ,化 石 燃 料 依 存 率 を現在 の81%か ら

50%ま で下 げ る。そ れ をや れば,化 石 燃料 の

ほぼ全量 を輸 入 してい るわが 国の場合,自 給

率 は必然 的に50%に な ります。

「トリプル50」 達成の検討

次 に,エ ネルギ ー利用効 率50%,化 石燃 料

依存 率50%,自 給 率50%は 本 当 に達成 で きる

のか とい う点 に関 し検討 した結 果 を紹 介 しま

す。前提条件 は表4に 示す とお りです。

[エネル ギー有効 利用 率50%]

図9に 示 したエ ネルギ ー収 支図 を参 考 に し

なが ら,エ ネル ギーの利用 効率 を50%に 引 き

上 げ るため に,発 電,産 業,民 生,運 輸 で何

をやった らいいか検 討 しま した。

表5は,総 合 資 源 エ ネ ル ギ ー 調 査 会 の

「2030年 のエ ネルギー需給展望(中 間取 りま と

め原案)」(以 下 「需給展 望」)で 挙 げ られて い

る省 エ ネ技 術 です 。 これ だ けで 省 エ ネ率 が

9.9%に な ります。 さらに,表6に 示す我 々が

付 け加 えた主 な技術 に よってエ ネルギ ー利 用

効率が50%に な ります。

表4「 トリプル50」 達成検討の前提条件

人 口=2006年 度 に ピ ー ク(1,277億 人)に 達 した 後,減 少 に転 じ,2030年 度 に は1980年 度 頃 の水 準 に な る。

エネルギー価格1原 油 は,2010年 度 まで緩やか に推移 した後,徐 ・々に上昇 し,2030年 度 には29ド ル/バ レル

に達 す る。天然 ガス は基本的 に原油価格 に連動す るが,原 油 ほどは上 が らない。石炭 は近年 の実績 を引 き継

ぎ,原 油 よ り低めで推移す る。

経済成長 率=2010年 頃 まで は年2%程 度 の成長。 中期的 には,労 働人 口の減少 と年1%程 度 の生産性 向上 を

想 定 して,1%台 で推移す る。

火 力発 電単価=火 力発電の固定費(設 備 コス ト,人 件費,効 率,補 修費)3.3円/kWhを 維持 し,燃 料費(現

在2100円/バ レル(原 油換算))が 変動す る。 「長期エ ネルギー需給見通 し」 にお ける標準 ケースの10.0円/

kWhを 想定。

他 の電 源=原 子力 は 「需給展望」 における原 子力Highケ ース(運 用 開始10基 →17基,設 備稼働率85%→90%)

を想定。

再生可能 エネルギー単価:水 力 ・地熱 については従来の試算(水 力:13.6円/kWh,地 熱:13～16円/kWh)

を利用 。2030年 に火力 と競合で きる再生 可能エ ネルギーの コス トを10円/kWh未 満 に設 定。

一12一
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図9わ が国のエネルギー収支図

表5 「需給展望」が掲 げる主な省エネ技術

主な省エネ技術 と2010年 までの

節減 エネルギー量※

省エネ率

ITS(980) 2.4%

トップ ラ ンナー 自動 車(870) 2.1%

省 エ ネ建 築(860) 2.1%

トップ ラ ンナー 家電(570) 1.4%

高効率給湯器(260) 0.6%

BEMS、HEMS(260) 0.6%

ク リー ンエ ネル ギ ー 自動車(150) 0.4%

高性 能 工 業炉 ・ボ イ ラー(90) 0.2%

高効率照明(50) 0.1%

※単位は石油換算百万kl

表6協 議会が追加 した新規超高効率技術

●(石 炭)燃 料 電 池 トッピ ング ・ トリプル コ ンバイ ン ドサ イクル

●(石 炭)ア ドバ ンス ドIGCC

●低 質蒸 気の リパ ワ リング

●超 高効 率 ガス ター ビ ン

●薄板 直接 製板 一(産業 分野)

●次 世代 コ ー クス炉(SCOPE21)一(産 業 分 野)

●コン ビナー ト内 ヒー トカス ケー ドー(産 業分 野)

●エ ネル ギ ー ・物 質併産

(発 熱反 応 の吸熱 反応 ある いは熱 源 への 供給)一(産 業分 野)

●エ ネル ギー 回生 自動車 一(民生 分野)

●ハ イ ブ リッ ド車用 ス ーパ ー キ ャパ シター(民 生分 野)
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表7 「トリプル50」 達成に必要な技術開発

(化石 燃料関係)
●メタンハイ ドレー ド

●石炭 ガス化

●クリー ンコー ル

●石炭IGCC,石 炭IGFC石 油残渣,

IGCC天 然 ガスMACC

●燃料 の多様化(オ イル シェー ルな ど)

●GTL

●CO2固 定技術

(非化石燃料)
●軽水炉の安全性 ・稼働率向上技術

(電力系統 最適化技術)
●蓄電 ・蓄熱 ・蓄 エ ネルギ ー技術

(再生可能 エネルギ ーの高効率化)

●太 陽光発電

●バ イオマ ス(未 利用国 内資 源及 び

海外バ イオマ スプラ ンテー シ ョン含 む)

●風 力発電

●廃 棄物発電

●燃 料電池

●波 力 ・潮力 ・海洋温度差発 電

●大 規模電源(非 化石)の 超高効率発 電

(超長期持続エネルギー)
●核融合
●高速増殖炉(高 速炉燃料再処理)

●高温ガス炉(水 素製造)

●超電導電力輸送

(電力需 要平準化技術)
●蓄電 ・蓄熱 ・蓄エ ネルギー技術(2次 電池 、 フライホ イー ル,キ ャパ シタ)

●マ イクログ リッ ド技術

●分散型電 源

●太陽熱利 用

●高効率 配送,長 距離,大 量,高 速 輸送技術(モ ーダル シフ ト)

(エネル ギー利用技術 の最適化(省 エ ネ技 術含 む))
●コプロダク ト技術(製 鉄,化 学 プロセ スな ど)

●水素利用(燃 料電池 ・貯蔵 ・輸送 も含め)

●高効率 ヒー トポ ンプ

●ハ イブ リッ ドエ ンジ ン(ト ップラ ンナ ー自動 車,ク リー ンエ ネルギー 自動 車)

●省エ ネ建 築,ト ップラ ンナー家電,高 効率給 湯機,高 効率証 明

●IT活用のエ ネルギー管理 システム,HEMS(照 明 ・デ ィス プ レイ ・家電)BEMS

●ESCO事 業

●全電化 システム

●ITS

●高性能工 業炉 ・ボイラ

(その他)
●素材 リサ イ クル

●消費財 の長 寿命化

そのために必要な技術開発を表7に まとめ

ました。当面の持続性 を維持するための 「繋

ぎ技 術」 と持続 型社 会へ の ソ フ トラ ンデ ィ ン

グを目指す上で必要 となる 「本質技術」 に分

けてあ ります。

これ らの技術 を利用 す る こ とで,エ ネルギ

一利用率 が向上 し,そ の結 果,表8の ように,

最終 消費 は 「需 給展望 」 の 「レフ ァレ ンスケ

一 ス 」 と比較 した場 合
,産 業 界95%,民 生

64%,運 輸58%と なるわけです 。

表8エ ネルギー有効利用率50%達 成で減 る最終需要

(石油換算百万k1)

産業 民生 運輸 合計

2000年(実 績) 195 117 101 413

2030年(レ フ ァ レ ン ス ケ ー ス) 188 136 101 425

2030年(省 エネ進展 ケ ー ス) 185 114 78 377

2030年(協 議会) 179 87 59 325

レファ レンスケース:比 較基準 となるケース。現行の技術体系 と実施済みの施策 を前提 に,経

済社会や人口構 造,市 場や需要家の嗜好,民 間ベ ースの取組 が,今 後 と

もこれまでの趨 勢的変化で推移 した場合の見通 し。

省エ ネ進展 ケース:現 在 開発 中の省エネ技術 ・ビジネスモデルが,実 用化 ・開拓 されるととも
に,導 入促進 に向けた官民 の取 組,需 要家の嗜好等 によって 円滑かつ広範

に普及浸透 し,大 幅な省 エネが実現するケース。

一14一
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表9一 次エネルギー供給構成における 「需給展望」 と協議会提案の比較

(石油換算百万kD

化石燃料 原子力 水力 地熱 国内再生
可能エネ

ルギー※

国外再生

可能エネ
ルギー合計 石油 石炭 天然ガス

2000年(実 績) 588 274 107 98 75 20 1 14 0

2030年(レ フ ァレンスケ ース) 607 233 106 131 90 20 1 26 0

2◎30年(協 議会 〉 428 204 揖3 20 1 72 閉8

224(52%)

※国内再生 可能エ ネルギーの 内訳:太 陽(22)

風力(19)一 賦存量106.25
バ イオマ ス(31)一 エ ネルギー利用 可能量33

[化石燃料依存率50%]と[自 給率50%]

化石燃料依存 率 を50%に す る ことは,「 需給

展望」 に比べ て最 も大 きな変 更点 です 。表9

に示 す よ うに,大 きな違 い と しては,化 石燃

料 が相 当 少 ない こ と,原 子力 の増大 が大 きい

こ と,そ して,国 内 の再生可 能エ ネルギー を

可能 な限 り導入 す るこ とが あ ります。再 生可

能エ ネルギー につい ては,太 陽,風 力,バ イ

オマ ス導 入の強力 な推進 を図る と同時 に,海

外 の再 生可 能エ ネル ギー を現 地で 中間媒体 に

変換 し,日 本,あ るいはそ の他 の国 に供 給す

る こ とにな ります 。 これ らに よって化石燃 料

依存 率 を48%ま で下 げ るこ とが で きます。定

義上,自 給率 は52%と な ります。

協 議 会 で は,国 内 での バ イ オマ ス,風 力,

太 陽光 な ど,再 生 可能 エ ネルギ ー供 給 の大幅

な増加 は,現 実 的 に非常 に困難 であ る ことか

ら,海 外 での再生 可能エ ネルギ ー生 産,日 本

へ の輸 送の フ レーム開発 も想 定 しています。

協 議 会 は,2030年 にお ける風力発 電 設備量

として,陸 上300万kW,洋 上2,700万kWを 導入

目標 と してい ます。

なお,ベ ース とな る陸上風力賦存 量 は,『 大

型風 力発 電 シス テム 開発 』(NEDO,1994年)

に よ り3,500万kW(340億kWh/年),洋 上風 力

賦存 量 は 『日本 にお ける洋上風 力発 電 の導入

可 能性調査 』(NEDO,1998年)に よ り25,000

万kW(4,000億kWh/年)と 見込 んでい ます。

発電 コス トは,第25回 風力エ ネルギーシ ンポ

ジウム(2003年)に お ける発 表 「風力発電普及

政 策 とその動 向』(資 源エ ネルギー庁)に よれ

ば,現 在,陸 上 で11.4円/kWh,洋 上 で14.0

円/kWhと 見積 もられ ますが,こ れ を再生可能

エネルギー 目標発電 コス ト(10円/kWh)に す

る必要があ ります。そのため には,陸 上の場合,

風車本体以外の コス ト低減が,ま た,洋 上の場

合 には,建 設 コス トによる固定費 を約25%低 減

させ る とともに,運 転保守料 を約50%低 減 させ

なければな りませ ん。 また,報 告書では,出 力

変動が大 きい風 力発 電 を系統 に連係する際の技

術 的課題 も述べ られています。

協 議 会 は,エ ネル ギー として利 用す るバ イ

オマ スの供給 目標 として,ド ライ系バ イ オマ

スで2,500万kl(石 油換算),ウ ェ ッ ト系バ イオ

マスで600万kl(同)と しま した。 バ イオマ ス

の賦 存 量 は,2002年 に発 表 された 『バ イオマ

ス ・ニ ッポ ン総 合戦 略』 の資料 による と,全

体 で4,334万kl/年,そ の うちエ ネルギー利用

が可能 な量 は,3,279万kl/年 と推定 され てい

ます。 報告 書 で は,ド ライ系バ イオマス,ウ

ェ ッ ト系バ イオマス に よる発 電 の技術 的課題

も述べ られ てい ます。

検討 の結 果,持 続 型社 会 におい てエ ネルギ

ー供給 源 の中核 となる再生 可能 エ ネルギ ーの

大 半が貯蔵性,可 搬性,連 続性 に乏 しいため,

再生可 能 エ ネルギ ー を変換 したエ ネルギ ーキ

ャ リア,中 間媒体,二 次 エ ネルギ ーの利用 が

極 め て重 要 に な る こ とが分 か って きま した。

そ のエ ネルギ ー キ ャリア と して は,電 力,水

素,メ タノー ル な どが有望 で すが,当 然,変

第28巻 第4号(2006)
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換技術 や利用技術 が重要 にな ります。 ただ し,

中核 のエ ネルギ ーキ ャ リア と して水 素 を 目指

すべ きか どうか の判 断 は,電 力 の利用 技術 の

進展 に大 き く左右 され るため,水 素 につ い て

は少 し トー ンダウン してい ます。

さいごに

今 日お話 し した 「トリプル50」 の達成へ 向

けた検討 で は,国 民 の生活 をエ ネルギ ー を使

用 しないで我 慢す る,い わ ゆる ライ フス タイ

ルの変 更 は一 切考 えて い ませ ん。エ ネ ルギ ー

使用 に よって もた らされ る生活水準 を一 定 に

した ままで2030年 で のエ ネルギー消費,需 給

体制 を考 えたつ も りです。

最後 に,本 件 は当然,私1人 による もの で

は な く,持 続型 社 会研 究協 議会 の方 々の多大

な努 力 に よる もの です。 この場 をお借 りして

御礼 を申 し上 げたい と思 い ます。

「持 続 型 社 会 へ 向 うエ ネル ギ ー ビジ ョ ン

(改訂版)」 はホ ー ムペ ー ジ(http:〃rmo.iis.u.

tokyo.ac.jp)か らダウンロー ドで きる ように な

ってい ます。今 日のお話 の詳細部 分 は,そ れ

を見 ていただ きたい と思 い ます。

以上 です。 ご静聴あ りが とうござい ま した。

(拍手)
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超長期の視点か らのエネルギー技術開発戦略
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は じめ に

超長期ビジョン策定に至る経緯

「エ ネルギ ー分野技術 戦略マ ップ」(超 長期

エ ネルギ ー技 術 ビジ ョン)は ,経 済産業省 が

「新産業創 造戦略」(平 成16年5月)の 実現 に必

要 な技術 目標 や製品 ・サー ビスの需要 を創造す

るための方策 と して,21分 野で策定 を進めて き

ている 「技術戦 略マ ップ」 のエ ネルギー分野版

で す。 同 ビジ ョ ンは今年7月 に産業構造 審議

会 ・研 究開発小委員会 に報告いた しました。報

告書 はまだ公 開 されてお りませんので,途 中経

過 について説明 したい と思 います*。

「超長期 エ ネル ギ ー技術 ビジ ョン」 は,経

〔略歴〕

1980年 東京工業大学 大学 院博 士課程修了(原 子核工

学専攻)。 同年工 業技術 院機械 技術研 究所 に入所 。90

年 同院 ニューサ ンシャイ ン計画推進本部 。2000年 よ り

改組 によ り産業技術総合研究所へ。

現在 の取組 の中心 は,エ ネルギー技術 ・システ ムの

評価研究,中 で も環境影響 を定量 化する手法であ る環

境外部性評価,エ ネルギーモデ リング,技 術の社会受

容1生など。

95年 よりIEAICERTの 技術評価専門家会議 メンバー。03

年 よりCO2回 収隔離 に関するPCC特 別報告書作成 に係 わ

る総括執筆者を勤める。

済産 業省 資源エ ネルギー庁 か らの委託 を受け,

エ ネル ギ ー総 合 工 学研 究所 が 事務 局 とな り,

2004年 夏 頃か ら作成 して きま した。

この作業 に関 して図1の ような新 聞記事が出

てい ますが,ど れ もが必 ず しも真 実 で はあ り

ませ ん。 これか ら述 べ ます こ とが実 際 にや っ

て きたあ りの ままを反映 して い る とご理解 い
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図1「 エネルギー分野技術戦略マ ップ」に関する新聞報道

「*エ ネ ル ギ ー分 野 技 術 戦 略 マ ッ プ」(最 終 版)は,平 成17年10月5日 の 産 業 構1造審 議 会 研 究 開発 小 委 員 会 に報 告 され,HP

(http:〃www.metl.go.jp/committee/materlals/g51013aJ.html)で 公 開 され て い ます 。
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ただければ と思 います。

図2に 「超長期エ ネルギー技術 ビジ ョン」 の

作成検 討 に至 った経緯 を示 します。同 ビジ ョン

は検討 開始 当時の国際動向やわが 国と しての問

題意識等 を踏 まえて作 成 されています。国際機

関等で2030年,2050年,2100年 までの ビジ ョン

も作 られていますが,経 済協力 開発 機構 ・国際

エ ネルギ ー機i関(OECDAEA)を 除いて ,ほ と

んどが環境制約(二 酸化炭素(CO2)排 出制約,

温室効果 ガス排出制約等)の 観点か ら行 われ た

検討 です。我 々はCO2問 題 ではな く,エ ネルギ

ーセキュ リティの観点 か らビジ ョン作 りにアプ

ローチ し,そ こに2100年 まで とい う超長期の観

点を入 れ込む ことに しま した。

検討の枠組

検討体制 とスケ ジュール

図3に ビジ ョンの検 討体 制,表1に ス ケ ジ

ュー ル を示 します。超 長期 エ ネル ギー技 術 戦

略研究会の ミッションは,将 来懸念 されるリ

スクを踏 まえ,目 指すべ き社会 を提示 し,そ

れを実現するために必要 となるエネルギー技

術戦略 を提案することです。

今年4月 半ばの研究会で中間報告(試 案)が

承認され,7月 に産業構造審議会研究開発小委

環在 、諸外 国や国際機 闘においては人類 や地

球が いかなる課題 や制 約に直面す るか、それを

いかなる技術によって克服 することが可能か、と

いったテーマについて超喪期(例12050隼 ～

◇錐移のアブO一チでは地球漫鍛緒悶題の解決には億ど遠い
◇資源制約の鎖登化や様痩な環境翻約鳶唄劉じし=〉つある

({眠印濁蒼雛じめとする途上醗の鐙成長や人α増穴)
◇欧米などの先進国の資源慶出がピークを選え、Φ栄依存痩の上
鍔・資源ヱ翠ルギー惣総宰の{蓉芋が明確に慧糠され購めている

◇繊境制綿に対する躍残的な簸り総みが2鍾 望紀の薩業競争力の
鍵ζして摂iえられて窟て瞬る

等々

エネルギー関連技術 鯛発 について、{本鋼整備 は着 葵に

進んできているもの の、①(超)長 期的に覆藪する課題を

踏まえつつ 、② エネルギー分野全体として整合性を持 っ

て、③ エネルギー分野の特徴(長 いり一ドタイム 、総金 工

学等)を 十分に勘 案した形での総 含戦 略を持って推進で

工窒ルギー技徳縄驚フQグ ラム
{省工ネ、薪工単、篭力、懸挙力、駕繊燃i鷺】

超叢雛薫ネル事一披徳⑳検討

図2検 討に至 った経緯

資源エネ庁
総禽政策課

エネ総工研 超長期エネルギ・一技繕戦賂検討会
秋山委員長

事 務 局 会 議 、幹 事 会

(プmジェクト管理、草案作成など)

転換WG
藤村孟査

産業WG

堤主査

全体WG
赤i銚主査

畏生WG
萩本主査

ワ ー ク シ 沼ップ

(ミmeWS、 分野勝WS)

運輸WG
瀬露日主査

図3検 討体制
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表1ス ケ ジュール

2004年8月6日:キ ックオ フ ミー テ ィ ング

(METI/IAE/赤 井)

2004年8月31日:ミ ニ ワー ク シ ョ ップ 開催

(講演7件,参 加 者42名)

2004年10月7日:平 成16年 度 第1回 全体 ビ ジ ョ ン

ワー キ ング グ ルー プ会合

2004年10月29日:平 成16年 度 第1回 超 長 期 エ ネル

ギ ー技 術 戦略 研 究 会

2005年1月 初 旬:分 野 別 ワ ー ク シ ョ ップ 開催

2005年2月15日:民 生 分野 第 ユ回 ワ ー キ ン グ

グ ル ープ 会合 開 催

2005年4月13日:平 成16年 度 第4回 超 長 期 エ ネル

ギ ー技術 戦 略 研 究 会
一 中間 報告 骨 子 案承 認

2005年7月27日:産 業構 造 審 議 会 ・研 究 開 発小 委

員会 にて 中 間報 告

2005年8月24日:平 成17年 度 第3回 超 長 期 エ ネ ル

ギ ー技術 戦 略研 究 会

一技術 戦略 マ ップ案 承 認

員会 で中間報告がな され ま した。8月 末 に技術

戦略マ ップの詳細案が承認 され,そ の後,ブ ラ

ッシュア ップを経 て,10月5日 に産業構造審議

会 ・研 究開発小委員会で報告 される予定です。

そ の他 に,海 外 との連携 もあ ります。例 え

ば,IEAのCERT(エ ネルギー研究技術委員 会)

関係 の専 門家会合,米 エ ネル ギー省(DOE),

欧州 連合(EU),フ ラ ンス,ド イ ツ,イ ギ リ

ス等 の政 府機 関 との デ ィス カ ッシ ョンがあ っ

た り,IEAワ ー クシ ョップでの紹 介 とか,G8

サ ミッ ト(先 進 国首脳 会談)の 準備 会 合的 な

ワー クシ ョ ップでの紹介 な ども併せ て進 め て

きま した。

表2ビ ジ ョン策定 をとりま く背景

●国の技術 開発政策 に対す る問題意識

●次期温暖化 防止枠組交 渉(ポ ス ト京都議定書)

●経済産業省 「技術戦略マ ップ」の策定(産 業技術環境局)
一エネルギー分野は資源エネルギー庁で作成

●G8首 脳 会合(グ レンイーグルズ,平 成17年7月6日 ～

8日)の 議 題(気 候変動+ア フリカ)へ の対応

● トリプル50(持 続型社会研 究協議 会)
-2030年 での 目標 として 「エ ネルギー利用効率50%」

「化石燃料依存率50%」 「自給率50%」 を設定

表3ビ ジョン策定の基本的なスタンス

検討の背景

超 長 期 ビジ ョンを考 え よう と した際 に,表

2に 示 す背景 が あ りま した。 問題意 識 と して

は,今 の経 済産業省 にお け る技術 開発 プ ロジ

ェ ク トが短期 プロジ ェク トにシ フ トし過 ぎて

いるの で はないか 。や は りエ ネル ギー 関係 は

超長 期 を考 え ない と意味 が ない わ けで す し,

5年 ぐらい で商 品化 で きる もの に果 た して国

の投 資が 必要 か ど うか といっ た疑 問 点 も議論

●3E(経 済,環 境,エ ネルギー)の トリレンマ克服 の

ため に技術 の役割の重要性 を論 じ,次 期温暖化防止

枠 組交渉(Post-Kyoto)で 世界 を リー ドすべ き。

●世 界のエネルギー関連マーケ ッ トでわが国が長期 的に

競 争力を発揮 すべ き。

● 内外 で共有可能 な長期 のエネルギー技術 ビジ ョンを策

定 し,そ の実現 を裏づ ける技術 シーズを発掘 し,戦 略

的な技術 開発 に取 り組 むべ き。
→研究 開発 プ ログラム検討,資 源配分 に活用

●第3期 科学技術 基本計画 におけるエネルギー技術 開発

の重 点化

され ました。そ れか ら,最 初 に述べ た ように,

日本 の環境 な どを考 えた場 合,長 期 の検 討 で

は環境 問題 よ りもエ ネルギ ーセキ ュ リテ ィこ

そ重視 すべ き問題 点 で あろ う とい う意識 が 強

くあ りま した。検 討 に当た っての基本 的 なス

タンス は表3の とお りです 。

作業範囲 を 「2100年 まで」 に した理 由

なぜ2100年 までなの か。!つ は制約 の顕在

化 を考 えたか らです 。資源 制約 で は数 十年単

位 か ら100年 単位,環 境制約 で は100年 か ら数

百年,あ るい は1000年 単位 で考 える必 要が あ

ります 。資源 制約 で は,化 石燃料 生産 が世界

的 に比 較的2050年 よ り手前 の方 に ピー クが あ

る とい う図4の よ うな試算(オ ランダ ・エ ラ

スムス大学Odell教 授 に よる)が 最 近増 えてい

ます。 楽観論 もあ りますが,そ うい った もの

も背景 にあ ります 。環 境制 約で も図5の よう

に,化 石燃料 の使用 に伴 うCO2排 出 に よって
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職 琴隼
石油換算
le億t～ 隊

t2

負

肇◎

〈石油生産の実績と予測〉 〈天然ガス生産の婁績と予測〉

図4化 石 エネルギーの生産 ピー ク予測
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図5世 界 のCO2排 出シナ リオ
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大気 中のCO2濃 度 や温度 が落 ち着 くまで にか

かる時間 を考慮す る と,少 な くと も100年 単位

で考 えない と本 質 的 な解決 策 を語 れない とい

うこ ともあ ります。

また,研 究開発 か ら実証,実 用化,あ るいは

市場導入 までの時間や技術ス トックの ター ンオ

ーバー タイム
,発 電所の寿命,イ ンフラ整備 に

かかる時 間,規 模等 を考 える と,5年 ～10年 の

検討 を して も無意味 な場合があ ります。

バ ックキ ャス ト手 法に よる検討

Opportunity-oriented(機 会 志 向 的)な 手 法 が

フ ォ ア キ ャ ス ト,Goal-oriented(目 標 志 向 的)

、繍 雑 締 還 翻1一
2◎00

____濃 ＼＼

麹嘘叫

スペ ックプル型

i舞 一 ドマ ツプ

絃会像
定量的鑓標

1求めら樋 繍i

図6バ ックキ ャス トに よる検 討手順
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な手 法が バ ックキ ャス トです。バ ックキ ャス

トでは,最 初 に将来 の ゴール を設定 し,そ こ

か ら現 在 に向 けて後 ろ向 きに作業 をす る こと

にな ります。

バ ックキ ャス トを使 って検討 した手順をま と

め ると,図6の よ うにな ります。資源や環境 の

制約条件 を考 えなが ら,2100年 時点での望 まし

い社 会像 を描 く。そ こか ら定量 的目標 を設定 し

て,求 め られる技術が どうい うものか現在 まで

逆算 して くる。 その時 に,2050年,2030年 当た

りをベ ンチマーク として,二 段構 えでバ ックキ

ャス トしています。既 に新 エネルギー ・産業技

術 総合開発機構(NEDO)や 経 済産業省 で作 ら

れている様 々なエ ネルギー技術 に関す るロー ド

マ ップも眺めていますが,現 時点 で私たちの技

術 ビジ ョンと整合性 を持たせ ようという努力 は

一切行 ってい ません
。

検討の途中経過

将来の社会像

将来の社会像 は,① 経済が発展 し,生 活の

質が向上する社会,② 必要なエ ネルギーが量

的に充足で き,安 定的に得 られる社会,③ 住

み よい地球環境 を保持 した社会,④ 国際協力

により技術革新 ・先進技術の利用を進めてい

る社会,⑤ 国 ・地域の特性 を活か した選択 を

通 じた柔軟 な社会,の5つ の要素で構築 しま

した。つ まり,良 い意味での人間中心的な価

値観を基本に置いていると認識 しています。

制約については,特 にエネルギーセキュリテ

ィ,次いで環境を強 く配慮 して条件を設定する。

制約の解消には,市 場メカニズムの活用に基礎

を置いた技術による貢献を最重要視する。例 え

ば,環 境制約を解消するために,強 引に経済的

な手法をとるよりも,技 術が市場 メカニズムで

普及 していく世界を想定 してどこまでいけるか

考えてみるということが基本です。

将来展望(世 界)

世界 の人 口は増加 して経 済 も成長 し続 ける。

そ れに伴 って,エ ネ ルギー消 費 も増 加 してい

くこ と を想 定 しま した。 まず,国 内 総 生 産

(GDP)を ベ ースに置いて,そ れに沿 ってエ ネ

ルギ ー消費等 も伸 びてい くと考 える ものです。

化石燃料 については,検 討 の制約条件 と して,

資源 の有 限性 を設定 しま した。 た だ,CO2排

出 につ いて は,CO2濃 度 は将来 的 に安定 させ

るた め に,排 出総 量 を議 論 す るの で は な く,

GDP当 た りのCO2排 出量 で あ る排 出原 単 位

(CO2/GDP)の 改善 を目標 としま した。

資源制約,環 境制約の仮定

資 源 制 約 につ い て は,石 油 生 産 ピー ク を

2050年 ぐらい,天 然 ガス生 産量 ピー ク を2100

年 ぐらい と仮定 してい ます。

経 済 成 長 につ い て は,GRAPE(GlobaI

RelationshipAccessmenttoProtectthe

Environment)モ デ ル に よる計算 結 果 と他 の

色 々 な予 測 との整合性 を とって,世 界 のGDP

は2050年 で現 在 の3倍 程度 。2100年 で10倍 程

度 と想 定 し,日 本のGDPは2050年 で15倍 程度,

2100年 で2倍 程度 と想 定 してい ます。

環境 制約 につ いて は,将 来,大 気 中のCO2

濃度 を550ppmで 安定 させ る色 ・々 なシナ リオを

見 る と,ほ とん ど2100年 ぐらい で現状 と同程

度 のCO2排 出量 に抑 える必 要 が ある とい う点

で共通 してい ます 。そ れ をベ ー スに,GDPか

ら逆算 して,排 出原単 位 を2050年 に2000年 の

3分 の1ぐ らい,2100年 には2000年 の10分 の1

ぐらい に してお くとい う制約 を仮定 しま した。

日本 の排 出原 単位 は非常 に少 ない のですが,

将 来 にわ た って世界 を リー ドし続 けるた めに

は,世 界 と同一 の さ らなる原単位 の改 善 をわ

が国の 目標 として設定す る ことに しま した。

こ うい っ た制 約条件 を需 要分 野(民 生,運

輸,産 業)ご とにブ レー クダウ ン して,ど う

い った技術 スペ ックが必 要 になるか検討 す る。

第28巻 第4号(2006)
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そ の際,供 給 側 の エ ネ ルギ ー構成 につ いて,

取 りあえず極端 に厳 しい条件 下で,先 ほ どの

制 約 を克服 で きる技 術 を拾い 出 して,そ れの

スペ ックを見 る とい う作 業 をや って きました。

結 果 と して,す べ て達成 で きれ ば先 ほ ど紹 介

しま した排 出原 単位 の3分 の1と か,10分 の

1を 超 える達成 が可 能 にな ります。

極端 な3ケ ースによる技術 の洗 い出 し

図7が3つ の極 端 ケース です。 冒頭 に紹 介

しま した新 聞記事 で は,こ の3つ のケ ース 自

体 が あたか も目標 であ るか の ように書 か れて

い ます が,こ れ らの ケー スは技 術 を洗 い 出す

ため に設定 した極 端 ケー スであ って 目標 で は

あ りませ ん。 目標 は あ くまで も前述 した5つ

の要素で構戒 され る社会の実現です。

その時 に,例 えば,水 素社会や分散型エ ネル

ギ ー社 会,バ イオマ ス社 会 だ とか を議 論 の前

提 に は しない とい う こ とで 合意 して い ます 。

エ ネルギ ー に関 わ る色 々 な制 約が連 鎖構造 に

な ってい ますの で,そ れ を断 ち切 る といっ た

ことを検討 の アブ.ローチ に しま した。

分野別 ロー ドマ ップの作成

産 業,民 生,運 輸,転 換 の分野別 ロー ドマ

ップ につ い ては,得 られ る効 用(生 活 の質,

あ るい は経 済活 動 の レベ ル)は 国 内総 生 産

(GDP)に 比例 して増大す る と しま した。 その

上 で,色 々 な連 鎖 を断 ち切 る ため に,転 換部

門か ら供給 されるエ ネルギ ー量が極 小 で済 む

ような技術 的 な備 えが ど うあ るべ きか とい っ

た検討 を行 い ま した。図8に 示 しま したが,

効用 をGDPに 比例 して増 やす とな る と,通 常

は最 終エ ネルギー需要が増大 す るわけです が,

そ この関係 を断 ち切 るのが 必要 だ ろ うとい う

ことです。 そ こには,省 エ ネや高効率 利用 と

いった技術 が対策 として入 って きます。

次 に,最 終 エ ネルギ ー需 要 が増大 す る と普

通 は それ を満 たす ため に一 次 エ ネルギ ー需 要

が増大 す るわけです が,こ こ も効率 改善 に よ

って連鎖 を断ち切 ります 。

それか ら,一 次 エネルギー需要の増大 は,現

在 のエネルギー供給構造です と化石エネルギー

需要の増大 とな ります。その場合の対処 の1つ

として,例 えば非化石エ ネルギー に置 き換 える

ケースA:比 較的資源量の豊富 な石炭を用 いて電力あ るいは水素 を供給する。

(石炭)た だ し,CO2排 出を伴 うため,発 電設備や産業分野の大規模設備で

はCO2の 回収 ・隔離を行 う。

ケースB:原 子力 を最大限に利用 して電力あるいは水素 を供給す る。

(原子 力)

ケースC=再 生可能エネルギーを最大限 に利用 して電力 あるいは水素等 の燃料 を

再生可能 供給する。ただし,再 生可能エ ネルギーでは全需要量 を賄 うことが困

エネルギー 難なため,需 要側での省エ ネルギー を実施することが必要。

〈長販〉
・技徳が確立すれば、CO2鯵咄 蟹

毒鍼 が確塞

〈短騒〉
・主支術の飛婁莚的な発震か`必蔓

〈農懸〉
・QO2欝出量渕減のポチンシャルが高い

・技徳釣移行が餐易

・コストが即えられる

〈短翫〉
・技徳的な要践以外での不確爽控

"(該 燃無サイ伽 樵 ット〉

図73つ の極 端 なケース
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,効用、、,。終.ネ。ギ.。要、[転換分野][i麺i][亘 亟][亜 亟]
の鎖を切る

①
『省 エ ネ ・高効 率利用 ・

創 エ ネ,自 立化 』,

『省マ テリア ル』

「最終エネルギー需要」と

「一次エネルギー需要」の
鎖を切る

r転換効率向上」 ②

「一次エネルギー需要」と
「化石エネル ギー需要」の

鎖を切る

『非化石エネルギー化]

発寵 ・
水紫製潰
効率向 ヒ

コス トの

増大

物質 ・エネ
ルギー併雍

【ロブ頃

襟 楡 鐸繍脳ヒ〕
「化石エネルギー需要」 と
ドむくラ　　おユ　の　しを　る

麺 ③
物質・エネルギー再生

茎廃雍物ガス化肇

原譲1用
燃料の

非化石化

【FCV,EV】

再生可能エネルギー利用
【バイオマス,太 陽,風 力,地 熱】

④一 翻

図8制 約克服のための連鎖脱却と技術の全体像

とい うことによって連鎖 を断ち切 ります。

あ るい は,化 石 エ ネルギ ー需要が 増大 す る

と,CO2排 出量 が増 大す るわけ です が,こ こ

も例 えばCO2回 収隔 離技術 が あ れば 断 ち切 る

こ とがで きます。 こうい った連 鎖 を常 に意識

しなが ら考 えて きま した。

極 端 ケースにおける技術 スペ ックの イ メー ジ

[ケ ースA:化 石資源 ケース]

ケ ースAシ ナ リオ を想 定 して,2100年 の世

界 につ い て,代 表 的 な数字 をは じい た もの を

図9に 示 します。例 えば,最 終 需要端(需 要

家 が使 用 す る所)で のCO2回 収 処分 は技 術 的

に無 理 です ので,最 終的 な使 用 エ ネルギ ーは

CO2フ リー な電 力 か水 素 を使 わ ざるを得 ませ

ん。 とな ります と,発 電 または水素 製造 量が

現 状 の約8倍 にな って しまい ます。 しか も,

2100年 時点 でのCO2回 収処分 量 は,年 間40億

トンで ない とい け ませ んか ら,と んで もない

世 界 に な り ます 。 産業 分 野 で も8割 以 上 の

CO2回 収処 分が必要 だ とい うこ とにな ります 。

[ケ ースB=原 子 力ケ ース]

ケースBに つ いて も,供 給側 ですべて面倒 を

見 よ う とい うの に近 い です か ら,ケ ースAと

ほぼ同 じ世界 にな ります。図10に 示 しますが,

発 電 また は水 素製 造量 は現状 の約8倍 で,産

業 分野,運 輸,民 生 も電気 と水 素 で ほ とん ど

賄 って しまうとい う世界です。

図9ケ ースAで の技術 スペ ックのイメー ジ
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*数媛な 黛◎窃◎嫌比
・ケーλ8鷲 ぱ、省.rr・*事f;7tr夢く滋r寮てr紫な6}窮 滲菱潔驚.
・電寛 ・承薫 窃拳ぎのLゐ謬蓋鵜窮ξ。

【轍矧 攣 鰺業分鮒

繍 灘 謝幽(欄 糊 は'全て電気と藤 猟

櫨
綴箏力

〔源争海で棋給 〕 ＼ 縫 輸倉劉 眠 生鈴鋤

({〉電気と水素でio◎%を供給ずる

鞠
運輸

房蓬考:力設備(鍵…鷺 ・ガく素製造)の 蓼」ξ藝纂 は、90ウらを想 窯。

と算出 。

遵輸 分籔において、飛各楼 等を除く。'

図10

璽 墨
民生く家鷹)髭 生(業務}

畿ネルギー籍裏が2,ユ驚に増蒲するとともに、鷺{ヒ・水秦駕灘の上鼻によって、発電・承素舐は、環状の絢8倍

ケースBで の技術 スペ ックの イ メー ジ

図11ケ ースCで の技術 スペ ックのイ メー ジ

[ケ ースC=再 生可能エネルギーケ ース]

一 番 チ ャ レンジ ング なの が図11の ケースC

です 。 まず,省 エ ネで産業分 野の エ ネルギ ー

需要 は7割 低減 します 。民生 分野 で は,省 エ

ネ,創 エ ネ(家 庭 用太 陽光発 電 な ど,需 要端

での エ ネルギ ー発 生,電 力発 生)で8割 の低

減で す。運 輸分 野で は,省 エ ネ,燃 料 転 換 に

よ り7割 低 減 します。 こういった ことを全部

や った結果,必 要 な電 力,あ るい は水 素 を賄

う として も発 電量 は,現 状 の約2倍 にな って

しまい ます。

給 イメー ジを検証 してい ます。

さいごに

こ うい った厳 しい条件 の下 で,各 分 野特 有

の技術 的要 請 か ら技 術 を ピ ックア ップ して,

ロー ドマ ップの作成 を進 めて い ます 。 また,

ビジ ョン と全体 的なス トー リー ライ ンを描 い

た後 で,GRAPEモ デル を使 ってエ ネ ルギー需

一24一

今後 のスケ ジュール としては,5日 の研究 開

発小 委員 会 で分野 別 の詳細版 まで含 め た資料

が公表 され る こ とに なっ てい ます 。 そ の後,

今 年度 い っぱい か けて,既 存 の ロー ドマ ップ

との整合性 につ いて の検 討,あ るい は特 に産

業分 野 でか な り無 理 を してい るので,そ うい

った分野 で もう少 し検 討 を深 め るべ きで はな

いか とか色 々 な議 論が あ ります けれ ども,こ

のあた りにつ い て は今後 お役 所,あ るい は事

務局 とも相 談 して進 めてい く予定 に なって お

ります。以上 です。(拍 手)

季報エ ネルギー総合 工学



一
[特別講演]

原 子 力 安 全 を考 え る
一 「情 報の非対称性」 と 「コ ミュニケ ー シ ョン的行為」一

、 〆

鈴 木 篤 之 畷 繋 識 委員長代理)d劃 』一
は じめに

標題について

私 が原子 力安 全委 員会 委員 を拝 命 して か ら

4年 半 にな ります。

本 日の演題です が,「 情報の非対称性 とコ ミ

ュニケ ー シ ョン的行 為」 と しま した。詳 し く

は後述 しますが,「 情 報の非対称性」 とは,情

報 を提供 す る側 と受 ける側 で情 報 の量 と質 に

差 があ る とい うこ とです 。 こ こで は,提 供 す

る側 に絶対 的 な優越 性が あ り,そ こに色 々 な

問題 が起 こる可 能性 が秘 め られてい ます。 ま

た,「 コ ミュニ ケー シ ョン的行為 」 とは,「 暴

力 ・抑圧 に支 配 されず対 話 を交 わ し,相 互 理

解 に到達 す る コ ミュニ ケー シ ョン的理性 の力

に基 づ く行 為」 と定 義 で きます 。 これ らのキ

ー ワー ドを使 って
,原 子 力安全 委員 と して原

子力 安全 に関連 して起 きた色 々 なこ とに携 わ

りなが ら,日 頃感 じている こ とをお話 しさせ

て頂 きたい と思 い ます。

『安全神話』の崩壊一安全か ら安心へ

私 が委員 になる前,1999年 にジェー ・シー ・

オー(JCO)事 故 が起 き,「 『絶対 安全だ』 と言

われ てい た原子 力 の 『安全 神話』が崩壊 した」

と言われ ま した。JCO事 故 を総括 した 『原子 力

安全 白書』(平 成12年 版)の 「は しが き」 の 中

で,松 浦祥次郎 ・原子力安全委 員長が 「実際 に

〔略歴〕

1971年 東京 大学大学 院工 学系研 究科博士課程修 了。

1986年 同工学部教授。1993年 同大学院工学系研究科教

授(シ ステ ム量子工 学専攻)。2001年 原子力安 全委員

会委 員(非 常勤)。2003年 よ り現職 。 日本学術 会議 会

員,米 国科学 アカデ ミー理事。

専 門は核燃料サ イクル工 学。現在,核 燃料サ イクル

安 全,放 射性廃 棄物 環境安 全,原 子 力安 全の社 会化

(セイフテ ィ ・コ ミュニケー ション),原 子力安全の国

際化(グ ローバ ル ・パ ー トナー シップ)と いった課題

に取 り組 む。

は どんなに注意 を払 い,努 力 を重ねて も事故 ・

故 障を皆無 にするな どというこ とは人工物 では

あ り得 ない。」,す なわち 「絶対安全 はない」 と

改 めて書かれ ました。 それが当時新聞の社説等

で も取 り上 げ られて,「 原 子 力安全委 員会 は,

よ く勇気 を もって 『絶対安全 はない』と言 った」

と評価 された ことを覚 えてお ります。

次 に,「 安全 だけで はだめで安 心が大事 なん

だ」 と言 われ ます 。実 際 どこまで安 全 を向上

させ てい けば皆 さん に安 心 して もらえるのか

とい うこ とが,一 種 の悩 み になって いる と感

じます 。 また,同 じよ うな意 味 で,事 故 や ト

ラ ブルが起 きる と,問 題 は技術 とい うよ りは,

そ の技 術 に携 わる人 々や組織 の安 全文化 の 問

題 だ と言 われ る ことが あ ります 。で は,ど う

具 体 的 に取 り組 んで い けばいい のか。 それ が

悩 みだ と感 じてい る ところです。

こうい うこ と を考 えて い くに当 た って は,

や は り,原 子力安 全 の社会性 を考 え ざるを得

ませ ん。 つ ま り,社 会 との関 わ り合 い を通 じ

て 日本 的 な仕組 み として何 が必 要 なのか考 え

な けれ ばな らない とい うことです。

第28巻 第4号(2006)
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原子力安全 と社会の関わり合い

一参考になる4つ の考え方一

助 と す るOR(OperationResearchorOperations

Research)や 人 工 知 能 的 な 手 法 な ん だ と言 っ て

い る と思 い ます 。

2.ス テ ィグ リッツの 「情報 の非対称性 」

1.サ イモ ンの 「手続的 な合理性 」

原 子 力安全 も科学技 術 の1つ だ とい う理解

で,私 が以前か ら非常 に参考 に しているのが,

ア メ リカの経 済学者 ハ ーバ ー ト ・A・ サ イモ

ン※!の 「シ ス テ ム の科 学(原 題 は"The

SciencesoftheArtificial")』(1999年,パ ー ソナ

ル メデ ィア社)で す 。サ イモ ンは,こ れ ら一

連 の業績 で1978年 にノーベ ル経 済学賞 を受 賞

してい ます。私 自身,サ イモ ンの 『シス テム

の科 学』 を非常 に参考 に して,大 阪大 学の元

田先 生 と一緒 に 『シス テムの設計 ・運用 ・評

価』(岩 波書店)と い う教科書 を書 きました。

私 が理解 す るサ イモ ン的 な考 え方 とい うの

は,「学問で は理論 とともに実践 が大事 であ り,

また,そ の実 践 を理論 化 す る こ と も大 事 だ」

い うこ とです。 また,彼 は 「実体 的 な合 理性

と同時 に,手 続 的 な合 理性 が大事 だ」 と も説

いてい ます。 「実体 的 な合理性」 とは,古 典 的

な意味 で の満足度 と言 えます。 ところが,個

人的 な考 え方 も含 め て,人 が それ を合理 的 だ

と思 うには,単 な る勘 で はな く,学 習 ・ヒュ

ー リステ ィックな アプ ローチ(経 験 則)に よ

る 「手 続的な合 理性一proceduralrationality」 も

必 要 だ。 その手法 とい うのは,計 画や管 理の

主 に経験 知 的側 面 に焦 点 を当て,社 会や企 業

活 動 に内在す る法則 性 を知 り,意 思決定 の一

アメ リカの経 済 学者 ステ ィグ リッッ※2は,

非対 称 な情報 の も とでの経 済活動 の分析 に関

す る業績 によって,2001年 にノーベ ル経済 学

賞 を受賞 してい ます 。そ の手法 であ る 「ゲ ー

ム論 」 で,サ イモ ンが重要 だ と言 った学習 ・

ヒュー リス テ ィ ックな手法 が使 われ てい るの

ではないか と思 い ます。

ス テ ィグ リッツが 「情報 の非対 称性」 で説

いてい る こ との1つ 目は,情 報 を提供 す る側

と受 ける側 が いる場合,情 報 を提 供す る側 に

絶対 的 な意味 で優越 性 が あ り,そ こに色 々 な

問題 が起 こる可 能性が 秘 め られ てい る とい う

こ とです。「悪 貨 は良貨 を駆逐 す る」的 な例 と

して,中 古車 市場 が挙 げ られ ます 。例 え ば,

私が 持 ってい る車 をあ る人 に売 ろ う と考 えた

場合,そ の車 の壊 れ具 合や性 能 につ いて一 番

知 って い るの は私 です 。買 う相手 は よ く分 か

ってい ませ ん。 こうい う中で,通 常 の市場 メ

カニ ズム を通 じた取 引が 続 け られて い くと,

「安 くて悪 い車 しか市場 に出回 らない」 とい う

結末 とな ります 。そ うい う構 造 を もって い る

限 り,本 当 にいい車が 中古 車市場 に出回 る こ

とはな くなるわけです。

しか し,実 際 に は 「情 報 の透 明化」 に よっ

て情報 所有 者や情 報提供 者 の信頼 度評価 が な

され,悪 い車 を高 く売 る こ とが で きな くな る

とい う自浄の仕 組 み が で きて い ます 。最 近,

※1ハ ーバ ー ト・ア レクサ ンダー ・サ イモ ン(1916～2001)

1942年 に シカ ゴ大学か ら政治学†専士号 を取得,イ リノイ工科大学 を経 て1949年 か らカーネギーメロ ン大 学教授。研究 の機

軸 は組織論 の分野 で,組 織 にお ける人間の限定合理性 と意思決定過程 の研 究 を行 なった。そ の一方 で人工 知能のパ イオニア

で もあ り,ア ラ ン ・ニ ュー ウェル と幾 つ もの意思決定支援 シス テムの構 築に携 わ った。人工知能へ の貢献 か ら1975年 にア ラ

ン ・チ ュー リング賞 を,1978年 には ノーベル経済学賞 を受賞。

※2ジ ョセ ブ ・E・ ス テ イグ リ ッツ(1943～)

アマ ー ス ト大 学(1960年 ～1963年),大 学 の最 終 年(4年)か ら大 学 院 ま で マ サ チ ュ ー セ ッツ工 科 大 学 。 フ ル ブ ラ イ ト給

付 生 と して英 ケ ンブ リ ッ ジ大 学(1965年 ～1966年)で 学 ぶ 。 そ の 後,マ サ チ ュ ー セ ッ ツ工 科 大 学 とイ ェ ー ル 大 学 で 教 え,現

在,コ ロ ン ビ ア大 学 教 授 。 日本 で も一 時 期 慶 慮 義 塾 大 学 で 客 員 教 授 を務 め た 。2001年 「非 対 称 情 報 下 の市 場 経 済 」 とい う経

済 分 析 の 発 展 に対 す る貢 献 で,G.A.ア カ ロ フ,A.M.ス ペ ンス と と もに に ノー ベ ル 経 済 学 賞 を受 賞 。

ク リ ン トン政権 下 の 経 済 諮 問 委 員 会 委 員 長(1995年 ～1997年),世 界 銀 行 の上 級 副総 裁 ・チ ー フ エ コ ノ ミス ト(1997年 ～

2000年)を 歴 任 。

一26一
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ネ ッ トオー クシ ョンが非常 に流行 ってい る理

由の1つ は これなのか も知 れ ませ ん。

2つ 目が情 報社会 には もと もと 「情報 の非

対称 性」 が存 在 してい る とい うこ とで す。 そ

の た め に,モ ラルハ ザ ー ドが起 こ ります。例

えば,あ るプ ロ野球 選手が 身体 を壊 してい る

こ とを隠 して,あ る球団 と契 約 を結 び,そ の

契約 後 に急 に 「身体 を壊 して プ レーで きませ

ん」 と言 って,契 約 金だ け持 ってい って しま

うこ とが 「情報 の非対称 性」 が招 い たモ ラル

ハザ ー ドか も知 れ ませ ん。

失 業保 険 とい うセ ー フテ ィネ ッ トもモ ラル

ハザ ー ドを招 く要 因の1つ です。 セ ー フテ ィ

ネ ッ トが 完備 され,働 か な くて もお金 が もら

え る よ うに なる と,働 く意欲 が な くなって し

まい ます。

これ らの例 は,個 人の善悪 の問題 で はな く,

社 会 に 「情 報 の非 対称性 」が あ るため に,人

間 とい うの はそ もそ もそ う行動 す る可能性 が

高 い生 き物 な んだ とい うこ とを,ス テ ィグ リ

ッツは言 ってい るんだ と思い ます。

対 策 として事後 評価 による防止が あ ります。

例 えば,プ ロ野球 選手 との契約 で は出来高 払

い にす れ ば良い です し,原 子力 安全 の規制 で

い えば,ア メ リカで採用 され てい る成績評 価

型規 制(成 績 に応 じて規制 の程 度 を決 めてい

く仕組 み)な どを挙 げる ことがで きます。

3.ハ ー バ マ ス の 「コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン 的 理 性」

ドイ ツの哲学者 ユルゲ ン ・ハ ーバマ ス※3の

著 書 を読 んで み ます と,「 非 対 称性 」 とか,

「実践」 だ とか い う言葉 が使 われて いて,サ イ

モ ンや ステ ィグリッツ との関連 を感 じます。

ハ ーバ マス は,『 コ ミュニケー シ ョン的行 為

の理論』(1984年)で 「公共 の場 を通 じて相 互

理 解 に至 るコ ミュニケー シ ョン的理性 」が 人

間 には それぞ れ備 わって いるの であ って,コ

ミュニケ ーシ ョン的理性 に基づ い て,議 論 す

るこ とが いか に大 事 か を切 々 と訴 えてい る と

い うのが私の理解です。

ハ ーバマ ス に よる と,昔,伝 統 的社会 か ら

近代 資 本主義 社会 へ の移行 が な された こ とは

合理 的な こ とだった。 つ ま り,目 的合 理 的行

為 が社 会の規 範 的構造 に合致 し,し か も,経

済発展 の持続 が 目的合理 的行為 の 自己持続 性

を保 証 した,つ ま り,そ の近代 資本 主義社 会

へ の移行 とい う行 為 を社 会が認 め てい たので

はないか と言 うこ とです。

近代 資本主 義社 会 に移行 してか らの時代 と

い うのは,科 学技 術が財 やサ ー ビス を増 大 さ

せ る ことで生 活水 準 の向上 を約束 して きた時

代 です 。 この こ とが,科 学技術 の 目的合 理性

や正 当化 につ なが り,極 端 な場合 には科 学技

術 そ の ものが イデ オロギ ーにな って信奉 され

る よ うになっ て しまい ま した。 そ うい う流 れ

の中,「社会 的意志決定 と目的合理性 との一致」

が 「効 率化」 で あ る とい う認 識 にな って,こ

の効 率化 を社 会が 追求 した結 果,ハ ーバ マ ス

に よ れ ば,社 会 的 意 志 決 定 の 場(公 共 圏

PublicSphere)が どん どん小 さ くなって しまっ

た。そ こで,公 共 圏 での コ ミュニケー シ ョン

的行 為(K。mm。nik・ti.,、H・nd。1。)の回復 が必 要 だ

と彼 は提 唱 して い る と思い ます。 つ ま り,真

に合 理 的行為 は コ ミュニケ ー シ ョンへ の制約

(権力 による支 配,コ ミュニケー シ ョン的パ タ

ー ンの非 対称性)の 除去 で あ って
,そ れ を通

じて啓蒙 された人 間 の行 為 に とって は理 論 と

実践(praxis)が 必 要なんだ と言 うことです。

4.「 ア レ ー の 逆 説 」

人間による選択 という行為を説明する理論に

「期待効用仮説」があ ります。例えば,表1の

選択問題1を 考えてみましょう。新 しい機械 を

導入せず現状のままでいる選択肢(M)と 新 し

※3ユ ルゲ ン ・ハーバマ ス(1929～)

ドイ ツの哲学者。近代 を築いた礎石 として の 「合理性 」 をあ くまで信頼 し,強 制や支配 のない コミュニケー ションによっ

て生 み出 され る合意 こそが,真 に生産的 な力で ある と見なす。主な著作 に,『公共性 の構造転換』 「コミュニケー シ ョン的行

為 の理論 』(未 来社),『 新た な不 透明性』 『事実1生と妥 当』な ど。
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表1「 ア レーの逆説」

選 択 問 題l

M:(1年 間 連 続 運 転:1.00)

N:(2年 間 連 続 運 転:0.10,1年 間 連 続 運 転:0.89,運 転 不 能:0.Ol)

選 択 問 題Il

Q:(2年 間 連 続 運 転:0.89,運 転 不 能:0.ll)

P:(1年 間 連 続 運 転:0.90,運 転 不 能:0.10)

い機械 を導入する選択肢(N)が あ る とします。

Mで は1年 間の連続運転が100%保 証 され ます。

他 方,Nで は,1年 間の連続運転が89%保 証 さ

れ,2年 問の連続運転 が10%保 証 されるけれ ど

も,運 転不能 になる可能性 が1%あ ります。

MとNに つ いて,確 率 か ら期待値 を計算 して

便益 が大 きいの はNで す。期待 効用仮説 に基づ

いて人 ・々が行動 す るな らば,Nが 選択 され るは

ず です。 ところが,フ ランスの経 済学者 モー リ

ス ・ア レー ※4は 「確 実 性 の効 果(certainty

effect)」 によって,現 実の世界で は多 くの人が

確実1生の高いMを 選択 す る,つ ま り,運 転不能

になる可能性 が1%あ る もの よ りも1年 間確実

に運転で きる方 を選ぶ人が多 い と言 うのです。

今度 は表1の 選択 問題IIを 考 えてみ ます 。P

とQの 問での選択 です。Pは1年 間の連続 運転

の 可能 性90%,Qは2年 間 の連続 運転 の可 能

性 が89%,運 転不 能の可 能性が そ れぞれ10%

とll%で す。 これ は見 た感 じほ とん ど変 わ り

が あ りませ ん。 こ うい う場 合 は期 待効 用仮 説

に従 って人 はQを 選ぶ はずです。

選択 問題1とllで 一貫性 が ない のです 。 こ

の非 一貫性 は期 待効 用仮説 に とっては矛盾 で

す。 この ことを 「ア レーの逆説」 と呼 び ます。

この こ とか ら学 べ るの は,同 じ問題 で あ って

も,状 況 によっ て人の判 断が変 わ る とい うこ

とです。 人の判 断 に一貫性 が ない とい う こ と

は,期 待効用仮 説 か ら言 えば矛 盾 なのですが,

人が物 事 を決 め る実 際か らすれ ば この方が 自

然 だ とい うこ ともあ る とア レーは言 っ てい る

のだ と思い ます。

原子力安心 ・安全 とコミュニケーションのあり方

リス ク ・コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン か ら

セ イ フ テ ィ ・コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン へ の 拡 大

これ までの考 え方 を参考 に,原 子 力安全 と

コ ミュニケ ーシ ョンにつ いて考察 してみます 。

リス クについて 関係者 の間で信頼 を醸成 し,

意思疎 通 を図 る とい う 「リス ク ・コ ミュニ ケ

ー シ ョン」 は非常 に重 要 です。発生 頻度 が高

い もの ほ ど手 立 て を講 じる必 要が あ るの で,

安全対 策 を色 々考 えなければいけ ませ ん。

図1を ご覧 くだ さい。右 に行 けば行 くほ ど

発 生頻 度が 高 くな りデー タが集 ま って きて定

量 化が 可能 とな り,客 観 的な デー タで の議 論

がで きる ようにな ります。 そ うなれ ばな るほ

ど,新 しい こ とを知 らな くて もいい わけです

か ら,「 リス ク論 的 な情報 の価値」 は,右 に行

くほ ど減 って い きます 。逆 に,左 に行 け ば行

くほ ど,つ ま り,発 生 頻度 が低 くなる と 「リ

ス ク論的 な情報 の価値」 が上 が ってい きます 。

ところが,あ る ところか ら,そ れ以上 一生 懸

命 調 べ て もなか な か情 報 と して得 られ ない,

頻 度が非常 に低 い領域 に入 ってい くわけです。

そ うい うこ とを前 提 に,ど こまで発 生 頻度 の

低 い事 象 を議 論 す れ ばい い の か とい うの が

「安全 目標 論 」 です 。 これ は国際 的 に10-4/

年,あ るい は10-6/年 の問 に 「安全 目標」 が

あるのでは ないか と言 われてい ます 。

※4モ ー リス ・フ ェ リ ー ・シ ャ ル ル ・ア レー(1911～)

フ ラ ンス の 経 済 学 者 。市 場 と資 源 の効 率 的 活用 に 関 す る理 論 へ の 先 駆 的 な貢 献 に対 して,1988年 ノ ーベ ル経 済 学 賞 を受 賞 。
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セ イ フ テ ィ ・コ ミ ュニ ケ ー シ ョン

薫《 二
リス ク ・コ ミュ ニケ ー シ ョ ン

(安心)

10-6/年

安全霞標

10-4/年

翻繋

一 〉(安 全)
(発生頻度)

大 〈←==一===・ コ 追加 安全 コス ト 臣====一=≒ 〉 小

大 ぐ一==一 ・一=コ

大 く←===一 一=コ

公共の安全/
公共性(圏)

情報の非対称性
の影響

=一 一===≒ 〉 小

匡=一====≒ 〉 小

大 ← 一一 一 コミ翻 輪 ン的 一 一 一 → ・j・

図1原 子力安全 とコ ミュニケー ション

原子力 安全委 員会 で も専 門部 会 の提 言 を受

けて,暫 定 的に10-6/年 を提示 してい ます。

リス ク論的 な考 え方 に基づ いて,あ る種 の

議論,リ ス ク ・コ ミュニケ ー シ ョンがで きる

と思 い ますが,そ こか らさ らにはみ出 した部

分(図1の 安全 目標 の左側)が あ るので はな

いか と思 います。

これ をよ り広 い意味での コ ミュニケーシ ョン

とい うことで 「セ イフテ ィ ・コ ミュニケー シ ョ

ン」 と呼んでみま した。左 に行 けば行 くほ ど主

観的 にな らざるを得 ない し,定 量 的な議論 が難

しくて定性 的にな ってい きます。「安心が大事

なんだ」 とい うことは,こ うい う部分だ とい う

ふ うに理解 してみたわけです。 こ ういう理解 を

する と,追 加安全 コス ト,公 共 圏のコ ミュニケ

ー シ ョンと,情 報の非対称性 の影響が,コ ミュ

ニケーシ ョン的理1生へ の依存 のいずれ もが大 き

くな ります。ですか ら,技 術 的な議論だけでは

決 め られ ない領域 だ と思い ます。

日本 的な コミュニケー シ ョンの仕組 み

一不 安定な協調 的選択

こうい うことが実際起 きてい る中で,日 本的

な仕組みが どうなっているのか考 えてみ ます。

選択 の形 として,ま ず,「 切磋琢磨 の競争的

社 会 の選択」 が あ ります 。相手 よ り早 けれ ば

いい とい う ことで,先 見性,自 発性 で勝負 は

決 まる と思 い ます。 しか し,こ れは 「独 善的

な もの」で あっ て,本 当 にそ れが いい か どう

か 問題 があ ります 。

次 に,「 独 自性重視 の非協 調的選択」 があ り

ます 。 これ が安 定化 につ なが るわ け です が,

非社会 的ではないか とい う問題 を生 じます。

したが って,日 本 で は,少 な くと もこれ ま

で は 「社 会 的な選択優 先 の協 調 的選 択」 が と

られ て きて い ます。 誰 も損 を しない 「パ レー

ト最 適」※5な や り方 です。 しか し,不 安定で

あ る とい う問題が あ ります。

協調 的選択が不安 定で ある こ とを示 す ゲー

ム論 として,「 囚人のジ レンマ」 が あ ります。

例 え ば,あ る運 転 のや り方 を変 更 す るか しな

い か をA社 とB社 がそれぞ れ独 自性 に基 づい て

選択 しよう とす る場合,結 局,も う一方 が ど

うい う行動 を とろ うが 自分 が損 を しない よ う

に行動 す るわけです 。表2で 運 転 コス トを比

較す る と,500よ り200の 方が小 さ く,100よ り

50の 方 が小 さいわけですか ら,A社 もB社 もコ

※5与 えられ た資源,技 術,嗜 好 の もとで,他 の財の産 出量 を滅少 させ る ことな しには,少 な くとも1財 の産出量 を増加

させ ることがで きない状 態,あ るい は,他 の消費者の地位 を悪 くす る ことな しには,少 な くとも1消 費者 の地位 を良 くす

る ことがで きない状態。 「パ レー ト最適」 は最 も効率的 な資源配分 を示 す基準 であ る。
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表2「 囚人のジレンマ」的意思決定

B社
A社 変更する 変更 しない

変更する 1.独 自性 ※
(200,200)

11.競 合 性

(50,500)

変更 しない 目.競 合 性

(500,50)

川.協 調 性

(100,100)

1.独 自性(安 定的決 定(均 衡解),200<500,50<100)

ll、 競合 性(競 争 的 決定(独 善 的),50<(100,200,500))

111、協 調 性(パ レー ト最適 解),100<(200,500),100>50)

※(A社 が負担するコス ト200,B社 が負担するコスト200)一 編集部注

ス ト最 小 を期 待 して50を 選 ぶ,す なわ ち 「変

更 す る」 を選 ぶ こ とにな ります。 しか し,結

果 と して両社 と も 「変更 す る」 を選 ん だため

に,実 際の コス トはそれぞれ200に なって しま

い ます。 そ れ に対 して,も し協調 で きれば,

両 社 とも 「変 更 しない」 を選 んで,そ れ ぞれ

100の 負担 で済むのです。

原子力安全 と社会の相互依存性

わが 国の原子力安全 における状 況 を 「社会」,

「自治体」,「規制当局」,「事 業者」 の関係 で考

えたの が図2で す。原 子 力安全,特 に運転等

を通 じた実際 につ いて 一番 知 ってい る のは,

「事 業 者」 で,次 に 「規制 当局」,「 自治体」,

最後 に 「社会一般」 の順 にな ります。

規制 当局 は 「情報 の非対称 性」 が社 会問題

化 す るの を避 けるために,「 事業 者」 に対 して

「規 制」 とい う対抗手段 を持 ってい ます。

「社 会」 は 「自治体 」 に対 して 「選挙 」 と

い う対抗 手段 を,「 自治体」 は事 業者 に対 して

「安 全協 定」 とい う対抗手段 を持 っている と言

え ます。

また,「 社会」は 「規制当局」 に対 して 「説明

責任」 を求めることがで きます。「社会」 と 「規

制 当局」 との間に信頼関係が あれ ば特 に求め る

こ ともないのですが,実 際に 「説明責任 を果た

せ」 という要求が出ていることが多いです。

最 後 に,「 社 会」 と 「事業者 」 の関係 です 。

市場 メ カニ ズムが働 く場合,例 え ば,車 の場

合 にはメ ーカーや デ ィー ラーが 「情報 の非対

称性 」 をか さに(相 手 が 自分 よ りも商 品 につ

いて知 らない ことをいい こ とに)自 分 だ けが

得 す る ような取 引 をすれ ば,市 場 を通 じて淘

汰 され,そ うい う問題 が起 こらない ない よう

にす る市場 メカニズムが働 くと思 い ます。

しか し,原 子 力安全 の場合,主 として商 品

は電 力 で,競 争 的 な通 常 の市 場 とは違 う状 況

で取 引 が行 われてい ます。 したが って,市 場

を通 じた 自然淘汰 的メカニズ ムは働 きませ ん。

そ こで,私 は特 に原子力安全 につい ては 「セ

イフティ ・コミュニケーシ ョン」 とい うのが求

め られているのではないか と思 うわけです。

(非専門性情報劣者)← 一 一 脚 非対罷 一 一 一 レ
専門性

(情報優者)

緯 制当 局 ∫、

(市場 衿

[セ イフテ ィ ・コミュニ ケー ション]

図2わ が国の原子力安全に関する関係図
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(非専門性情報劣者)<一 一 一 情報の非対称性一(i轟 騰

(セ イ フテ ィ ・コ ミュ こ ケ ー シ ョ ンの 補 兜 フ)

〉 原子力安全委員会

[説 明責任]

(市 場7)

[セ イ フテ ィ ・コミュ ニケ ー ショ ン]

備完的規制匁

図3原 子力安全委員会に期待 される補完的役割

原子力安全委員会に期待 される補完的役割

「原子 力 安全 委員会」 は国際的 に見 てユ ニ

ー クな存 在 で す。一言 で言 えば,日 本独 特 の

機 関 で,図3に 示す ように,セ イフテ ィ ・コ

ミュニケ ー シ ョンの輪 の 中で安 全委 員会 が あ

る種 の役 割 を果 たす ことが期待 されて いるの

か も知 れ ませ ん。

規制 当局 の規 制 を補完す る(設 置法 で規定)

のは もち ろん ですが,原 子力安 全委 員会 の持

つ本 当 の意味 は,規 制 当局 と事 業者 の 間にあ

る 「情報 の非対称 性」 に よって大 きな問題 が

起 きない ようにす るため に予 め作 られ た仕 組

みなのだ と理解 してい ます。

しか し,事 業者 と社会 一般 とが ある種 の情

報交 流す る となる と,専 門性 が障壁 になっ て

難 しい とよ く言 われ ます し,現 実 にそ うい う

こ とが多 い と思 い ます。 よ り専 門化 してい く

(専 門性 の分化 が進 む)と,結 局,コ ミュニ ケ

ーシ ョン的行 為が大 事 な ことが分 か っ ていて

も,や り と りが形式 化 してい き,コ ミュニケ

ーシ ョン的行 為が行 い に くくなっ て しま うの

か も知れ ませ ん。

専 門性 を高 めてい くことが専 門家 ですか ら,

私 は 「専 門性 の分化 」 はやむ を得 ない と思 う

のです。「情報の非対称性」の拡大は避けられ

ませんか ら,「情報の非対称性」その ものを解

消するのは難 しいです。 したがって,事 故 ・

故障 ・トラブルの発生が引 き金になって,「 情

報の非対称性」が社会問題化する可能性は常

に秘められているわけです。

「情報の非対称性」の社会問題化を防 ぐ仕組み

「情報の非対称性」が社会問題化 を防 ぐ日

本的な仕組みを表3に まとめてみました。

まず,コ ミュニケーシ ョン的行為の強化,

例 えば規制強化があ ります。コミュニケーシ

ョン的行為に必要 な要件 の1つ は公共性(公

正性,透 明性)だ と思 っていますが,こ れは

専門性の退化ではあ りません。公正性や透明

性 を構造的に兼ね備 える専門性の進化,追 求

が課題 になっています。その点で,日 本独特

の仕組み として現実的な意味 を持 ってきてい

るのは,コ ミュニケーション的行為 としての

「安全協定」です。

それか ら,公 共圏における安全性検討の場の

多層化,多 重化 を図る必要があります。規制当

局が直接安全性 を審査 しているわけですが,安

全委員会,さ らに各 自治体においても検討の場
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表3「 情報の非対称性」の社会問題化 を防 ぐ日本的仕組みの例

●公正性や透明性 を構造的 に兼 ね備 える専 門性の進化,追 求

コミュニ ケーション的行為 と しての 「安全協定」

●公共圏 にお ける安全性検討の場 の多層化,多 重化

規制当局,安 全委員会,さ らに各 自治体 における検討 の場 の設 置。

●事業者の 自主性尊重

事業者の 自主的 な取 り組み と して耐震 強化,軽 水炉 を持 っている

事業者の間 での 「オーナ ーズグル ープ」結成計画

●発信情報の上流化 ・速報化

想定 される事故,ト ラブル が発生 した場合 の影響 に関する説 明 も必

要 だが,事 業所内の監視デ ータ を直接,情 報 を得 たい人に提供 で き

る仕組み を用意す る。 日本原燃㈱ が今計画 中,あ るいは部 分的に実

施中。

●社会的意志決定の優先

プルサー マル計画 と放射性廃棄物処分計画 は,コ ミュニケー ション

的行為 な くして実現 し得 ない。

●産官学連携に よる安全研究 ・人材 の育成

を持 とうとい うことです。 こうい うことは,他

の国で はあ ま り例 がない と思い ますが,日 本的

な仕組みになるのではないか と思い ます。

最 近,規 制 当局 が 「事 業者 の 自主性 が大 事

だ」 とい うこ とをは っ き りさせ て い く努力 を

してい る よ うに感 じます 。例 えば,安 全委 員

会 の場 で も,事 業者 が直接 来 て原子炉 の耐 震

安全 の説 明 を した り,事 業者 が 自主 的 な取 り

組 み と して耐 震 強化 を図 る こ とを決 め た り,

2次 系 配 管 の問題 を契機 に,軽 水 炉 を持 っ て

い る事 業 者 の間で 「オーナ ーズ グルー プ」 を

結成 しよう とい う ことが計 画 され てい る と伺

って い ます。 こ うい う自主的 な取 り組 み は,

セ イ フテ ィコ ミュニケ ー シ ョンの1つ で は な

いか と思 ってい ます 。

それか ら,発 信情 報 の上 流化 ・速報 化 。 こ

れ は原 子力 安全 につ い て論 理 的に想定 され る

トラブルが発 生 した時 の影 響 につい て説 明 を

繰 り返 す だ けで な く,コ ミュニケ ーシ ョン的

行 為 とい うこ とか ら考 えてい くな らば,事 業

所 内 の監視 デ ー タを直接,情 報 を得 たい人 に

は提供 で きる仕 組み を用意 す る ことが 有効 だ

と感 じてい ます 。実際 に 日本 原燃(JNFL)で

は計画 中,あ るい は部 分 的 に実施 されて い る

と伺 ってい ます。

それか ら,社 会的意志決定 の優先。 プルサー

マル計 画 と放 射性廃 棄物 処分 計画 は,ま さに

コ ミュニ ケー シ ョン的行 為 な くして実現 し得

ない例 だ と思い ます。

最後 に,産 官学 の連携 に よる安全研 究 ・人

材 の育成 。 これ も日本独 特 の仕組 みが だん だ

ん作 られ ようと してい る と思 います。

さい ごに

原子力 安全 に もア レーが指摘 した 「確 実性

の効果」 が あ る とい う前提 で取 り組 む必 要が

あ ります。特 に,コ ミュニケ ーシ ョン的行 為

に よって規制 の説 明責任 を果 たす ことが重 要

です。 さ らに,自 由化,多 様 化,グ ローバ ル

化 が進 む 中では独 自性 が奨励 される制度,仕

組 みが原子 力安全 で も必要 だ と思 います。

セ イ フテ ィ ・コ ミュニ ケー シ ョンの 自律 的

進化 等,日 本 的仕 組み が色 々試み られ てい る

わけ です が,そ うい う もの を長続 きさせ る た

め には,仕 組 み その ものが持 ってい る問題 を

自ら取 り除 いて い くようなや り方 が必要 だ と

思 い ます。

ご静聴 あ りが とうござい ました。(拍 手)
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[講演]

巨大技術開発の5WlH

井 川 陽 次 郎(読 売新聞東京本社 論説委員)
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は じめ に

新 聞記者 と して,色 々 な技 術 開発 を外 側 か

ら見 て きた経験 か ら,今 日は技術 開発 に臨 む

際 に どうい うこ とを考 えて欲 しいか,ま た世

間一般 の方 々 は どう思 ってお られ るか一 端 を

お話 ししてみ たい と思 います 。

〔略歴〕

1982年 東 京大学 教養学部 基礎科 学科卒 。同年,読 売

新聞社入社。2003年 よ り現職。

産業 構造審議 会知 的財産 政策部 会委員,総 合資 源エ

ネル ギー調査 会原子 力安全 ・保安部 会 ・廃棄 物安 全小

委員会委員。

「5WIH」 とは

「5WIH」 の意 義

新 聞記事 の基 本 に 「5WIH」 があ ります。記

事 と して成立 す るた め には,原 則 と して,こ

れ だけ は欠 かせ ない とい う6つ の基 本 要素,

す なわ ち,When(い つ),Where(ど こで),

Who(誰 が),What(何 を),Why(な ぜ),

How(ど の よ うに して)の こ とです。逆 に言

えば,こ の6つ の要素 が 明確 で ない と,モ ノ

ゴ トの実態,実 像 を正 確 につか め ない,と い

うことにな ります。表1に 実例 を示 します。

もち ろん記事 で も,「5WIH」 がす ぐには分

か らな い,と い う例 はあ ります。1999年9月

に東海村 で起 きた ジェー ・シー ・オー(JCO)

事 故 の時 も当初 は,何 が何 だか分 か りませ ん

で した。つ ま り,「5WIH」 がつ かめ なかった

の です。 どん な臨界が 起 きてい るの か,誰 が

停 める のか,ど の ぐらい影 響が あ るのか。何

も分 か らない状 態 で した。残念 なが らモ ノ ゴ

トによっては 「5WIH」 が 明確 には分 か らない

こ ともあ ります。

表1 「5WIH」 に よる新聞記事の例

「00日 ▽時 ごろ、○○町の国道○号線で、▽▽ さんが運転す る乗用車が、

中央分離帯 を乗 り越 えて横転 した。▽▽ さんは全身を強 く打 ってお り、病

院に運ばれたが、腕の骨折 などで重傷。

現場は、見通 しの良い直線道路。○○署で原因 を調べているが、ブ レー
キ痕がないことから、ハ ンドル操作 を誤 ったらしい」

When〈 いつ>eOO馨 ▽時 ごろ

Where(ど こで〉→○○町の国道○号線 で、

Wh◎ 〈誰が〉→▽▽ さんが

What(穆 を)→ 運転する乗用車が

Why〈 なぜ)→ ハ ン ドル操作 を誤 って

Hew〈 どのように〉峠中央分離帯 を乗 り越 えて横転 した
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ただ,モ ノ作 りで は,「 『5WIH』 が分か らな

い」 では困 ります。それが はっ き りしない と,

ま ともなモ ノを作 り上 げ るの は難 しい。 しか

も,作 ろ うと してい るモ ノが大型 にな り,複

雑 になればなるほ ど,こ の 「5WIH」 の重要性

は増 します。 関与 す る 人 間や組 織 が広 が り,

連携 して作 業 を進 め るため に は,明 確 で具体

的 な 「5WIH」 が欠かせ ませ ん。

「そ んな こ とは分 か ってい る」 と言 われ る

か も知 れ ませ ん。 しか し,技 術 開発,と りわ

け,原 子 力の現場 を外 か ら見 て い る と,ど う

もこの 「5WIH」 がi蚤しい と思 えます。

エネル ギーの技術開発 と 「5WIH」

私 は 常 々,失 敗 した技 術 開発 にお い て は

「5WIH」 が あ ま りはっ き りして なかったので

は ないか と感 じてい ます。 それ を明確 にす る

た め,な ぜ,「5WIH」 をはっ き りさせ ない と

い けないか,エ ネルギー の技術 開発 に関 して,

表2に ま とめ ま した。

巨 大 な,あ る い は長 期 に わ た る技 術 開発

(原了力 開発 な ど)は,携 わる人間の数,部 品

数,お 金 のいず れ も膨 大です 。そ うい う場合,

表2「5WIH」 が必要 である理由

① エネルギー関連の技術 開発は国,産 業,

個人に密接に関連する。

② 開発 に巨額の資金が必要である。

③ 国民の支持が欠かせない。

国,産 業界,社 会 を構 成 してい るひ と りひ と

りの受 け とめ方,あ るい は現 場 で設計 図 に線

を引 く人,ネ ジを作 る人,そ うい う人 の意識

まで が成 否 を左 右 します 。 だか ら,「5WIH」

が曖 昧 だ と,と んで もな い問題 が 起 きます 。

開発 の方向 も,時 には見 当違 いにな ります。

エネルギーの技術 開発 を見 てみま しょう。表

3に,風 力発 電,バ イオマス発電,水 素エ ネル

ギーに関する 「5WIH」 の問題点 を示 しました。

風 力発 電 は人気 があ ります けれ ども,私 は

風 力が どれほ ど役 に立つ のか疑 問 を持 ってい

ます。例 えば,「 東京 湾 に沢 山の風力発 電所 を

作 れ ばい い」 と考 える人 がい ます。 で すが,

た だで さえ東 京 の街 は暑 い。 しか も空気が 悪

い。東 京へ の風 の入 り口であ る東京 湾で,風

のエ ネル ギー を奪 う と,東 京 は ます ます暑 く

な ります。 問題 を悪化 させ るだ けでは ないか

思 い ます。 エ ネルギ ー保存 の法 則 か ら当然 の

こ とです。 それが 分か ってい ない変 な期待 が

あ るので はないか と心配 してい ます。

これ につい ては,資 源 エ ネルギ ー庁が興 味

深 い試 算 を示 してい ます 。原子 力発 電所1基

分 の電 力(100万kW)を 風力発 電 で代替 しよ

うとす る と,山 手線 の内側 の3.5倍 の面 積全部

に風車 を立 て ない と駄 目だそ うです 。 こん な

こ とを考 えてみ る と,風 力 とい うの はいかが

な ものか とい う感 じが します 。 どこに作 るの

か(Where),ど れ だけ作 るのかが(How)曖

昧 な まま,非 現実 的 な夢 を描 い てい る,と い

うのが私の印象です。

バ イ オマス もHowが 曖昧 な まま進 んでい る

表3「5WIH」 に よる新聞記事の例

○風力は、実際にどれほど役に立つのか?
どこに作ってもいいのか?

いつまでに、どれだけ作るのか?

○バイオマスをどう広げるのか?
どう役に立つのか?

どこに作るのか?

だれが使うのか?

→Why ,Howが 曖 昧 。

→Whereが 曖 昧 。

→When ,Howが 曖 昧 。

→Howが 曖 昧 。

→How
,Whyが 曖 昧 。

→Whereが 曖 昧 。

→Whoが 曖 昧 。

○水 素 エ ネ ル ギ ー の水 素 は どこ か ら来 る の か →How,Whereが 曖 昧 。
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プロ ジェ ク トだ と思 い ます。例 えば,岩 手 県

葛 巻 町 はバ イオマ ス発 電 に熱心 に取組 んでい

ます 。畜 産業 も盛 んです が,2005年 春 に施 行

され た法律 で,牛 糞 の処 分方法 が厳 し くな り

ま した。 その処分 の ためバ イオマ ス発 電 を さ

らに加 速 しな くて はな らなった時,新 エ ネル

ギ ー ・産業技術 総 合 開発機 構(NEDO)が バ

イ オマ ス発 電 の実験サ イ トとして 国内4カ 所

を選定 す る とい うので,葛 巻 町 も応募 しま し

た。 ところが,愛 知万博 の会場 でバ イオマス

発 電 の実験 をす る とい うプ ロジェ ク トが浮 上

し,負 けて しまい ま した。本 当 に必 要 な場所

よ り,「 見せ物 的」 な プロジェク トが優先 され

たわ けです 。地 方 自治体 や民 間企 業が独 自に

や れ そ うな段 階 まで技術 が進 んでい るわ けで

もな く,開 発 の道筋が よ く見 え ませ ん。

最近話題の水素エネルギー も怪 しい ところが

あ ります。 どなた も,水 素が どこか ら来 るのか

を言い ませ ん。ガス会社の人は,天 然 ガスか ら

水 素 を採 り取 り出す とお っ しゃいます。水素 エ

ネルギーが クリー ンエ ネルギーであ ることを宣

伝 す るため,「 水素 を燃 や して も水 しか 出て こ

ない」 とも言われます。 ところが,天 然ガスか

ら水 素 を取 り出す ところで沢 山 の二酸化 炭素

(CO2)が 出 て き ます 。 こ れ も ど う作 る か

(How)と い う点 と,ど こか ら水素 エ ネル ギー

を持 って くるのか(Where)が 曖昧です。

愛知万博から外 された原子力

「5WIH」 の点で一番 由 ・々 しい問題 を抱 えて

い る は原 子 力 です 。例 えば,愛 知万 博 で は,

風 力,バ イオマ ス,水 素,廃 棄 物発 電 な どは

表4愛 知万博で原子力が隠 された理由

前面 に出てい ま したが,原 子 力 は どこに も見

当た りませ ん で した。「原子 力隠 し」 です ね 。

将来 のエ ネル ギー源 と してす ら話 があ りませ

んで した。 唯一,ロ シア館 の片 隅 に,将 来 ロ

シアが 開発 す る原子炉 の プ ラスチ ック模 型が

置 いてあっただけです。

この状況 を どう考 えれ ばいい のか。一般 に

は表4の ような こ とが理 由 と して考 え られ る

と思い ますが,私 は原子力 には 「5WIH」 が 明

確 に示 されて い ない,あ るい は示 した もの が

広 く信 用 され てい ないせ いで はないか と考 え

ています。

環境 団体等が原子力 を嫌 っているとい うこと

もあ ると思 い ます。私が環境庁(現 環境省)記

者 クラブにいた時 に,環 境 団体 の方々 と銀座 で

食事 を していた ら,絶 滅危機種 のオオタカを守

るため に水力発電所 の工事 が止 まった とい う話

にな りました。私が 「タカを守るのはいい こと

だ けど,発 電所 も必要 なん じゃないか。特 に原

子力 も必 要なん じゃないですか」 と言い ま した

ら,「 お前 は原子 力業界 の回 し者だ な。 出て行

け」 と喧嘩 を売 られ ま した。 その時 に,私 は

「銀座で夜使 ってい る電気 は,ほ とんどが原子

力発 電の電気 だ」 と反論 も したのですが将 があ

きませ んで した。そんな経験があ ります。

原子力の 「5WIH」 が理解 されていないせ い

ですね。 しか も困 ったことに,原 子力関係者 で

さえ,多 くの方が 「5WlH」 に 自覚が あ りませ

ん。取 りあえず何 とな く続 けている とい う原子

力 関係 者 もい らっ しゃるので はない で し ょう

か。原子 力関係 者が 「5WIH」 を考 えた として

も,地 元 の理解 も政治家 の理解 も得 られない し,

何 よ りマ スコ ミが反対 した りして,ど うせ うま

くいかない,と い う悲観論 さえあ ります。

① 反対運動 を誘発 したくなかったから?

② 実は,5WIHが ないから?

③ 原子力関係者以外は,原 子力の5WIH
を信 じていないから?

④5WユHを 語っても,思 惑通 りにいかな
いか ら?

「5WIH」 が曖昧 だ と

「5WIH」 が曖昧 だ とどうい うことになるか。

表5に ま とめ ま した。特 に,世 間の誤解,曲
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表5曖 昧 な 「5WIH」 が生 むもの

● 世間の誤解,曲 解 を招 く。
→ 「できるのか」 「可能なのか」 と。

● 世間の協力が得 にくい。

● トラブルが起 きた時に猛烈な批判が出る。

場合によっては命取 りに。

● 開発が遅れる。

● 関係者の志気が低下する。

● 全体像が見えず,ト ラブルの遠因になる。

● 人材が集 まらない。

解が 出 て くる。去年 か ら大 騒 ぎ してい る核燃

料 サ イクルの話 で も,関 連 施設 が立地 してい

る自治体 の知事 さん達が,「 国はや る気が ある

の か」,つ ま り 「5WIH」 を示 せ,と ずいぶ ん

反発 した とい う ことです。

は っ き りしない ので世 間 も協 力 した方が 良

い のか,協 力 しない方が 良い のか よ く分 か ら

ない とい う ところが あ ります。 その ため,ち

ょっ と した トラ ブルで も,対 応 や反応 が大 き

く揺 らぐ結果 とな ります。

内部 の人 間 も,目 標 達成へ の動 機 とか,や

る気 が な くなっ て しま う恐 れが あ る と思 い ま

す。核 燃料 サ イ クルで も,最 近,電 力 業界 の

偉 い人が週 刊誌 で 「やめ た方が いい と俺 は思

ってる んだ」 とコメ ン トした りしま した。 業

界内の偉 い人 までそ う言 い始め ると,例 えば,

再処理 関連 の技術 者 は,将 来が怪 しい,そ ろ

そ ろ転 職 で も考 え よう,と なって しまうか も

知れ ませ ん。

無駄 な開発,あ るい は非 合理 的 なこ と も内

部 で起 きか ね ませ ん。2002年 夏 に起 こ った

「東電原発 トラブル隠 し」 問題 で は,配 管 に ヒ

ビが あ った とい う点検 デ ー タを改 窒 して隠 し

た と言 わ れ て い ます が,こ の 問題 は ま さ に

「5WIH」 が あい まいだ ったか ら起 きた こ とだ

と思い ます。

問題 が起 きた当時,維 持基 準 に基づ い て点

検 し,効 率化 して稼動 率 を高め る とい うこ と

は,既 に世 界の潮 流 に なってい ま した。 国の

安 全保 安 院や安全 委 員会 で も点検 を合 理 的 に

し,経 費 を削減 し,な お かつ逆 に安全性 が 高

まる とい う方 策 を議論 してい た最 中 で した。

そ うい った 「5WlH」 が現場 まで浸透 してい な

か ったた めに起 きたのが 「東 電原発 トラブ ル

隠 し」 問題 だ と思 い ます 。国や世 界全体 の流

れ を把 握 で きてい ない現場 の人 たち は,点 検

期 間 を短 くして 金が か か らない ように して,

稼動 率 を上 げ う とい う圧 力 が上 か ら来 れ ば,

自分 で考 え る しか ないか ら,変 な こ とに なる

わけです。

1995年12月 に起 こった高速増 殖炉 「もん じ

ゅ」 の ナ トリウム洩 れ事故 も同 じです 。 この

事故 で は,配 管 の 中 にあ った 「さや管」 とい

う温度計が 震動 で折 れ て しまい,そ こか らナ

トリウムが 洩 れ たわけで す。 その温度計 を作

った下請 けの町工場 の職 人 さんは,「 何 で こん

な折 れや すい もの を作 る んだろ う」 と思 った

けれ ど,元 請 けか ら発注 が あ ったので黙 って

作 った とい う こ とです。 現場 まで何 を作 って

いるか,ど うい う 目的 でや ってい るのか とい

う 「5WIH」 が はっ き りしなか ったため に起 き

た事故の1つ です 。

新 人採用 の場合 も,「5WIH」 が はっ き りし

ない と,い い人材 が集 ま らない。結 局 は 「先

輩 に頼 まれたか ら」,「他 に働 き口がないか ら」

で選 び,使 命感 が欠如す る。

Whenが 曖昧 で起 きる問題

個別 に見 てみ ま しょう。Whenが 曖昧だ と ど

うい う問題 が 起 きるか。 いつ まで に完成 させ

るのか。 そ れ を支 える資 金 や制度,世 間の理

解 を含 めて,完 成 の裏付 けが あるのかが大 事

だ と思 い ます 。Whenの 設定 が合理 的 なのか,

とい うことも重要です。

[アポロ計画]

これ は成功 例 です。 アポ ロ計画 で は,ケ ネ

デ ィ大統 領が 「10年 以内 に人 間 を月面 に立 た

せ る」 と明確 なWhenを 掲 げ ました。冷戦時代

の こ とです か ら,対 ソ連 とい う強い競 争意志

があ り,巨 額 の資金 も確保 で きま した。資金,
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制 度,世 間の理解 とい う裏付 けがあ った上 に,

実 現可能 なWhenを 設定 したか ら成功 した。

[コ ンピュー ター開発]

コ ンピュー ターの成功 も同 じで す。 開発 当

時 は戦 時 で,「 とにか く速 く」 とい う明確 な

Whenが あ りま した。初期 の開発 に当た ったの

は,ア メリカとイギ リスです。

アメ リカでは,砲 弾 の弾道計算用 にコンピュ

ー ター開発が始め られ ました。その前は,数 学

科 を出た女性達が卓上計算機み たい なもので砲

弾 の飛弾距離 を計 算 し,一 覧表 を作 って陸軍 な

どに配 っていたそ うです。 これで は効率 的でな

い,戦 争 に負 けて しまう,と い うことにな り,

それが原爆 開発の 「マ ンハ ッタ ン計画」 の人達

の コンピューター研 究 と重 なって現在 につなが

るコンピュー ターが誕生 したのです。

イギ リスで は,コ ンピュー ターは ドイ ッの

暗号解 読用 と して,自 殺 した数学 者 ア ラン ・

チ ュー リ ング(1912～54年)み たい な人 を中

心 に開発 され ま した。 ご承知 の通 り,暗 号解

読 の能力 は戦争の行方 を決め る急務 で した。

いず れ も国家事業 です。Whenを 支 える資金

と組織 もあ りま した。

[日本の ロケ ッ ト開発]

日本 のロケ ッ ト開発 は,Whenを 支 える資金

と組織 が十分 で はあ りませ ん。 当初 の 目標 は

世界 に比肩 す る大 型 ロケ ッ トを作 る とい うこ

とで した。 開発 当初 は世界 の衛 星打 ち上 げ市

場 が活 況 だった か らです。 ところが,も た も

た開発 している うちに市場 は冷 え込 み ました。

日本 と して打 ち上 げ る衛星 も少 ない。 だか ら,

これ か ら も苦 しい状況 は続 くで しょう。お金

につ いて言 え ば,日 本 の宇 宙 開発 予算 は どん

どん減 って きて現在2,000億 です 。宇宙 開発 の

中 心 と な っ て い る 宇 宙 航 空 研 究 開 発 機 構

(JAXA)の 予算 は1,800億 円 ぐらいです。 これ

で は開発 が順 調 に進 むわ けが あ りませ ん。 ア

ポロ計 画の ように,目 標 のWhenを 掲 げたな ら,

それ に見 合 った投資が必要 なのです。

[加速器]

素粒 子研 究 で使 う 「加 速器」 の開発 もWhen

の失敗例 です 。筑波 に,ク ォー ク発 見 を 目指

して建 設 しま したが,ゆ っ くりの んび り作 っ

て,お 金 も小 出 しに して完 成 した時 には,既

に海外 に先 を越 されて しまい ま した。 間に合

わ なか ったわけ です 。 その後,放 射 光施設 に

も転 用 され成 果が あ った とい う こ とで すが,

最初 の 目標 と大分違 う。

[核燃料 サ イクル]

原子力 では,核 燃料サ イ クルで のWhenの 設

定 が曖昧 だ と思 え ます。ず るず るや って きて,

コス トは上 昇 し,こ れでサ イ クルな んかで き

る のか とい う論議 が噴 出 してい ます。個 人 的

には核 燃料 サ イ クル は しっか り進 め てほ しい

と思 ってい ますが,Whenが まだ まだ はっ き り

しない。 こんな ことでは,状 況 は ます ます厳

しくな ります。

[ITER誘 致]

日本 のWhen設 定 と,そ れ を達成 す る意思 の

欠如 は,海 外 か ら見 る と異様 で す。 日本 と欧

州 が競 っ た 「国際 熱核 融 合 実験 炉(ITER)」

の誘 致交 渉 で も,そ こを突 か れ ま した。1年

ぐらい前 の交 渉の場 で,フ ラ ンス政 府 は 「日

本 の 「もん じゅ』 を見 てみ ろ。1回 停 まる と

10年 停 まる。ITERを 日本 に持 ってい くと,ち

ょっ とした トラブルで10年 停 まって世界 中が

迷惑 す る。だか らフラ ンス にあ った方がい い」

とい う内容の怪文書 を各 国 に配 ってい ま した。

そ れほ ど日本 のWhen設 定 には信 用 がな い とい

うわ けです。 日本 の技 術 開発 に とっ て極 め て

残念 な ところです。

Whereが 曖昧 で起 きる問題

[ITER誘 致]

ITERの 誘 致 交渉 で はWhereも 問 題 で した。

日本 は青森県 六 ヶ所 村 に誘致 す る と言 ってい

ま した。 ところが,海 外 の 関係 者 は,日 本原
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子力研 究所 の施設 が あ り,核 融合研 究 で実績

のあ る茨城 県 に誘 致す るの だ ろ うと思 ってい

たの で,「 何 で六 ヶ所 村 なんだ。 日本 は も う誘

致 を諦 めた」 と思 われ て しまい ま した。 だか

ら こそ,欧 州 は誘 致 に本腰 を入れ たの だそ う

です。Whereの 選択 は,プ ロジェク トの成否 に

かか わるのです。

[もん じゅ]

高速 増殖炉 「もん じゅ」 の場 合,福 井県 に

新 幹線 を造 る こ とで改 良工 事 に地元 の了解 を

い ただ きま した。新 幹線 が ない ところで研 究

開発 をす る と,こ うい う こ とも起 きる とい う

例 です 。高速 道路 を造 れ とい うこ とも,他 の

地域 で はあ ります。 新幹線 と高速道路 が ない

所 に原子 力 関連 施設 を立地 す る時 は,こ うい

うことも考 えたほ うがいい。や は りWhereが 大

きな制 約 になる と言 え ます 。

は,「 ゴ ミさえ処分 で きないんだか ら原子力 は

やめるべ きだ」 と言 ってい ます。だが,そ うす

るに して も,既 にある放射性廃棄物 を何 とか し

なけれ ばい けませ ん。 これは 「50年先 ぐらいに

何 とか なれ ばいいんだ」 とい う意 識で はな く,

ここ2,3年 の うちにある程度 目処 を付 けない

と,高 レベル放射性廃棄物貯蔵管理セ ンターの

ある青森県 との関係が悪化 して しまうのではな

いか と心配です。青森県 を最終処分場 に しない

とい う約束 まで してい ますので,放 射性廃棄物

の最終処分場 に目処 を立 てない と,現 在の貯 蔵,

再処理工場の操業 に も深刻 な影響が出て くるの

で はないか と思い ます。

そ うであるな ら,国 や電力業界 は,Whereの

問題 を解 決す る ため に総力 を挙 げ な くて はい

けませ ん。Whenの 問題 と同様 に,Whereの 問

題 を解決 す るため の投 資 と組織 を充実 させ る

こ とが急務 と考 えています。

[ロ ケ ッ ト打 ち上 げ]

日本 は鹿児 島県 の種 ヶ島 と内ノ浦 にロケ ット

打 ち上 げ場 があ ります。 ところが,こ の打 ち上

げ場で は秋,冬 の2～3カ 月 しか打 ち上げがで

きませ ん。漁業 関係者 との申 し合 わせがあ るた

めです。 この制約が 日本 のロケ ッ ト開発 にも大

きな影響 を及 ぼ してい ます。大型 ロケ ッ トを開

発 して海外 か ら衛星 などの打 ち上 げを受注 した

と して も,制 約があるため計画 どお り打 ち上 げ

ることがで きない場 合 もあ ります。 日本が予定

してい る衛星 を打 ち上げるだけで も目い っぱい

だか らです。それで も足 りない ので,日 本 はロ

シアに頼 んで衛星 を打 ち上 げて もらっている く

らいです。Whereの 制約です。

[高 レベル放射性廃 棄物処 理]

原子 力 の場 合,一 番 の アキ レス腱 は,高 レ

ベル放射性廃棄物 の処分 です。処分場 の場所,

つ ま りWhereが なか なか決 ま りませ ん。

原子力長期計 画策定会議 などに寄せ られた一

般 か らのパブ リックコメン トを拝見する と,原

子 力発 電や核燃 料サ イクル に反対 して いる人

Whoが 曖昧で起 きる問題

Whoが 曖 昧で も困 ります 。 国が や る のか,

民 間が や るのか,国 がや る場 合 も,ど の役所

が や るのか,そ れか ら関係 者の協 力体 制 はあ

るのか等が曖昧 にな ります。

[地球 シ ミュ レーター]

地球 シ ミュ レーター とい う 「世界最高のスー

パ ーコ ンピューター(ス パ コン)」 を国が作 っ

て,海 洋研 究 開発機構(JAMSTEC)に 置 きま

した。 「世 界最高 の スパ コ ン」 です が,当 初,

色 々な問題が あって政府機 関だけで使 っていて

民間では使 いに くか ったので,世 間で は注 目さ

れ ませ んで した。これには2つ 問題があ ります。

1つ は,JAMSTECと い う独立行政 法人 に置 い

たため に,他 の研究機関や研究者が使 い に くい

とい うことです。今度,バ ージ ョンア ップした

スパ コ ンを作 るそ うです。今 度 はJAMSTEC以

外 に も置 くということですが,あ ちこちにスパ

コンをば らま く国の政策 は理解 に苦 しみ ます。

Whoが い よい よ複雑 になって きました。
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JAMSTECの スパ コ ンは,地 球環境 の シ ミュ

レーシ ョンをす るこ とが 当初 の 目標 で したが,

これ も課題が あ ります。優秀 な研究者 が集 ま ら

ないか らです。 ここの研究者 の任期 は2年 ～5

年です。公募 して も,地 位が不安定なために優

秀な研究 者が来 ないとい うこ とです。せ っか く

ア メリカか ら地球温暖化研究で世界的に知 られ

て いる気 象学者,真 鍋 淑郎 さん を呼 んで きて

「地 球 環境 を シ ミュ レー シ ョンす る んだ」 と

大 々的に宣伝 したの に,真 鍋 さん も匙 を投 げた

のかアメ リカに帰 って しまいま した。

誰が や るのか,誰 が責任 を とるのかが分 か

らない と,こ うい う もの を作 って もうま くい

かない とい うことです。

[飛鳥]

「飛 鳥 」 と い う短 距 離 離 陸 垂 直 着 陸 機

(STOVL)も その失 敗例 です 。今 か ら30年 近

く前 に科 学技術 庁(当 時)が 開発 を始 め,1

機 だ け作 って 「お シャ カ」 にな りま した。 開

発 に8年 か けてい る 問に,民 間会社が作 って

いる飛行 機 の性能 が良 くな って意 味 が な くな

りま した。これはWhenの 問題 ですが,同 時に,

開発 した もの を誰 が 利 用 す るの か,と い う

Whoの 問題 に配慮 が足 りなか った。結局,民

間が 買 って くれ ない ため,6年 間試験飛 行 を

して引退 です 。 こ うい う開発 は,最 初 か ら民

間企 業 と一緒 に なってス ピー ドア ップ しない

と,世 界 での競 争 に勝 て ませ ん。Whoの 設定

に失敗 した こ とで,多 額 の開発予算 が無 駄 に

な りま した。

[遺伝情報解読]

役所同士の争いが原因で失敗 した開発 に,生

物のDNAの 塩基配列 を解析する 「自動遺伝情

報解読技術」があ ります。日本が世界で最初に

研究開発に着手 していたのですが,た またま厚

生省(当 時)か ら科学技術庁に出向 していた担

当者が,「 何で科技庁 とメーカーごときが遺伝

情報解読の機械を作 るのか。医療への応用をに

らめば本来,医 者がやるべ き仕事だ」 というこ

とでやめ させて しまい ま した。その成果だけ頂

いたアメリカでこの技術 が急速 に発展 して,今,

世 界中 に入 って い るDNA解 読 装置 の多 くが ア

メ リカ製 とい う結果 になってい ます。それで儲

けた民間研 究機 関が世界で初めて ヒ トゲ ノム を

解読 したと発 表 しました。Whoの 設定 を間違え

た とい う,も うひとつの例です。

[核燃料 サイクル]

原子力では どうなのか。原子力は 「国策民営」

といわれ ますが,核 燃料 サ イクル も,主 体が国

なのか民 なのか よく分か らない状態 で進 んでい

ます。世間か らはWhoが よ く分 か らない。去年

か ら今年 にかけて,民 も国 も内部分裂 している

という印象 があった ものですか ら,不 信感 を抱

かせているので はないか と思 います。

[原子力安全]

原子力安全について言えば,自 治体が主体

なのか,国 が主体なのか良 く分か らない状態

になっています。国の安全保安院 と原子力安

全委員会が 「安全です」 と言って も,地 元 自

治体が 「俺 たちは安全 じゃないと思 う」 と言

えば原子力発電所は動 きません。色 々な理屈

をつけて停 めて しまうことがあ ります。今,

総合資源エネルギー調査会原子力部会等では,

原子力施設が停 まっていようがいまいが関係

な く同 じ額払われている原子力交付金の見直

しを議論 しているようですが,こ れがうま く

い くか どうか,地 元の反発 もあるで しょうか

ら難 しい と思います。

原子力発電所の耐震性 という問題 も,誰 が責

任をもって決めるのかはっきりしていません。

個人的な考えを言 えば,一 定の確率を使 っ

て限界震度 を決めたとして も,そ れをオーバ

ーする ものだって起 きるで しょう。頻発する

地震については もちろん万全の態勢で,そ れ

を万が一超 えたときもそれな りの安全が守ら

れるとい うことを基本 に,一 定の確率を使 っ

て規制する以外 に方法はない と思います。だ

か ら,今 議論 しているリスク論で耐震強度基
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準 を決 め れば いいの に,誰 が決め るの か分 か

らない まま,ぐ ず ぐず していて本 当 に大 丈夫

なのか と心 配です。

[国が主体 とな った場合の無駄]

国が 主体 となった場合 も色 々 な無 駄が 生 じ

ます 。 先 程,JAMSTECの 話 を し ま したが,

「JAMSTECの 茶 室好 き」 とい う言葉 が あ りま

す。 これ は何 でお茶 か と申 し上げ ます と,こ

の間,海 洋掘 削船 「ち きゅ う」 が進水 しま し

たが,こ れ新 聞には書 かれ てい ないんですが,

「ち きゅう」の 中には前の理事長 の名前 に因 ん

だ 「拓 海 」 とい う名前 の 茶室 が あ る んです 。

茶室 は,横 須賀 のJAMSTEC本 部 に も,地 球 シ

ミュ レー ターが置 いて あ る横浜 セ ンター に も

ある。茶 器 まであ る らしい んです け ど,何 で

茶器 まで国 の予 算 で買 うのか とい う と,国 際

的 な施設 に茶 の施設 が ある と国際交流 が進 む

とい うのが理 由だ そ うです。 国が主体 とな っ

た事 業 には こ うい うこ とが まま起 こる とい う

こ とです 。 国がWhoで も信 用 で きない例 が あ

る。私 は民 の力 も知 恵 も入 れ るため に,開 発

組合 み たい な もの を きちん と作 るべ き じゃな

いか と思 っています。

Whatが 曖昧 で起 きる問題

組む ことが先です。む しろ もっ と細 か く,途 中

の 目標,つ ま り何 を実現 す るのかのWhatを は

っき りさせ ない と,失 敗 に終 わる可能性が相当

ある と感 じてい ます。

Whyが 曖昧で起 きる問題

Whyと い う部分 につ い て も沢 山の問題が あ

ります。

[核燃料 サイ クル]

どうして核 燃料 サ イ クルなのか,そ のWhy

です。 つい最 近 まで内輪 の議論 に終 始 してい

た ところが あ る と思 い ます 。 む しろ,公 の場

で議論 して 日本 のエ ネル ギー事 情,世 界 のエ

ネル ギー事情 をよ く話 し合 うべ きだ ったので

はないで しょうか。

[放射性廃棄物]

放射性廃 棄物 につい て,「 原子力発 電環境整

備機構」(NUMO)が テ レビのCMで 「我 ・々現代

に生 きる人間の宿題 です」 と呼 びかけています

が,そ うい う捉 え方 で本 当に,こ の問題 の深刻

さが視聴者 に伝 わるのかな,と 思い ます。 なぜ

や らなければいけないのか,Whyを もっ とはっ

きり伝 えない とい けない と感 じるのです。

[核熱 融合]

色 ・々あ りますが,中 で も核 融合 はWhatが 曖

昧 な最 たる例 です。ITERの 誘致騒 ぎが起 きる

前,原 子力委員会のホームペー ジを見 てい ると,

「今 後30年 で発電 をす る」 と書 いてあ るわけで

す。 この理 由は,国 立環境研究所の研 究者の逆

算 か ら始 まってい るら しい です。 つ ま り,「30

年後 には実用化 しない と地球温暖化が由々 しき

ことになるので,30年 後 にはで きていない とい

けない」 とい う目標 か ら逆算 したと言 うことら

しいです。金 をつ ぎこんでやれ ば,き っ とで き

るはずだ とい うのですが,甚 だ疑問です。核融

合がそん なに簡単 にで きる とは思え ない。材料

を始め色 々な課題 はあって,着 実 にそれに取 り

Howが 曖昧で起 きる問題

[スペ ース シャ トル]

「スペ ー ス シ ャ トル はす ごい ロケ ッ トだ。

宇 宙船 だ」 と私 たち も書 いて きた し,そ う思

って きま したが,こ れ ほ ど事 故が起 きる と考

え直 さな くてはいけ ませ ん。

例 え ば,な ぜ 人 と貨 物 を同時 に運ぶ の か。

人 を運ぶ には物 だけ よ りも2桁 ぐらい安全 性

を高め なけ ればい け ませ ん。そ うな る と,人

貨 の 同時輸 送 で は,余 計 な安 全対 策が必 要 に

なる。巨 大 な貨物 を人 と同時 に乗せ る こと 自

体 そ もそ も間違 ってい る ので はないか とい う

こ とです。
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しか も,な ぜ,帰 還 して滑走 路 に着陸 す る

直前 の1000メ ー トル くらいか ら しか役 に立 た

ない 翼 を付 けて い るのか 。打 ち上 げ る時 は,

翼 が付 い てい るせ いで,風 向 きの変 化 の影 響

を受 けて姿 勢の不安 定 さにつ なが ります 。そ

の上,翼 の部 分 を宇 宙 まで打 ち上 げて持 ち帰

るた めのエ ネル ギーが無 駄 に使 わ れてい るわ

けです。

スペ ース シャ トル に馬鹿 げた翼が付 い た理

由 は,冷 戦 に理 由があ ります。 当時 のNASA

は,「 打 ち上 げて ソ連 の衛 星 を破壊 して取 って

返 して くる際 に翼が あ った ほ うが姿 勢 を制御

しやす いか ら」 と軍 に宣伝 を して軍事 予算 の

一 部 を も らって開発 した。 ところがチ ャ レン

ジャー事 故か ら軍 のシ ャ トル離 れが始 まった。

年5回 の打 ち上 げが精 一杯 とい う信頼 性 の な

さ も問題 になった。 当初約50億 円 と言 ってい

た打 ち上 げ費用 も今や500億 円 を突破 し,そ の

うち800億 円,1000億 円 になるか も知 れない と

い われて い ます 。結局,シ ャ トルは2010年 の

引退が決 まって しまいま した。

さい ごに

原子力 は順 風の今,「5WIH」 を明確 に

今,原 子力 は久々の追い風 を受 けているか

のような印象があ ります。青森県六 ヶ所 の再

処理事業 も稼動に向けて準備が順調 に進 んで

い る し,プ ルサ ーマル も一 見前 向 きな感 じで

す 。地球 温 暖化 を始 め とす る環境 問題,原 油

高 な どが原子力 を後押 ししてい ます。 「電源 開

発促 進対 策特別 会計」(電 源特 会)も1,000億 ぐ

らい余裕 が あ り,さ まざ まな政 策 を検 討す る

余地が ある ようです。

ただ,こ の順風 の間に 「5WIH」 を明確 に考

えて 開発 に臨 まない と,後 で問題 を抱 え込 む

こ とにな るの で はない か と心 配 してい ます 。

な によ り,「5WIH」 をはっ き りさせ,そ れ を

関係者 が広 く共有する ことが大切 です。

そ の意味 では,原 子 力 関係 者 で政策 や計 画

立 案 に携 わる方 々は どう もシステ ム屋 ばか り

が 多 い こ とを懸念 してい ます。 こ うい う人た

ちは,配 管 を直 した り,点 検 を した り,材 料

を折 ってみ た り,壊 してみた り した事 が あ る

の だ ろ うか,泥 臭 さを経験 した人 たち なのだ

ろ うか と思 ってお ります。 だ か ら,現 場 の こ

とが分 か っているのか と。

原子 力 は非常 に広 い 範 囲 の方 が携 わ る し,

経営 形態 も5次 請 け まで あ った りして複雑 で

す か ら相 当難 しい面 が ある。 です か ら,シ ス

テ ム屋 ばか りで は,頭 で っか ち にな って しま

う と,う ま く動 かない。 な るべ く現場 と交流,

あ るい は学 びなが ら実態 を踏 まえた 「5WIH」

を作 って,ま す ます発 展 して い ってい ただけ

れ ば と思 い ます。 それが,巨 大 で複雑 な技術

開発 に挑 み,そ れ を維持 して行 くため の コッ

と考 える次 第です。

以 上 で終 わ ります 。 ご静 聴 あ りが と うござ

い ま した。(拍 手)
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[講演]

原子力は地球環境を救えるか

松 井 一 秋 縣 轟;撫 言研究所)

@/①@/D(i}/(!)(iン ◎

は じめに

私 の演 題 「原 子力 は地球 環 境 を救 え るか」

で す が,実 は,東 京 大 学 の 山地 憲 治 教授 が

1990年 に同 じタイ トルの本 を 日刊工 業新 聞社

か らお 出 しになってい ます。本 の構 成 は現 在

で も非常 に示唆 に富 む と思 い ます。

私 の話で すが,ま ず,山 地先 生 の本 を紹 介

させ て頂 きます 。次 に,環 境 制約 につ い て,

私 も一 部お手伝 い してい る 「日本脱 温暖化 プ

ロ ジ ェ ク ト」((独)国 立 環境研 究所)の 話,

また,超 長期 エ ネルギ ー需 給 オ プシ ョンにつ

いて,原 子力 を中心 に置 い たス タデ ィの結 果

も織 りまぜ てお話 しします 。 さらに,そ の関

連 で二 酸化 炭素(CO2)排 出抑 制 効果 の議 論

図1山 地著 『原子力は地球環境 を救 えるか』

[略歴]

1969年 東京大 学工学 部原子力工学 科卒業 。1971年 東

京大 学大学 院工学修 士,1971年 呉 羽化学工 業株式 会社

入社 。1975年 米国ペ ンシルバ ニア州立大 学大学 院化 学

工 学 修士 。1980年 エ ネル ギ ー総 合工 学 研 究所 入所 。

2003年 よ り現 職。 国 内で は原 子力委 員 会の専 門委 員,

国 際 的 に は 第4世 代 国 際 フ ォー ラ ム の メ ン バ ー,

OECDINEAの 原子力開発委員会 メンバー。

を ご紹介 した後,最 後 に,2100年 に向 けて何

を考 えた らいいのか述べ たい と思 い ます 。

『原子力は地球環境を救えるか』再考

図1が 山地賢治 先生が 書か れた本 の表紙 で

す。表1が 目次 です。第1章 は 「成長 の限界」

となってい ます。 「成 長の限界」 とは1972年 に

ローマ クラブが 出 した報告 書の タイ トルです。

人 間が豊 か に なる につ れ,人 口増 加,ス トッ

クの増大,エ ネルギ ー ・天然資源 の使 用量 の

増加 が起 こるわ けですが,こ の報告書 は,指

数 関数 的 な増 加 には限界 があ る と警鐘 を鳴 ら

し,何 か考 え ない とい けない と呼 びか けた先

駆 け的な報告 書で した。

図2は 「成 長 の限界」 の一例 です 。 これ は

アメ リカの環 境 団体 が発 表 してい る図で,生

態 的 に再 生 可 能 な量(バ イ オキ ャパ シテ ィ)

と人類が 消費 す る量(エ コロジ カル ・フ ッ ト

プ リ ン ト)を 生産 可能 な土地 の広 さで測 って

い ます。 この分 析 に よる と,1970年 代 に人 間

一42一
季報 エネルギー総合工学



表1 『原子力は地球環境を救えるか』の目次

第1章 成長の限界

資源 と環 境 の有 限性

2閉 鎖 系 と しての 地球

3エ ネル ギー の重 要性

(1)化 石燃料と地球温暖化

(2)各 種エネルギー資源の供給力

(3)才支彷fと驚呈済、=文イヒ

第2章 地球環境問題の展開

環境問題の変遷
2酸 性雨、フロン、そ して地球温暖化
3地 球温暖化についての科学的知 見

(1)温室効果とは何か
(2)温室効果ガスの大気中濃度

(3)大気中CO2濃度増加の原因
(4)地球温暖化は確認されているのか
(5)地球が温暖化すれば何が起こるのか
地球温暖化に対する国内外での取 り組み

(1)国際動向
(2)国内動向

第3章 地球温暖化対策 とエネルギー経済

CO2発 生 と経 済成 長

2CO2抑 制 の た めの経 済 的手 段

(ユ)直接規制と経済 メカニズム

(2)課 徴金 と排出権市場

(3)経 済的手段 の特徴 と課題

CO2課 徴金 の 効果 とコ ス ト

(1)標 準ケース予測 におけるCO2発 生量

(2)CO2課 徴金の導入とその効果

(3)CO2課 徴金の国民経済へのインパ ク ト

CO2排 出権 市 場 の理 論的 効 果

(1)公 平で効率的な国際的CO2対 策

(2)CO2排 出権市場 の成立性 と効果

第4章 原子力の基本的意義

技術 が決 める資 源価 値

2燃 料 資源 利 用効 率

(1)ワ ンススルー効率

(2)転 換炉における燃料 リサイクルの効 果

(3)増 殖炉における燃料資源利用効率

転換 炉 に お けるプ ル トニ ウ ム利 用

(1)原 子炉内でのプル トニウム燃焼

(2)プ ル トニウムリサ イクルによる効率向上

ウ ラ ン235損 失 の回 収

(!)減 損 ウランリサ イクルによる効率向上

(2)ウ ラン235の 完全利用の効果

プ ル トニ ウム経 済

第5章 原子力開発の曲が り角

原 子 力開発 の 失速

(1)縮 小 した原子力計画

(2)燃 料サイクルバックエ ン ドの混乱

(3)目 標を失 った新型炉 開発

(4)経 済性 のかげ り

2原 子 力の適 正 技術

(1)市 場競争力のある軽水炉

(2)柔 軟性 を持 った燃料サ イクル

(3)世 界中で使 える原子 力技術

第6章 原子力技術批判

独 善 的 な開発 哲学

2放 射能 と リス ク

3省 エ ネ か原子 力 か

(1)省 エ ネルギーの可能性 は大 きい

(2)省 エ ネは原子力よ り安 い

(3)市 場 と計 画

第7章 原子力 は地球環境 を救えるか一その条件

システム思考の必要性

総合エネルギー政策の柱
夢の再構築

放射能リスクの受け とめ方
原子力の適正技術
新 しいエ ネルギー文明の創造

(百 万工一 カー〉
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(出 所:RedifiningProgress,"EconologicalFootprintofNations2004,"March2004)

図2 エ コ ロ ジ カ ル ・フ ッ トプ リ ン ト

の活動が地球の再生能力を超過す るようにな

りま した。 地球 の生 態系が持 ってい るバ イオ

キ ャパ シテ ィ,す なわ ち,太 陽 エ ネルギー を

受 け て農作 物 を作 る,漁 業 をや る とい った こ

とで63億 人 を支 え るこ とはで きない とい うこ

と で す 。
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第5章 の 「目標 を失 った新 型炉 開発 」,「経

済性 のか げ り」 とい う点 につい ては,真 摯 に

考 える必要があ る と思 います。

「原 子力 の適 正技術」 で は,軽 水 炉技術 が

極 めて競争 力が 高 く非常 に信頼 で きる技術 に

なって きてい る とい う彼 の指摘 はその とお り

だ と思 い ます。燃 料 サ イクル につ いて は,プ

ル トニ ウム利 用 の量 と形 態 に もっ と柔軟性 を

持 たせ る必 要が あ る と述 べ てい ます 。 同章 の

最 後 には,原 子力 が本 当の力 を発揮 す るため

には,「 世界 中で使 える原子力技術」が必 要で

あろ うと言 ってい ると思い ます。

第6章 で 「原子力 の開発哲学は独善的である」

と彼 は断定 してい ます。決め られた一本筋 を突

っ走 る とい うス タンス 自身が もう受 け入れ られ

な くなって きてい ます。 もしそんな ものが哲学

であったとすれば,そ れ を払拭 して もう一度考

え直す必要があるのではないか と私 は思います。

「省 エネか原 子力 か」 とい う話 は,で きる

限 りの省 エ ネ をや った果 ての再 生可能 エ ネル

ギ ー利用,原 子 力100%の 間でバ ランス を とる

とい うことです。最後 に 「市場 と計 画」 では,

市場 に任せ て おい ていい もの と,計 画 的 にや

るべ き長期 的 な問題 の相克 の話が議 論 され て

い ると思い ます。

第7章 では,原 子力 の 「夢 の再構 築」 の条

件が ポ イ ン トです 。そ れ は 「新 しいエ ネルギ

ー文 明の創造 」 です。 それ に 「総合 エ ネルギ

ー政策 の柱」 としての原 子力 を もう一度考 え

てみ ようとい うことの ようです。

地球温暖化問題

増大するリスク

現在 の 地球 の状態 にお けるCO2に 関す る 自

然 の吸収量 は年間3.1Gtで す。 しか し,人 間が

出 して い るの は,何 と倍 の6.3Gtで,そ の差

3.2Gtが 大 気 中 に蓄積 して くる とい う こ とで

す 。結 局,蓄 積 レベ ル毎 の危 険 性 を認 知 し,

どれ くらい の速 さで炭 酸 ガ スの排 出 を抑制 し

なけれ ばい けない のかが 地球 温暖化 防止策 の

一番大 きな焦点 になる と思 い ます
。

平均気 温が上が る とどん な危 険性 があ るか,

スタディの例 を図3で 紹介 します。一番 びっ く

りしたのが水不足 です。1.5～2℃ ぐらい平均

気温が上昇 します と,20億 ～25億 人が水不足の

リス クにさらされるそ うです。 また,温 度が上

が って くると蚊が増 え,2億 人がマ ラリアの リ

ス クを負 って しまうとい う予測です。

飢餓
マラリア
洪水

(百万人)
35e-　 　い一

一1燃

lfr:-ll:lll

/

烈/、
。!∠磁議 諜,

水不足

(百万人)

鋤

㈱

襯

鋤9

1500

鱒0◎

灘

o
e(}.s筆t.8含2.薮3

世界の平均気温の上昇(℃)

(出所:轟凝 調 臨 欝 叢 畿di噛 晦 伽「e翻恰腿)

図3地 球温暖化で増大する様々なリスク
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欧州諸国の計画 では,現 在1.5tCX(人 ・年)～3ゆ(人 ・年)程 度の排出量 を2050年 に

O.5Kン(人 ・年)程 度に減少 させる。 日本の計画 は総合資源エネルギー調査会需 給部会 が

推計 した対策組み合わせ シナ リオ。 フランスは温暖化対策関係省庁タスクフ ォース,ド
イツは議会諮問委員会,イ ギ リスは貿易産業省(DTI)の シナ リオ。

(出所:国 際 フォーラム講演 「長期温暖化対策:臼 本 の挑戦」,国 立環境研究莇,西 岡秀三〉

図4CO2排 出量削減 目標(イ ギ リス,フ ラ ンス、 ドイツ,日 本)

n

ドイツ

イギリス ム 共(UK)

M 蕊 躰認 艶 鍛…/人
フランス!戸 購

1 フ拶蹴 イツ
日本 ノ

"こ≦≧㈱/入

案績値
1

勧
書

一 翼禰 纏{矯 セ◎/入
霊B童 量

CO2排 出削減への努力

厳 しい日本のCO2削 減 目標達成への道

図4に 示す ように,色 々 な国がCO2排 出削減

目標 を発 表 してい ます 。 イギ リスは2000年 で

2.5t/人 を2050年 にo.8t/人 ぐらい まで,つ

ま り3分 の1ま で落 とす。 フランス も2000年 で

1.7t/人 を2050年 に0.5t/人 まで落 とす。 日

本 は2030年 まで は2.22t/人 と予測 されてい ま

す*。 他 の国 に して も,目 標 を達成す るための

具体 的な施策があ るのか とい う大 きな問題があ

ります。

櫛

㈱
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㈱

鱒

鵬
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鱗◎
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◎
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篇
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目標 達成 に向 けたケ ーススタデ ィ

[日本脱温暖化2050研 究プ ロジェク ト]

同 プロ ジェ ク トで は,2050年 でCO2排 出量

を1990年 比60～80%削 減**す るため に採 るべ

き施 策 を検討 す る こ とにな ってい ます 。 ケー

ス ス タデ ィの一例 と して挙 げ ま したが,図5

し

劃

nmftco$a¢lc2登 悠 鋤⑳202s2麓0203δ ㈱2M520so葬

(出所;「日本脱温暖化2050研 究プロジェクト」会議資料)

図5低 炭素社会達成への3つ のシナ リオ

*『EDMC/エ ネルギー ・経 済統 計要覧(2005年 版)』(日 本エ ネルギ ー経 済研 究所)に よると、2002年 の 「!人 当 りCO2排

出量」 は、中国がo.744t/人 、イ ン ドがo.276t/人 であ る。 日本 の数値 が2.55t/人 と高 いの は,経 済規模 の大 きさに比

して人口が少ないため と思 われる。他方,エ ネルギ ーの利用効率 を示す 「GDP当 りのCO2排 出量」 を見 る と,日 本が56.6

t/$で あるのに対 し,イ ギ リスは111t/$,フ ランス57。5t/$,ド イッ85.8t/$で あ る。(編 集部注)

**中 央環境審議会 は 「気候変動 に関す る政府 間パネル」(IPCC)の 報告書や最新 の研究 に基づいて、気温上昇幅 を産業 革命

以前 の水準 か ら2度 以 下に抑 える ように提 言 した。 これ を実現 す るには、2100年 以降の温室効 果 ガス濃 度 をCO2換 算 で

475ppmで 安 定 させ ない といけない。 世界全体 のCO2排 出量 を1990年 比 で2020年 に約10%、2050年 に約50%、2100年 に約

75%削 減 する必 要がある。世界全体 で50%削 減 とい う2050年 に、世界 の1人 当 り排 出量 を均 等 に しようとす る と、 日本 に

は約80%削 減が求め られる。それ に幅 を持たせ て、「脱 温暖化2050研 究 プロジ ェク ト」 では削減 目標値 を60～80%と して

い る。(編 集部注)
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エネル ギー供給量 ◎

200◎ 隼

電力 ・水素+原 子力 ・CCS

電力 ・水素 季新エネ ・バイオマス

新エネ ・バイオマス

1002003004◎0 5◎0600(Mtoe)

墜 石炭 膿 石油 難 天然ガス 田 バイオマス ロ 原子力 繊 水力 雛 太陽 ・風力

(出所:旧 本脱温暖化2050プ ロジェク ト」,藤野純一)

図6CO2排 出70%削 減時の一次エネルギー供給構成の例

の 「な りゆ きケー ス」 は,CO2排 出削 減施 策

な しとい うケース です。 それ で も,市 場原 理

に よって 日本 の場合 は増 え ない。 あ る程度 の

対 策 を とる(「 対策 ケ ース」)と 多少 減 る。 し

か し,実 際 は もっ と減 らさな くて はい け ませ

ん。 これが 「目標達 成ケース」 です。

図6は2050年 時点 で1990年 比70%削 減 す る

ための エ ネルギ ー供給 構成 の例 を示 してい ま

す 。図 の一番 上の ケース は,世 の 中の 中心 が

化 石燃料 か ら電力 と水 素 に変 わ りつ つあ るケ

ースで
,原 子 力が そ こそ こ入 って い ます 。た

だ,総 発 電量 に占める原子 力 の比 率 を4～5

割 に制 限 してい ます ので,大 部 分 の増 分 を天

然 ガス で置 き換 え,天 然 ガ ス か ら出 て くる

CO2は 炭素 回収隔離(CCS)す るケースです 。

真 ん 中は,原 子 力の新 設 はな い,風 力,太 陽

で頑 張 って,足 りない分 はバ イオマ ス を入 れ

る とい うケ ースです 。一番 下 は,膨 大 な量 の

バ イ オマス で需要 を満 たすケー スです 。 それ

だけの量 は国 内だけでは調達 しきれ ない ので,

輸 入 を考 えてい ます 。いず れ に しろ,70%削

減 は相 当努力 しない とで きませ ん。

[超長期 エネルギー技術 ビジョン]

図7は,当 所 が事務 局 となって行 った 「超

長期 エ ネル ギー技術 ビジ ョン策定」 で検 討 し

た3つ の極端 ケ ースです 。同 プロ ジェ ク トで

は,人 気 中のCO2濃 度 を2100年 時点で550PPm

に安 定化 させ る ため に,世 界の経 済規模(各

国 の国 内総生産(GDP)の 世界計)が2050年

に2000年 の5倍,2100年 には同10倍 になる 中

で,2050年,2100年 の 日本 のCO2排 出量 を現

状 レベ ル(3億t強)に す るこ とを環 境制 約

としてい ます。 ケースA,ケ ースBと も2100年

〈畏所〉
・技術が確立すれば、

CO2欝 出量削減力箔窪実

〈短所〉
・技術の飛躍的な発展が懸要

〈長所〉
・CO2排 出蟄劇減のポテンシャルが高い

・技術的移行が答易

・=〕ストが抑えられる

く短所〉
・特定技術のみによる簸的確保の囲難性

・技徳的な要因以外での不確案性

漂 畢 力

(該燃i舞サ・イクルとセ ット〉

図7極 端 なエネルギー供給構 成 でのケ ーススタデ ィ
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「効用」はGDPに 比例 して増大する一方,
省エネ技術、創エネ導入策によってエネ
ルギー需要を抑え,エ ネルギー供給も非

化石エネルギーにシフト

2050年
一次 エネ ルギー

2050年

最終 エネル ギー

石炭石油・ガス
'/

2100年
一次エ ネルギ ー

2tOO年

最終 エネル ギー

石油 ・ガス

〃石炭
※試算結果は暫定的なものであり,将 来の前提および結果には不確実性を伴う。
※最終需要家による創エネルギーを 「創エネ」と定義した。
※非化石エネルギーの一次エネルギー■については,化 石燃料による転換効率を用いて便宜的に換算 した。

#1GDP比 例での最終需要の伸びと同率で一次エネルギーが伸びたと仮定した場合の一次エネルギー供給量から,最 終需要削減,転 換効率向上等によって削減された供給■

#2GDP比 例での最終需要から,省 エネルギー,機 器効率向上等によって減少した需要

図8大 気 中CO2濃 度550ppm安 定化 のためのエネルギー需 給構 成

時点 での発電 量 を2000年 の8倍 に しない とい

けない ことになっています。

図8は,2100年 時 点で大 気 中のCO2濃 度 を

550ppmに 安定化 させ るべ く,技 術 目標 を達成

す るこ とで実 現す る需給構 成 の例 です。GDP

が伸 びてい く中で,一 次エ ネルギー供給量 は,

最 終需 要削減 と転換 効率 向上 な どで減 ってい

き,最 終 エ ネル ギー需 要 は,省 エ ネ,機 器 効

率 向上 な どで減少 してい きます。需 要構造 側

にあ る石 油,ガ ス,石 炭 は,原 料 と して使 わ

れてい ます。2100年 で原子力 が あ ま り入 っ て
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い ない こ とに なってい る理 由 は,高 速増殖 炉

(FBR)の 燃料倍 増時 間 を比較 的長 く取 ってい

て,世 界 中で燃料 の取 り合 い にな り,日 本割

当分が少な くなってい るか らです。

[原子 力 ビジョン2050]

図9は,「 原子力 ビジ ョン2050」 では,2050

年 時点 で のCO2排 出量 の削減 比率 を2000年 比

で50%,24%,58%に す る ときの一次 エ ネル

ギー供給構成 を検討 してい ます。

いず れの例 で も国立 環境研 究所 が 目標 と し

罵生斑能
エネルギー

原子力

石炭(発 電用〉

石炭 く製鉄期)

天然ガス

◎

シナ リオ 〈refefence)(noCO2redu(潟 〈max.reducti◎n)ln◎nuclear)

CO2肖 彗減率(2◎00球 圭ヒ>50%24%58%5◎%

〈注)r療子力なし」のシナリオでは、205◎年の太鴎光発鷺規模をt2◎GWe(標 準シナリオでは70GWe>に 、

また地熱発鑑規撲をMGWe(同2GWe)に 砿大したe

(出 藤:f原 子カビジヨン2050∫,原 子力慶業会議)

図92050年 の一次 エネル ギー供給構成 とCO2削 減比率
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て示 した60～80%削 減 にはほ ど遠 い数字 です。

2050年 につ いては,削 減率50%達 成 に対 して,

原子 力 を入 れ るケー ス と原子力 な しの ケース

を提 示 してい ます 。原子 力 な しの場 合,天 然

ガス の大量導 入 と炭素 隔離 をセ ッ トにす る形

にな ります。

原子力を中心に据えたシナリオ

図10は2100年 時点で世界 中で大気 中のCO2濃

度 を550ppmで 安定 させ るため に,省 エ ネ,原

子力,炭 素隔離,再 生可能エ ネルギーが どれ く

3◎

§
9

麟2◎

翌
鞭

遜
e1◎

重

◎

O
O
蕊

◎
①
◎
N

◎
◎σ
O
N

◎
卜
◎
酎

◎
⑬
◎
N

◎
の
◎
N

◎
寸
O
N

◎
O
◎
N

◎
N
◎
N

O
δ

周

O
◎
◎
N

◎
⑳
銀

〉く代年

省エネ勃果

簾峯力の鮎桑

二酸駕淡棄の濁建・@紋

原茎力以樽の糠髄効渠

図toCO2排 出抑制効果(550ppmで 安定化)

(PWh)

80

70

6◎

150

ミ4◎

H30

猷2◎

1◎

◎

30(PWh>

25

発 鷺 コスト

嘱20の 勅 桑鯉　 /看

包

らい寄与するか当所が算 出 した ものです。図11

はその時の一次 エネルギー源 に占める原子力の

比率 です。図では原子力の比率が結構高 くな っ

てい ます。ただ,原 子力 による発電量 は発電単

価 で変 わ ります。図12に 発電単価 に応 じた発 電

量 の予測 を示 します。 さらに,FBRが あるケー

ス とないケースでの一次エ ネルギー源 に占め る

原子力 の割合 を示 したのが図13で す。 このモ デ

ルで は,ウ ラン資源量 を1,500万 トンとしてい

ます。 これ ぐらいの量 です と,高 速炉 なしで は

2100年 には原子力が な くなって しまっているは

ずです。
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世界における原子力

マ サチ ュー セ ッツ工 科大 学(MIT)の チー

ムが 『原子力 の未 来』 とい う報 告書 を出 しま

した。 その中で,将 来の予測 をやってい ます。

表2に 示す ように,2050年 まで に世 界 の総発

電 量 は現 在(300～400GWe弱)の3倍 ぐらい

の38.7兆kWhに 増 え,原 子 力の シェア は現 在

の17%か ら19%ぐ らい にな ると言 ってい ます。

途上 国,特 に中国,イ ン ド,パ キス タンで

200GWeを 原子力 で賄 うことにな ると言 ってい

ます。1GWeは100万kWで すか ら,原 子 力発

電 所1基 分 に相 当 します 。 中国,イ ン ドで は

相 当な数 を導入 しない と200GWeに 届か ない ど

思 い ます。 ブ ラジル,メ キ シ コは今 も原子 力

発 電所 が1,2基 あ る と思 い ますが,イ ン ド

ネ シア を含 めて75基 ない とい けませ ん。つ ま

り,2050年 に世界 中で1,000基 の原子力発 電所

が あ る とい うこ と を意味 します(現 在 約440

基)。

ウ イー ンにあ る国際計量経 済研究所(IIASA)

と世界エ ネル ギー会議(WEC)が 合 同 で作 成

した シナ リオ とMITシ ナ リオ を比 較 して み ま

す。2050年 で1000GWe(7.9PWh)は,表3の

中位 ケース ぐらい に当 た ります。2050年 まで

に使 ってい るウ ランの量 が540万 トンとな りま

す 。 ウラ ン資源 量(約1,500万 ～1,600万 トン)

の4分 の1～3分 の1を 使 い切 っ てい るこ とに

な ります 。

2100年 に向 けて

表2世 界の原子 力成 長 シナ リオ(MITシ ナ リオ)

地 域
原芋 力発鷺容量

〈GWe、2◎5◎年〉

療 子力発電のシェァ

2◎00 205◎

全世界 1,000 17% 19%

先進国 625 23% 29%

米国 300

欧娼とカナダ 21◎

先進東アジア 115

旧ソ遮 50 16% 23%

途上国 325 2% 11%

串国、インド、パキスタン 20◎

インドネシア、ブうジル、メキシコ 75

その他途上魍 50

轡界の総電力需要 奪2.1%紳 び 13.6兆kWh 38.7兆kWめ

(出所:MIT「 漂子力の宋来」)

表311ASA/WECシ ナ リオ とMITシ ナ リオ

需要シ
ナリオ

2050年 の原子力発

電量(PWh)

2000か ら2050ま での 累

積u要 求 量(百 万tU)

高(A3) 12.6* 7.6

中(C2) 8,0* 5.4

低(C1) 2.4* 3.4

M】ぼ

(90%CF)

11.8(15◎ ◎GWe)

ス9(1◎ ◎◎GWe)

9.45

6.9

RedBook2001既 知/究 極a 3.9/16.2
★グラフか ら読 み とったものIAnalysisofUraniumSupplyto2050

,IAEA,2001

a,EAR-H+SR(正 確 に は 、RedBookで は 「究極 資 源 』とい う用 語 は ない)

第28巻 第4号(2006)
一49一

原子力は地球 を救 う使命 を持つ

世界 の 入 々は もっ と幸福 にな らな けれ ばい

け ない。貧 困,飢 餓,病 気 か らの解 放 が必要

です。 途上 国 での人 口増加,そ こで消 費す る

食 糧,水,エ ネル ギー も含 めて供給 しな けれ

ばい け ない。 そ うす る と,ど う見 て も温暖化

ガス放 出 や環境破 壊 の危険 が ます ます増 大 す

る こ とにな る と思 い ます。 一番最 初 にお見 せ

した フ ッ トプ リン トか ら言 う と,明 らか にオ

ーバ ー して しまってい るわけで すが ,帳 尻 が

合 う まで 人類 の活動量 を落 とせ とい う議 論 は

今 ここで は で きない と思 い ます。 す な わ ち,

こ こで 「原子 力 は地球 を救 う使 命 が あ る」,

「世界 中 どこで も原子力 が利 用可能 にな ってい

るべ きであ る」 と思 うのです。その ため には,

安 全 で経 済性 が あ って,か つ拡 散抵抗 性 を備

えた原子炉 開発 を行 う必 要があ ります。

原子力の挑戦

一安全性
,経 済性,廃 棄物、核拡散抵抗性一

安全 性 の確保 で は,「100%安 全」 と言 う こ

とでは な く,他 のエ ネルギ ー との相対 的 な リ

ス ク比 較 の点 も保証 され るべ きで は ないか と

思 い ます 。経 済性 で は,外 部性 や ライ フ ・サ

イ クル ・ア セス メ ン ト(LCA)な どの観 点 か



ら公 平性 も確保 した上 での競争 を して ほ しい

と思 い ます 。

放 射性廃 棄物 処理 は非常 に大 きな問題 だ と

思 い ます が,量 を減 らす ことは科 学 的 に可 能

だ と思 い ます 。そ の際,ど れ くらい減 らす か

は,燃 料 サ イ クル全体 で の経 済性 の話 になる

と思い ます。

核拡 散抵 抗性 につ いて は唯一 の解 はない と

思 い ます が,2050年 に世界 で100万kW級 の原

子炉が1,000基,2100年 で最低で も2,000基 ある

よ うにす る には,核 拡 散抵抗 性 を高 める何 ら

かの方法 を考 え出す こ とが必須 だ と思 い ます 。

対応 策 の1つ は,マ イナー アクチニ ドを混

入 した燃料 です 。簡単 に言 えば,燃 料 が熱す

ぎて触 れ ない ので,使 用 済燃料 の盗 難 防止 に

な るとい う感 じです。

また,原 子 力 エ ネルギ ーパ ー ク とい う構 想

があ ります 。天然 ウラ ン,ト リウム を投 入 し

て,電 気,水 素,熱 を取 り出 して使 用 す る。

高 速炉 でマ イ ナー アクチニ ドな ど を潰 し,放

射性 廃 棄物 をな く してい こ うとい う自己完結

性(SCES)を 持 った原了 力エ ネル ギー にす る

こ とで,核 拡 散抵抗 性 を高 めてい こう とい う

もので す。物 理 的 には可 能 であ る とい う試 算

結果 も出てい ます。

もっ と進んだ考 え方で は,再 処理不要 という

シス テムがあ ります。核拡散 の問題 で一番危険

と言われているのは再処理 と濃縮です。な らば,

濃縮 な し,再 処理 も要 らない システムが あれ ば

いいのではないか ということで,CANDLEと い

うシステム を挙 げることがで きます。燃料の ウ

ラン,ト リウムを炉 に投入 して,自 己増殖 しつ

つ,そ れ をまた燃や してい くとい うタイプの発

電方法です。試算上 は40%ぐ らい まで燃す こ と

も可能で,天 然 ウラ ンの有効利用率が現行 の軽

水炉 と比べ て,格 段 に高 くな ります。 ここまで

燃せば,当 面 は再処理 を考 える必要がないか も

知れ ませ ん。

さいごに

発展 途上 国 の人 々が 自分 たちの生 き残 りと

生活水 準 向上 のた めに多 くの原 子力 システ ム

を必要 とす る の は間違 い ない と思 い ます 。 そ

うい う状況 に我 々 は準備 が で きてい るので し

ょうか。燃料 や廃 棄物 を処理 す るセ ン ター と

かの仕 組み は どうす るのか。

核不拡散 の話 と同 じですが,結 局,FBRは 必

要 とい うこ とになるで しょう。する と,プ ル ト

ニ ウムを どうす るのかが課題 だと思い ます。 国

際原子力エ ネルギー機関(IAEA)の エルバ ラダ

イ事務局長 は,核 燃料 の多 国間管理構想 を提案

してお り,ま た,総 会で もアメリカがある程度

それ に対応する ような提案を しているようです。

私 が最 後 に 申 し上 げたい のは,確 か にい ろ

ん な問題 が あ ります が,世 界 的,あ るいは長

期 的 に見 た場 合 に,原 子 力が 果 た し得 る役 割

は十 二分 以上 にあ る とい うこ とです。 しか も,

それ が もっ と よ り良い性 能 に改 善 してい く,

改 良 され てい く分 野,フ ロ ンテ ィア はまだ残

っているので はないか と思い ます。

以上,私 の話 を終 えたい と思 い ます。 あ り

が とうご ざい ま した。(拍 手)
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世界の原子力開発動向とわが国の将来展望
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は じめに

私の話 は大 き く2つ に分 け られ ます。 まず,

ア メリカや中国以外の国で原子力が非常 に停滞

している理 由について,す なわち各国が原子力

をどう考 えているのかご紹介 したい と思い ます。

次 に,中 国,東 南 ア ジ アの状 況 を見 た後,

日本 につ いて述べ たい と思 い ます 。結論 か ら

言 い ます と,日 本 もヨー ロ ッパ とよ く似 た状

況 にあ ります 。 日本 では,原 子 力 は電気 を起

こす ため に使 わ れて い ます。 です か ら,電 気

が 要 らな ければ原 子力発 電 は要 らない とい う

現 状 を よ く認 識 す る必 要 が あ る と思 い ます 。

そ うい う中で原 子 力発電 は どう導入 しよ うと

しているかお話 ししたい と思 い ます。

〔略歴〕

1965年 東京 大学工学 部原子 力工学科 卒業。 同年東

京電力㈱ 入社。1981年 福 島第 一原子 力発電所技術 課

長。1991年 原子 力業務部 部長。1995年 柏崎刈 羽原子

力発電所長,1997年 取締 役原子 力本 部副本部長 兼技

術 開発本部 副本部長,1999年 常 務取締 役原子力 本部

長,2002年6月 取締役 副社長 原子力 本部長,同 年9

月退任 。2004年 よ り現職。工 学博 士。

世界の原子力開発動向

欧州連合(EU)の 動向

[発電電力量の見通 し]
　

図1はEU15力 国 の発電電力量の見通 しで

す。いずれの国 も今後電力の伸びは1%程 度で

(1◎ 億kWh)

4,5◎ ◎

4,00◎

3,500

3,◎Q◎

2,50◎

2,◎◎◎

1,50◎

1,◎◎0

50◎

◎

3995

原子力

2◎ ◎0201◎2◎2◎203Q年

(出勝=Europeane轟ergy&量ranspor歪 一Trends壼02{}30(2◎03.1)〕

図1EU15力 国の発電電 力量 の見通 し

*1995年 の第4次 欧州連合(EU)拡 大で形成 された もの。2004年 に東 欧諸 国を中心 に10力 国が加わ り,現 在 のEU加 盟国数

は25力 国。新規 加盟10力 国のエ ネルギー使用量 は小 さ く,「EUI5力 国」 で見 て もEU全 体の トレン ドに大 きな違い はない と

見 られる。
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す。 イギ リス,ド イツ,フ ランス,ス ウェーデ

ン,ブ インラ ン ドの伸 び率 は,0.6～2.1%の 問

にあ ります。いわゆる 「電気 は要 らない」 とい

う状況 にあ ります。 ただ し,伸 びは僅かであっ

て も,も ともと絶対量が大 きいので 「伸 びの絶

対量」 は結構大 きい ものです。例 えば,伸 びの

絶対量 を満たすために今後発 電所が新た に何基

必要か といった話 になると増加 の印象は図1で

見 るよ りも大 きくな ります。

[発電設備容量 の見通 し]

図2は,EU15力 国の発 電設備容量 の見通 し

です 。 こ こで ご注意 いた だ きたいの は,発 電

設備容 量 の伸 び とい うの は,そ れ以前 にあ っ

た発 電所 の数 とそ の時 点の発 電所 の数 の差 し

引 き(ネ ッ トの増 加)だ とい うこ とです 。新

らた に発 電所 を建設す る新 設,現 在 ある発電

所 内 に発 電設備 を追加 す る増 設,あ るい は既

存発 電所 の建 て替 えの数 その もので はあ りま

せ ん。廃 止措置 による発 電所 の取 り換 え(建

て換 え)を 行 いなが ら,需 要量 の伸 び を満足

させ な けれ ば な りませ ん。 そ うな ります と,

新設 お よび増設 で追加 すべ き設備容 量 は結構

あ る とい うこ とにな ります。

図3に あ ります ように,EUは,2030年 まで

にEUI5力 国で8億8,100万kWを,発 電 所 の建

て替 えを行 い なが ら,新 設 あ るい は増 設で増

や して行 か なければ な りませ ん。 そ の うち原

子力発 電 所 につ きま して も,8,900万kWを 新

設,増 設,建 替 えで増 強 しな ければ いけ ない

と予測 してい ます。

(1◎◎万kW)

1∫OO()
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8◎Q

700

6◎o
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3◎◎
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界圧石炭火力等

型火が

火力
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原 子 力
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(出所:Europeanenergy&transport-TrenCisto2030(2◎ ◎3.嘆)、

図2EU15力 国 の 発 電 設 備 容 量 の 見 通 し
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原子力
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■ ガス火力(4億200万kW>

ロ 在来 型火力(6,5◎0万kW>

ロ 超 臨界圧石炭火力等G億1,90C万kW>

口 風 力(1億7,700万kW)

口 他 の再 生可能 エネルギー一一く2,900万kW)

新設3億7,250万kW

建替え5徳84◎ 万kW

(出 所:Europeanenergy&transpart-Trendsto203◎{20e3.1))

図32030年 の発電設備容量における電源構成
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[EUの 原子 力政策]

①EU全 体

EUは,2000年ll月 に発 表 した討 論 用 文書

『欧州 のエ ネルギー安全保障戦略 に向けて』で,

従来 の政 策の ままでは一次 エ ネルギ ーの輸入

依存度 が2030年 に70%に 達 して しまう。 また,

温室 効果 ガスの排 出削減 目標 の達 成 も困難 だ

とい う認識 を示 しました。

その ために,原 子力発電 に関 して以下 の こと

をポイ ン トに挙 げています。

表1イ ギ リスのエネルギー政策

● エ ネル ギーセ キ ュ リテ ィ,地 球 温暖化 防止

の観点 か ら,中 期 的 には原子 力 が不 可欠 で

あ る。

● 原子 力拡大 の ため には,政 治的 な コ ンセ ン

サスが必要であ る。

●廃 棄物 処理,処 分 の 問題 も解 決 を図 るべ き

であ る。

●原子力技術 を維持すべ きであ る。

EUは,原 子力 に前向 きに取 り組 んでいか な

ければいけない と認識 してい ます。 しか し,そ

のためにはい くつかの間題 を解決 してい く必 要

が ある と思い ます。

② イギ リス

イ ギ リス で も原子 力 は縮小気 味 です。 しか

し,2003年2月 に発表 された 『エ ネ ルギー 白

【イギリスの原子力政策】

・原子力発電所 は選択肢 として維持

(keepthenuclearoptionopen)

・原子力発電 は炭素 を発生 しない動力源 として非常に重要。

・経済性 ,放 射性廃棄物の問題があり,新 規の原子力発電

所の建設 は提案 しない。

・新規の原子 力発電所の建設は,二 酸化炭素の削減 目標が

達成 されない場合に検討する。

書 』(英 国貿 易産業省)で は表1の ように言 っ

てい ます。

また,原 子力発電所の建替 えについて,表2

に示す ような議 論が なされている ところです 。

イギ リス にお け る二酸化炭素(CO2)対 策 は,

今 までは石炭 か ら天然 ガスへ の転換 によってな

されて きましたが,今 後は相 当厳 しくなる と予

測 されてい ます。特 に,科 学技術の政策課題 に

関する政府 の諮 問機関である科学技術会議 の報

告書 『英 国の電力供給戦略』(2005年5月31日)

は,原 子力発電 の研究開発,次 世代 の開発 につ

いては今後不 断の努力,取 り組み を してい くこ

とを政府 に提言 してい ます。

③ フラ ンス

フラ ンスで は現在,電 力 が過剰気 味 で原子

力 発電所 建 設 の ピ ッチ は少 し落 ちて きて い ま

す 。 しか し,フ ラ ンスの原子 力 エ ネルギ ー に

対 す る取 り組 み は首尾 一貫 してお り,ま った

表2イ ギリスの原子力発電所建替え論議

【原子 力発電所 建替 えに関す る議論 】

○ 原 子 力 発 電 の シ ェ ア;

現 在 は22%(23基)。 新 設 が な い と,2014年 に は8%

(5基),2023年 に は3%(1基)に な る 。

○ 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー電 力 の 開 発 の遅 れ;

2010年 まで に10%のEU目 標 に対 し,2003年 現 在2.8%。

〇 二 酸 化 炭 素 の 排 出 削 減;

エ ネ ル ギ ー 白 書 の 目標;2050年 ま で に60%削 減

(2010年 まで に1990年 比20%削 減)は 困 難 。

(削 減 実 績)
・温 室 効 果 ガ ス;2010年 の 目標1990年 比125%は 達 成 。

(2002年 現 在,14.9%)
・二 酸 化 炭 素;2002年 現 在 ,1990年 比8%削 減 。

※ これ らは,1990年 代 の発 電 部 門 で の 石 炭 か ら天 然 ガス

へ の 燃 料 転 換 に よ る。

『英国の電力供給戦略』の提言

○ 省 エネや再生 可能 エネル ギー(風 力等)の 開発 で は、

エ ネル ギ ー白書の 二酸化炭素 の削減 目標 を達成 で き

な い。

○原子 力発 電,潮 力発 電,化 石 燃料 発電 での炭素 隔離

な どの 大規模 で二酸 化炭素 の排出 が少ない電 源への

投資 が必要 。

○既存の サ イ トへの 原子力発電 所の新規建 設 を前提 と

して,以 下 の対策 を政府 に要求 。
・原子力発電所の新規建設の妨げ要因になっている発電 コ

ス トの不確実性を軽減する経済政策

原子力発電所の許認可制度の改善
高 レベル放射性廃棄物の最終処分方針の策定,実 行

原子力技術の継承
次世代型炉,水 素製造などの原子力研究開発の促進

原子力発電利用に関する国民との対話
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表3フ ランスの原子力政策 表4新 規原子力発電所建設の背景

○新 エネル ギー政策 法(2005年6月 議会通 過,7月 公布)
・エ ネルギ ー ・セキュ リテ ィー(自 給率50%)の 確保

・エ ネルギ ーの価格 競争力の確保

・環境 保護 と地球温 暖化防止

(温室効果ガスを2050年までに,現 在の25%に まで,年3%ず つ削減)
・全 国民が妥 当な価 格で高 品質のエネルギ ー供 給 を受 ける

権利 の保証

○ 目的 を達成 するための具体的方 策

省 エネル ギー;
エネルギー弾性値(エ ネルギー消費の国内総生産(GDP)に 対する比)

を2015年までに年2%ず つ削減

エネルギ ーの多様化;

再生可能エネルギー(水 力,風 力,バ イオマス,太 陽光等)の 開発

原子力オプションの維持(将 来の原子力発電所の建替え準備のための
EPR建 設)

エネルギ ー分野 にお ける研究 開発 の推進

省エネルギー,再 生可能エネルギー,原 子力エネルギー(次 世代炉,
ITER,廃 棄物管理等),水 素利用等

エネルギ ーの輸送(送 電線 パイプラ イン)及 び貯蔵

(ガス,石 油)の 確 保

く揺 らいでい ない と言 えます。

例 え ば,2020年 頃 に浮上 して くる原子 力発

電所 の 建 替 え に備 え て,既 に次 世 代 原 子 炉

「欧 州加圧 水型 炉(EPR)」 の建設 サ イ トとし

て フ ラマ ンビル を選定 しま した。 実 は,フ ラ

ンス は老朽 化す る原子 力発電 所 の建替 えだ け

で な く,中 国へ のEPR売 り込 み も考 えてい ま

す。 中 国に売 る前 に 自国 で しっか り建設 運転

を しよう とい う考 え もあ る と思 い ます 。 フラ

ンスのエ ネル ギー政策 を表3に,新 規原 子力

発 電所の建設 の背景 を表4に 示 します 。

④ ドイツ

ドイツの脱原子力政策 と最近の動 きを表5

新設理 由
・2015年;原 子力発 電所の60%が 運転 開始 から30年 。

2020年;原 子力発 電所の20%が 運転開始か ら40年 。
・2020年 頃か らの原 子力発電所 の建替 えに対 する準備の ため,

欧州 加圧水型炉(EPR)の 建設経験,運 転経験 を積む必要

が ある。

建設 スケ ジュール
・2004年10月 ,フ ラ ンス電力会社(EDF)は,EPRの 建設 サ イ

トに フラマ ンビル を選定。
・2007年 着工,2012年 運転開始予定 。

表5ド イツの脱原子力政策

に示 しま した。今,ド イ ッは混 沌 と した状 態

にあ ります。 先般 の国政 選挙 で,与 党 社民 党

(SPD)と 野 党 キ リス ト教 民 主 ・社 会 同盟 党

(CDU/CSU)が 非常 に拮抗 した状 況 に な りま

した。 一時 は選挙 をや り直す か とい う話 もあ

りま したが,現 在 は連 立 に向けた議論 が な さ

れて い るよ うで す。 その場合,党 首 を誰 にす
**

るか 色 々議 論 され てい る と聞い て い ます。

原子 力発電所 が新 設 され るには,少 な くと も,

運転期 間32年 に達 した原子力 発電所 は閉鎖す

る とい う現行 政 策 をやめ る こと,ゴ ア レーベ

ー にあ る廃 棄物 処理施 設 を稼働 させ る ことの

2つ が実行 され ない と難 しい と ドイ ッの人 は

見てい るようです 。

⑤ ス ウエーデ ン

ス ウェーデ ンは原子 力発 電 を どん どん縮小

して廃 止 してい く方 向 にあ ります 。 しか し,

表6に 示 します ように,代 替電源 の状 況 を見

なが ら廃止 時期 を延 ばす な ど,現 実 的 な対 応

を とっている とい う状 況です。

○ 原子 力発 電設 備容 量(2005.6現 在);2,243万kW(PWR:11基,

BWR:6基)

OI998年9月;社 民 党(SPD)と 緑 の 党連 立の 連邦 政府 誕生 。

02002年4月;脱 原 子力 発 電政 策 を取 り入れ た改正 原子 力 法が

成 立 。
・原子力発電所の発電電力量(運 転期間を32年間として計算)が 尽きた

プラントから順次閉鎖。但 し,発 電所間で割当て量を交換して運転延長

を図ることは認められている。
シュターデ発電所(PWR,63万kW);2003年11月 に閉鎖(老 朽設備の合

理化計画の一環として32年を待たずに閉鎖)

オブリッヒハイム発電所(PWR,34万kW);2年 間延長後,2005年5月
Il日に閉鎖

02005年9月 の総 選挙 で野 党の キ リス ト教 民 主 ・社 会 同盟

(CDUICSU),自 由民 主党(FDP)が 政権 につい た場 合,運 転期

間32年 の延長 が図 られ る公 算大 。

(注)総 選挙の結果,両 党の勢力が拮抗 したため,原 子力政策の大きな進展
は見られていない。

新規建設の動きは見られない。

表6ス ウェーデンの脱原子力政策

発電設備容量(2005.6現 在);885万kW(PWR:3基,BWR:7基)
・1980年 の国民投票の結果 を踏 まえ,代 替電源 開発 を条件 に20

10年 までに原子力発電所全12基 を閉鎖するこ とを決定 。

・1999年ll月 ,バ ーセベ ック1号機 を閉鎖。
・2002年6月 ,段 階的閉鎖に期 限を設定せず,閉 鎖時期 につい て

は電力会社 との合意 をめ ざす 「エ ネルギー政策法」 が成立

(ド イツ方式)。

・バーセベ ック2号機 は,閉 鎖に伴 う代替電源確保の見通 しが立

たないため,再 三延期 されて きたが,政 府は2004年10月 に,

2005年5月31日 を もって閉鎖を決定 し,同 日停止。

・残る10基 の出力増加 を計画 中。

**CDU/CSUに よる 話 し合 い の 結 果 ,

初 の 女 性 首 相 に選 出 した。

ア ン ゲ ラ ・メ ル ケ ル氏(51)が 党 首 とな り,11月22日,ド イ ツ連 邦 議 会 は 同 氏 を同 国
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表7フ ィンラン ドの原子 力政策

・原 子 力発 電設備容 量;267万kW(PWR(VVER-440):2基 ,BWR:2基)
・2002年5月 ,同 国5基 目となる新規 原子 力発電所 建設計 画 を議会 が承認
・西 欧で の新 規着工 は1991年 の フラ ンス のシ ボー2号 機似 来

・2003年12月 ,欧 州加 圧水型炉(EPR,160万kW)に 決定(オ ルキ ルオ ト3号)
・2005年 着工 ,2009年 運転 開始予定

(背景)

・電 力需 要予測;1 .4%/年(2000年 一・2020年)(他 の北欧諸 国;0.8%/年)

・発 生電力 は,電 力 会社(TVO社)の 株 主で あ る林 業関係産業 の需要 家が買

い取 るので,長 期 保証が得 られ てい る。

・石 油,天 然 ガスの価 格高騰 で,電 力の市 場価格 が ここ数 年上昇 。
・発 電 コス トは,他 の どの電 源 よ りも安 く,二 酸化炭素 の削減 に も寄与。

[京都議 定書 目標値(1990年 と同 レベル)の クリア]
・消 費電力 量の14%(119億kWh ,2002年)を 近 隣諸 国か ら輸 入。

(その他)
・2001年5月 ,世 界 初の高 レベ ル放 射性廃 棄物 処分場 をオル キルオ トに決定。

⑥ フィンラン ド

フ ィン ラ ン ドは,表7に 示 します ように,

原子 力 に対 して非常 に熱心 で,自 国サ イ トの

中に高 レベル放 射性廃 棄物 の処分場 を積極 的

に建設 しています。

ア メ リカの動向

[発電電力量の見通 し]

ア メ リカの発 電電力 量 の見通 しですが,図

4の よ うにイギ リス と同 じで,先 進 国の平均

よ りやや堅調で ある とい う感 じです 。

[原子力発電所の運転状況]

原子力発電所の運転状況 を表8に 示 します。

発電電力のシェアは20%,設 備利用率は90%

で,電 力 自由化 の環 境 にあ って も競 争力 を維

持 している と言 えます。

[エ ネル ギー政策]

ブ ッシュ政権 は,原 子 力発 電 の競 争 力 と電

力 需要 の伸 び を考慮 して,原 子力発 電所 に も

一 定の寄 与 を求 め る とい う政策決 定 を行 い ま

した。2001年 に発 表 した 『国家 エ ネルギ ー政

策 』で は,表9に 示 します よ うに,原 子力発

電 を拡大 し,円 滑 に導 入す る ため に色 々 な制

度 を整備す る とい う方針 を打 ち出 してい ます。

[新規原子力発電所の建設動向]

『国家 エネルギ ー政策』 を受 けた形 で,米 エ

ネ ルギ ー省(DOE)は,『 原子 力 発 電2010』

(2002年2月)を 発表 し,新 規 の原子力発 電所

㈹eAIO/Vh>
7ρ00
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4,000
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1,000

ロ原子力

■水力&再生可能

工不ルギー

fi火力 。/

0
2。022。05201。201520202025年

咄 所:米 蟹 エ ネ几 ギ ー省 工 ‡ ルギ ー蟻 報局"Annualεnergy◎ 磁{。。k2◎◎6"、

図4ア メリカの発電電力量の見通 し

表8ア メリカの原子力発電所運転状況

・発電 設備 容量;9 ,879万kW(PWR:69基 、BWR:34基)

・原子 力発 電 の発電電 力量 シェア(20%)は 、 石炭(50%)

に次 い で2位 。

・設備 利用 率 は2000年 以 降90%を 維 持 。

・電力 自由化環 境 にあ って も競 争 力 を維持 。

・1998年 以降 、原子 力発電 所 の売却 ・買収 、電 力会 社 の合

併 ・統 合が進 み、 上位10社 で全 原子 力発 電設 備容 量 の70

%を 占め る。

・出力 増加(最 大20%)に よ り、1997年 ～2004年 で約420万

kWe増 加

・2000年3月 以降 、運転認 可 の更 新(40年 →60年)が 行 われ

て お り、2005年5月 現 在32基 が 認 め られ、2015年 まで に

85%の 原子力 発電 所が運 転認 可 を更 新す る と予想 。
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表9 『国家エネルギー政策』の概要

・原子力は
,温 室効果 ガス を発生 しない大規模 なエ ネルギー供給源 と評価

(提言内容)

(1)原 子力発電の拡大
・新型原子炉の許認可の促 進

・既設原子力発電 プラン トの出力増加 による発電量 の拡大

・既設原子力発電 プラン トの運転認可期 間の延長(40年 →60年)

・原子力エ ネルギーの大気汚染防止 に寄与す る可 能性 の評価

・原子力安全の強化 に必要 な人材 ・資金の増加

・高 レベル放射性廃棄物地層処分場の建設

・原子力 プラン ト売買時,廃 炉基金 に対す る非課税化
・プライス ・アンダーソン原子力損 害賠償法 の期 間延長

(2)放 射性廃棄物 を減少 し,核 拡散抵抗性 の高 い核燃料再処理,超 寿命核種 の

消滅処理等の研究,開 発,導 入

表10DOEの 原子力開発計画

○ 国 と産業界 が コス トを分担 して,
・新 型原子 力発電 プ ラ ン トの開発

・新規 原子 力 プラ ン トの新許 認可 プ ロセスの実 証 を行 い,
・2005年 まで に発 注 を決定 し,2010年 まで に少な くとも

1基 の新 型原子 力発 電 プラ ン トの運転 開始 を 目指す 。

○ 若干 遅れ てい るが,国 と産業 界 は,2008年 に建 設 ・運 転
一括 許認可 の 申請 を行 い

,2014年 の運転 開始 を 目指 して
い る。

・DOEIS ,20◎3年ll月,建 設 と運転 の…揺 許認 可(C◎L)を

進めるため,噺 規原子 カプ ラン ト許認可箋誕 プロジェク

ト」 に参加する企業 を公募 。

・窟民 で ロス トを分挺 し,薪 型炉 設講の完威,CQLの 申請

準備,申 講,NRCの 審査 に婦す る協力等 を実施

・20◎4年3
,4月,9社 の電 力会祉 と4社 の原 子熔 メーカ・一一

を含む3つ の 箒ンソーシャム 〈ドミニオン,NuStart,TVA>

が癒 募1カ ナ ダ原 子力公 縫(AECL)は2005年 膚 に離脱〉

・いずれの電力会社も建設の決定はしていないが,決 定に

必要 となる技術的,経 済的評麺を実施ゆ。

の 開 発 計 画 を 明 ら か に し ま し た 。 建 設 動 向 を

表10に 示 し ま す 。

こ の 開 発 計 画 に は,3つ の コ ン ソ ー シ ア ム

(「ド ミニ オ ン」,「ニ ュ ー ス タ ー ト」,「rVA」)が 応 募

して い ま す 。 「ド ミニ オ ン」 は ベ ク テ ル 社 と ゼ

ネ ラ ル ・エ レ ク ト リ ッ ク 社(GE)で 構 成 さ れ,

GEが 開 発 中 のESBWR(EconomicSimplified

BoilingWaterReactor)を ノ ー ス ア ン ナ に 建 て

よ う と し て い ま す 。 「ニ ュ ー ス タ ー ト」 は,ニ

ュ ー ・ス タ ー ト ・エ ナ ジ ー ・デ ィ ベ ロ ッ プ メ

ン ト社,コ ン ス タ レ ー シ ョ ン 社,デ ュ ー ク パ

ワ ー 社 を 含 む11社 で 構 成 さ れ て い ま す 。 こ れ

が6つ の 立 地 サ イ ト を 挙 げ て,認 可 を 取 ろ う

と 動 い て い る わ け で す 。3つ 目 の 「TVA」 は,

GE,東 芝,ユ ーゼ ック社,GNFA,ベ クテル

社 で 構 成 され て い ます 。 ベ ル フ ォ ンテ に

ABWR(AdvancedBoilingWaterReactor)を 建

設 しようとしています。

しか し,最 近情報 によ ります と,「 ニュース

ター ト」 は,9月 の第4週 に,GEのESBWR

をグ ラ ン ドガル フに,ウ ェス テ ィ ングハ ウス

社 のAPIOOOを ベル フ ォンテ に建設 したい とい

う話 を した ようです 。ベ ル フ ォンテサ イ トは

そ もそ もTVAの ものです か ら,ど の よ うな決

着 になるので しょうか。

この動 き とい うの は,2005年8月 に成立 し

た 「2005年 エ ネルギー政策 法(EnergyPolicy

Actof2005)」 の優遇措 置が最初 に建 設 した者

に与 え られ る ことを考慮 した もの と思 われ ま

す。優遇措置 の内容 を表11に 示 します。

表M「2005年 エネル ギー政策法」の優遇措置

○生産税額控除

2021年 以前に運転 を開始する600万kWま での新型原子

力発電所に対 して,発 電電力量1kWh当 た り1.8セン ト

の税額控除を8年 間にわたって適用。但 し,100万kW

の発電所の場合,年 間1億2,500万 ドルが上限。

○遅延時の費用の補償

3炉 型,6基 までの新型原子力発電 プラ ン トに対 し,

DOE長 官 は,NRCの 許認可や訴訟 による建設又は運転

開始 の遅延に伴 う費用を支払 う。初めの2基 について

は,1基5億 ドルを上限に遅延費用の100%,続 く4基

については,1基2億5,000万 ドルを上限に遅延費用 の

50%を 支払 う。

○債務保証

DOE長 官 は,新 型原子力施設 を含む大気汚染ガス又は

温室効果 ガスの排出を抑制す る革新的技術 に対 し,プ

ロジェク ト費用の80%ま で債務保証 を行 う。
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アジアの動向

[中国 と韓国の発電電力量見通 し]

発電電力量の見通 しを見 ます と,中 国は図

5の ように,ア メリカやイギリスの倍以上で

伸びています。韓国 も比較的今は堅調ですが,

先行 きは少 し鈍化する傾向にあ ります。中国

は石炭火力発電の国で環境汚染が大 きな問題

になっています。少 しずつ環境対策 を講 じて

い こうとい う国の取 り組みは見 られますが,

何 しろ汚染源の量が多いので短期的には解決

困難だと思われます。

中国が 「アジア通貨危機」ホ*の直後に発表 し

た 「第10次5力 年計画」での発電開発計画は,

経済危機を反映 して極めて控えめなもので し

た。 ところが,2000年 初頭から今 日まで,中 国

経済は急激 な成長 を遂げてい ます。それを受 け

て,2002年 の共産党 大会 で は,発 電 電力量 を

2000年 比で2020年 には4倍 に,原 子力 は全体の

4%(現 在0.5%程 度)ま でにす る と決 め ま し

た。間 もな く発 表 され る 「第11次5力 年計 画」

にこの決定が盛 り込 まれると思 います。

一方
,設 備 容量 に関 しては,設 備 容量 で原

子 力が大 変 な増 加率 を示 してい ます 。表12に

中国の原子 力発電の導入計画 を示 します。

韓 国は,エ ネルギ ー資 源 の97%を 輸入 して

い ま して,原 子力 の発 電設備 容量 は図6に 示

す よ うに,全 体 の30%で,も はや原 子力 国で

す 。現 在,政 府主導 でPWR(PressurizedWater

Reactor)の 次 世代 原子炉 「APR1400」(140万

kW)を 開発 中で,中 国,東 南 アジアの売 り込

みに非常 に熱 心です。

(1◎ 億kWh>
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図5中 国の発電電力量の見通 し

表12中 国の原子力発電の導入計画

発電設備容量(万kW) 構成比

2000年 2005年 2010年 2020年 2000年 2005年 2010年 2020年

石炭 23,224 30,330 40,200 59,500 72.7% 70.5% 67.0% 62.6%

火力 石 油 ・天然 ガス 530 1,000 2,000 5,000 1.7% 2.3% 3.3% 5.3%

小計 23,754 31,330 42,200 64,500 74.4% 72.9% 70.3% 67.9%

水力 7,935 10,500 15,000 23,500 24.8% 24.4% 25.0% 24.7%

原子力 210 870 2,000 5,000 0.7% 2.0% 3.3% 5.3%

新エ ネルギー 33 300 800 2,000 0.1% 0.7% 1.3% 2.1%

設備 容量合計

(2003年 見通 し)
31,932 43,000 60,000 95,000 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

設備容量合計

(「第11次5力 年計 画」見通 し)
31,932 50,000 70,000 100,000

一 一 一 一

(出所:中 国能源発展報告2003(中 国計量 出版社),中 国電業2005年1月 号)

**1997年7月 から タイを中心 に始 まったアジア各国の急激 な通貨下落(減 価)現 象。 この現象 は東 アジア、東南 アジア

の各国経済 に大 きな悪 影響 を及ぼ した。狭 義 には この現象のみ をさすが 、広義 には これ によって起 こった金融危機 を含む

経済危機 を指す 。
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韓国産業資源部、第2次 長期電力欝給暴本計画(2004～2⑪17年))

韓国の発電電力量の見通 し

わが国の現状 と将来展望

原子力需要の動向

わが国の電力需要の動向 と原子力発電の取

り組みについてお話 しします。図7が わが国

の発電 電力量 の推移 で す。近 年,発 電 電力量

の成長が 相 当停 滞 して きて いる とい うこ とが

お分 か り頂 ける と思 い ます。 図8は,こ れ ま

での原子 力発 電所 の運 開基数 です。 中部電 力

㈱浜 岡5号 機 を含 めて53基 です。

電力需 要 の見 通 しにつ い てですが,平 成17

年3月 に 総 合 資 源 エ ネ ル ギ ー調 査 会 か ら

『2030年 のエ ネルギ ー需 給展望 』(以 下 「需給

億kWh

60

50

(
V

O

4

3

2◎

1◎

◎

10,000

9,00◎

8,00◎

7,000

6,000

5,0◎0

4,000

3,000

2,◎◎0

1,◎◎0

0

(出 所1

原子力

口原子力

■水力

口石油

日石炭

■天然ガス

日その他

70758085868788899091929394959697989900010203

原子 力発電所運転管理年報)隼 度

図7わ が 国 の 発 電 電 力 量

666769697C717Z7374?5767778798◎938za38485869788899◎919Z93949S969798990COleze3㈱5年

図8原 子 力 発 電 所 運 開 基 数 の 推 移
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図9原 子 力 発 電 所 運 開 基 数 の 推 移

展望」)が 出てい ます 。その中で,当 面 は堅調

に伸 びる もの の,将 来 は人 口の減 少,世 帯数

の減 少等 で伸 びが鈍 化 して くる と予想 され て

い ます。

図9で 見 ます と,2000年 まで堅調 に伸 び て

きて,2000年 を超 える頃か ら1.1～1.2%ぐ らい

に鈍 化 し始 め,2020年 頃 には1%を 割 って い

る とい う予想 です 。先 ほ どのEU15力 国 とよ く

似 た状況 にあ る と言 え ます。

原子力発電の取組み

表13は 今後の原子力発電導入 についての予

測です。今後の電力需要の伸びに比例 して原

子 力が伸 び る と仮 定す る 「需 給展 望」 の レフ

ァ レ ンス ケ ース で は,2000年 時点 で4,492万

kW,2010年 では プラス3基 で5014万kW。 つ

ま り,2000年 か ら2010年 の問 に原 子力発 電所

が3基(東 京電力 東通1号 機,北 陸電力 志賀

3号 機,北 海道電力 泊3号 機)が 建 つ,2010

年 ～2030年 では6基 しか建 ち ませ ん と言 って

い ます。

「需給展 望」 で は,色 々なパ ラ メー タサ ー

ベ イ を行 い ,レ ファ レンス ケー ス,原 子 力発

電 の導入が 多い原子 力Highケ ース,ま た導入

が少 ない原子力Lowケ ース に分 けた予測 を行

ってい ます。

レファ レンス ケースで は,2030年 度 まで に

表13原 子力発電供給サイ ド(「需給展望」から)

○電 源構成
一平成16年 度 電力供給計 画、建設進捗 状況等 を踏 まえて 、電 源構成モ デルに よ り経 済合理 的に決定

され る もの と して発 電設備構成 を試算。
一但 し、非 化石エ ネルギー(原 子 力、新エ ネルギ ー等)に つい ては、外生的 に設 定。

0原 子力

1.設 備容量

万kW/利 用率(%) 2000年 度[実 績] 2010年 度 2030年 度

レフ ァ レ ン ス 4,492 82% 5,014 85% 5,798 85%

[約9基 運開*]

[+3基 】 [+約6基]

東 通1(110.0万kW) 当該期間の電力

志 賀2(135.8万kW) 需要増分に比例

泊3(91.2万kW) す ると想定

*1基136万kWと して基数換算

2.廃 炉
一 日本原電(株)敦 賀1号(35 .7万kW)は 、2010年 度廃炉

3.設 備利用 率
一2010年 以降 、2030年 まで85%で 一定

第28巻 第4号(2006)
一59一
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(出 所:平 成17年 度 供 給 計 画 を元 に 作 成)

図10今 後10年 間の原子力発電容量の見通 し

運用 開始 が な され る原子力 は9基 に過 ぎませ

ん。 図10に 示 しま したが,も しも,供 給計 画

で計 画 され てい る ものが 導入 されれ ば(原 子

力Highケ ース),15基 か16基 ぐらいにな ります。

逆 に,現 在,申 請 してい る もの に絞 って しま

う と(原 子力Lowケ ース),4基 しか建 ち ませ

ん。仮 定 と前提 によって,今 後建 つ原子 力発

電所の基数 はこれ だけ変 わって くるわけです 。

48

勘馨

さ らに,新 設,増 設 だ けで な く,経 年 化

(老朽 化)に よって建替 えなけれ ばな らない原

子力 発電 所が今 後 出て きます。 そ れ を示 した

のが図11で す。

2013年 度 まで の9基 導 入 まで行 った後,敦

賀1号 機 の 「40年で廃炉」 とい うの を除いて,

全部 「60年 で廃 炉」 にす る場合 だ と,一 番 上

の線 にな ります。発電容量 が50万kWの 原子 炉

/60年 で廃 炉 を前提 とす るな ら容量減 少 は2030年 前半 以降

/廃 炉 が早 まる場合 は,2015～25年 まで に3割 を下回 る
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c一 5800万kWま で新設
60年 で廃炉
(敦賀1号 のみ40年 で廃炉)

て

c

e

(〕

:
G

＼,,
＼1蚤,857万kWi・ ・一 一 一 ハ ・糊… ヅ 鵬 論瀟 猷 ∵…"… 嗣糊… … 蝋牽禦1

… 　 プ 鮎 … … 縄… 縣ハ歪∵ … … … 規… …i灘 顯

、ノ
㌧

・一 一/ボ 、

/一 ㌦ 帽

/＼.
5800万kWま で新設
50万kW以 下:40年 で廃炉

100万kW未 満:50年 で廃炉
100万kW以 上:60年 で廃炉

/、 ＼ 一
褒

! 象

'
/

磯

5800万kWま で新設
100万kW未 満=40年 で廃炉 層
100万kW以 上:60年 で廃炉

1重1誓8「 墜981rヒ 龍 監1

訣

、

、 ＼

㍉ ㍉
の へ

、

～
、

璽21蓼 塵 曾r唖 唖1儲 塵 睦11[魯B8鍾[蛋 ■ 婁 墾 ・

2◎20 2◎25

年 度

2030 2035 2040 204S

図11原 子力発電 リプレース必要量の見通 し

一60一
季報エ ネルギー総合工学



は40年,100万kW未 満 は50年,100万kW以 上

は60年 で廃 炉 にす る場合 は,真 ん 中の線 に な

ります 。一番 下の線 は,100万kW未 満 の原子

炉 は全部40年,そ れ を超 える原子炉 は60年 で

廃炉 にす る場合 です。

これ はあ くまで も試算 に過 ぎませ ん。 どれ

くらい の年数 で廃炉 にす るか,発 電所 を どう

メ ンテナ ンス していつ まで運転 を続 けるか に

つ いて は,国 で も検 討が進 め られてい る とこ

ろで,こ れか ら詳細 に決 まって くるで しょう。

また,実 際 には どの ライ ン(発 電電 力量 に

占め る割 合)を 目標 にす るのか とい う問題が

あ ります 。 これ は,エ ネルギ ー資 源の ベス ト

ミックス にか か る問題 で,今 まで は30～40%

とよ く言 われ ま した。です か ら,概 ね それ に

近づ け る こ とが1つ の 目標 となるか も しれ な

い。 あ るい は,地 球 温暖化 防止策 と して原子

力 にあ る役 割が 求 め られ,そ れが 目標 となる

か も知 れ ませ ん。 しか し,い ず れ も今後 国民

の皆 さんの理解,合 意 を得 なが らで ない とな

かなか進 まない と思 われます。

予測 される課題

これか ら述べ る こ とは,あ くまで も私 見 で

あ って,い か なる組織 を も代 表す る意見 で は

ない ことを最初 にお断 りしてお きます。

[産業体 制の再構築]

私 たち は35年 ぐ らいの 間に五十数 基 の原子

力発 電所 を建 て て きま した。 ところが,こ れ

か らの25～30年 ぐらいの 問に は,9基,あ る

い は 『2030年 のエ ネルギ ー需 要展望 』 の原子

力Highケ ースで も15基,16基 しか建 ち ませ ん。

これ は,電 力 会社 の原子 力発電 に対 す る姿勢

が どうか とい う以前 の問題 で,「 需要 の ない も

の は作 れ ない」 とい うこ との反 映 なの です 。

需要 が ない の に作 る場合 は,別 に理 由が あ っ

て,政 策 的 な誘 導 が ない となか なか建 たない

とい うこ とだ と思 い ます 。需要 に沿 う形 で建

設 を進め てい けば,4分 の1か3分 の1ぐ ら

いの ピ ッチ になるはず です。

こ うい った状 況下 で,原 子力拡大 期 に形成

された今 の産業体 制 が維持 で きるのか 。私 は

これか らの30年 は,停 滞期 の ようであ りなが

ら,実 は原 子力 の再 生 を過 去 に拘 泥せず に検

討す る絶好 の機 会 では ないか と思 ってい ます 。

例 え ば,今 まで の原 子 力発 電所 とい うの は,

建設 か らメ ンテナ ンス のか な り入 り込 ん だ と

ころ まで メ ーカー に面倒 を見 て もらってい た

わ けです 。 メー カーが や って くれ なけれ ばで

きな い とい う状 態 で 来 ま した。 その ため に,

新 た な弊 害が 出始 め てい ます。私 は,最 近起

こってい る色 々 な不 祥事 はそ うい う もの と根

が どこか でつ なが っ てい る と見 てい ます。 で

す か ら,こ れ か らは電力 会社が 自分で メ ンテ

ナ ンス をや る とい う姿 勢 を とってい くこ とが

非常 に大事 だ と思 い ます 。従 来,メ ー カ ー,

電力 会社,国 が 一体 とな って原 子力発 電 に取

組 んで きま したが,や や鎖 国的な仕事 の や り

方 だった とも言 え ます。 こうい ったや り方 は,

電力 自由化,グ ローバ ル化 に沿 って見 直す必

要があ る と思 うのです。

メ ンテナ ンス は,電 力会社 が 自前 で きちん

とや り,メ ー カー の世話 にな らな ければ な ら

な い ところ(例 えば,特 殊 な機 器 の製作,据

え付 け等)だ け はア ウ トソー シングでお願 い

す る とい う レベ ル に もって い くべ きでは ない

か と,私 自身 は思 ってい ます。

プ ラ ン ト建設 につ いて,例 えば 「競 争入 札

しま し ょう。 どこの メー カーで もいい じゃな

い ですか」 と踏 み切 ります と,一 番最 初 に問

題 に なるの はや は りメ ンテナ ンス です。 電力

会社 が 自由化 の 中で安 くて良い物 を世 界 中か

ら求 め て くる とい う方 向 に進 んで ほ しい と思

ってい ますが,そ の ため には,自 分 の足 元 を

しっか りさせ てか らで ない と進 め られ ませ ん。

これか らの30年 間 とい うのは実 はそ うい うこ

とを思考す る期 間 と思い ます。

第28巻 第4号(2006)
一61一



[海外 進出の推進]

① 核保有 国 との競争 で勝算 はあ るか

海外 進 出の推進 には相 当難 しい 問題が あ る

と思 い ます 。例 えば,日 本独 自の プ ラ ン トを

どこかの 国へ持 ってい って売 ろ うとした時 に,

他 国の競 争相 手 も売 り込 み に来 て い るこ とで

しょう。例 えば,ロ シアが来 て,「 使用 済み燃

料 は引 き取 ります 。再 処理 も して あ げ ます 。

お望 み なが らMOXに してお持 ち します」 と追

加サ ー ビス を提供 しよ うとす るか も知れ ない

と思 うのです 。 日本 は同 じこ とがで きるので

しょうか。 こうい うこ とに なる と,核 保有 国

が圧倒 的 な強 さを持 ってい ます ので,そ うい

う ところ と競 合 した時 に,原 子炉 そ の もの は

負 け ない けれ ど も,付 帯 的 なサ ー ビスの とこ

ろで不 利 な状 況 に落 ち込 まないか とい う問題

があ る と思 い ます 。

② わが国を国際市場 とする覚悟はあるか

国際市場に乗 り込んでい く場合には,わ が国

自体 を国際市場の場とする,要 するに日本を国

際市場化 して,日 本の電力会社 もその中から良

いものを買 うということをする覚悟が我々はで

きているだろうか という問題があると思 いま

す。いずれにしろ,電 力会社が広 く国際市場か

らニーズに合った原子炉や部品を自由に調達す

る方針に切 り換える必要があると私は思います

が,そ れができるのか。そのための条件整備は

どうしたらいいかという問題です。

[国際競争力のある原子力プラン ト]

① 国際市場が選択する原子力プラン トとは

「全 日本」 の旗が付いた国際競争力のある

プラン トで売 り込んでみましょうという時に,

国際市場が選択する原子力プラントとはどの

ようなものか,あ る程度思考 しておかなけれ

ばな りません。自己満足だけでは国際市場に

受け入れ られないと思います。応札時に対象

外にならないことは最低限の条件 だと思いま

す。だから,こ ういうことについて見通 しを

もって取 り組んでいかなければいけません。

② 原子炉開発の主導者 は誰 なのか

そ の時 に,そ の ような原子炉 の開発 を主導

す るのは誰 なので し ょう。従来,総 括原 価方

式 で 国策 民営 的 に原 子炉 開発 を進 め て きた た

め,「 国」,「電力会社」,「メーカー」の課題 や

ニーズ が共有 され た形 で進め られて きた と こ

ろが あ ります。

しか し,電 力 自由化 の進展 で競 争が激 化す

る一方 で,電 力 需 要の伸 び も鈍化 して きて い

ます。環境 問題,原 子力 を取 り巻 く新 た な環

境 変化,今 後 の原子 力 の取 り組 み に対 す る考

え方が 「国」,「電力 会社」,「メ ーカー」 の 問

でズ レて くる可能性 があ ります。例 えば,「 電

力 会社」 は,初 期投 資が 大 きい原 子力 は,資

金 の回収 が遅 くな りますか ら,「 原子力が長期

的 に必要 であ る」 とい うこ とがは っ き りしな

い限 り,な か なか手 を付 け たが らない とい う

こ とがあるか も知 れ ませ ん。 しか し,「 国」 は

環境 問題等 を考 えた時 に,「 もう少 し原子力発

電所 を建 てて も らいた い」 とい う気持 ちが 出

るか も知 れ ませ ん。そ こで,原 子 力 開発 にお

いて,そ れぞ れの役 割分 担 を もう少 し明確 に

して,新 た な枠 組 み を構築 してい く必 要性 が

今出 て きてい る と思 い ます。

[原子力発電所の導入拡大可能性]

電力需要がそれほど伸びてないか ら,新 規

の原子力発電所は要 らない。 しか し,エ ネル

ギー ・セキュリテ ィの面 をどう考 えるか。環

境対策の面 をどう考 えるか。複数の電力会社

での共同開発 は考えられるか。そういったこ

とも検討する必要があると思います。

[リ プレース(取 り換 え)時 代 に向 けて]

リプ レース は,2030年 頃 に必 要 にな るので

はないか と思 われ ますが,そ の時 に何 で リプ

レースす るのか 。 その1つ に,電 力会社 に と

って,そ の時 に一番 ニ ーズ に合 った もの を市

場 か ら選択 す る とい う考 え方 があ ります 。

もう1つ,こ れか ら2030年 まで の期間 をその

ため の助 走期 間 にす る とい う考 え方 もあ りま
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す。 『原子力政策大綱 』の 中で 「30～40%ぐ ら

いが原子力の導入量 が適切 であ る」 と言 ってい

ます が,そ こでは リプ レースは大型炉指向 にな

っていた と思い ます。 これ もメーカーが 自らの

リスクで,自 分 の ビジネスチャンス を拡 げるた

めに,今 の炉 を改 良す る とい う方法が あるべ き

形 ではないか と私 は思 ってお ります。

ま とめ と提言

最後 に,提 言 と言 い ますか,今 までの ま と

め を述べ させ て頂 きます。それ は,

① 電力の自由化が進展する中で,「メーカー」,

「電力会社」の役割分担を見直 して整理す

る必要がある。

② 海外進出で 日本国内を国際市場化する必要

性が高 まる。

③ 国内の原子力活動,慣 習をグローバルスタ

ンダー ドに近づける必要がある。

④ 電力業界は市場からより良い,安 い原子力

発電技術 をアウ トソーシングで きる体制を

整える必要がある。

以上が私の講演の要旨です。ご静聴ありが と

うございました。(拍 手)
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閉 会 挨 拶

荒 井 行 雄(蟹 講 ギー船 工学研究所)

本 日は,長 時 間にわた りま して,第21回 エ ネル ギー総合工 学 シ ンポジウムを熱心 にお聞 きい ただ

きま して誠 にあ りが とうござい ま した。今 回は 「日本 のエネルギーの未来 を拓 く一超長期 のエ ネル

ギ ー技術戦 略 と原子力 の将来像 一」 をテ ーマ に開催 させ ていただ きま した ところ,約400名 の多数

の方々の ご参加 をい ただ きま した。 ただい ままで6件 のご講演 をお聞 きいただ きま した。いずれ も

大 変興味深 く,多 くの示唆 に富 んだ誠 に有意義 な もの であった と存 じます。講 師の方 々 に厚 く御 礼

を申 し上げ る次第です。今 回のお話が皆様の今後の ビジネス,あ るい は研 究 開発 に有意義 な情報 を

提供 で きま した と した ら,当 シ ンポジウム主催者 とい た しま して望外 の幸せ です 。

私 ども,エ ネルギ ー総合工学研 究所 は,エ ネルギ ーに関す る諸問題 につい て技術 的側面 か ら解決

策 を提 案すべ く,調 査研究活動 を行 ってい ます。当研究所 の特徴 を一言で言 います と,名 前 にあ り

ます とお り,「 総合工学」 の視点,す なわち,原 子 力,化 石 エ ネルギー,新 エ ネルギー,電 力 ・エ

ネルギー システ ム,地 球環境 とい った広 範 なエ ネルギ ー分野 をカバ ーす る とともに,産 学官の連携

に よるネ ッ トワー クをベース に研 究活動 を進めてい ます。

本 日のテーマにあ ります ように,超 長期の視野か ら眺め ます と,世 界全体 としては,人 口の増大,

中国,イ ン ド等の発 展途上 国におけ る経 済成長の進展等が予想 され,資 源制約,環 境制 約の顕在化

が懸念 され るところです。 こ うした中で,世 界経済の持続 的発 展 を維持 しなが ら,諸 制 約 を克服す

るためには,技 術 の果 たす役 割 は極 めて大 きい と考 えられ ます。

当研 究所 といた しま して も,こ の ようなエネルギー ・環境 問題 の解決の ため,エ ネルギー技術 に

関 し,今 後 さらに情報基盤 の整備,評 価機 能の強化 を図 りなが ら,個 別技術課題 につ きま してその

解決策 に取 り組 む とと もに,エ ネルギー技術全体 と しての リソースの最適化等 の課題 にチ ャ レンジ

して まい りたい と考 えてい ます。

本 日のシ ンポ ジウムが予定 どお り日程 を終 える ことがで きま した こ とは,会 場 の皆様 の ご協力 の

お かげ と改 めて御礼 申 し上 げます。最後 に,私 ども研 究所 の運 営 に対 しま して皆様方 の一層 の ご支

援,ご 協力 のほ どをお願い 申 し上 げ まして,本 日の シンポジ ウム を閉会 とさせ ていただ きます。本

日は誠 にあ りが とうござい ました。(拍 手)
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研究所のうごき
(平成17年10月1日 ～12月31日)

◇ 月例研究会

第239回 月例研 究 会

日 時:10月28日(金)14:00～16:00

場 所:航 空 会館5階501・502会 議 室

ア ー マ.

1.ス ター リングエ ンジ ンの研究 ・開発動向

((独)海 上技術安全研究所環境 ・エネルギー

研究領域大気環境保 全研究 グループ主任

研究員 平田 宏一 氏)

2。100kW小 型貫流ボイラ発電システム

(㈱神戸製鋼所 技術開発本部 機械研究所

流熱技術研究室 主任研究員 工学博士

満田 正彦 氏)

第240回 月例 研 究会

日 時:ll月25日(金)14:00～16:00

場 所:航 空 会館5階501・502会 議 室

ア ー マ.

1.環 境効率指標の考え方

((独)産 業技術総合研究所 ライフサイクル

アセス メン ト研究 セ ンター センター長

稲葉 敦 氏)

2。 温室効果ガス削減基準 としての 「ブラジル

提案」の動向

(働エネルギー総合工学研究所 プロジェク

ト試 験 研 究 部 副 部 長 ・主 管 研 究 員

黒沢 厚志)

第241回 月例研究会

日 時:12月16日(金)14:00～16:00

場 所:航 空会館7階701・702会 議室

テーマ:

1.燃 料電池の開発動向

(横浜国立大学大学院工学研究院 機能の創世

部 門 過 程 の 機 能 と 安 全 分 野 教 授

太田 健一郎 氏)

2.「 将来枠組みに関する形式的な合意」モン トリ

オール会議(COPIMOP1)報 告

((財電力中央研究所 社会経済研究所 温暖化対策
・制度の分析 重点課題責任者 杉山大志 氏)

◇ 主なできごと

10月17日(月)・ 第2回700℃ 級超 々臨界圧 プ

ラン ト(A-USC)技 術 開発

経年石炭火力発電所の高効率化

とそれに伴 うCO2排 出削減研究

10月18日(火)

24日(月)

25日(火)

28日(金)

31日(月)

11月7日(月)

8日(火)

9日(水)

1旧(金)

15日(火)

17日(木)

18日(金)

21日(月)

30日(水)

12月1日(木)

2日(金)

5日(月)

12日(月)

15日(木)

16日(金)

20日(火)
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・第1回 長期エネルギーシステム

評価 に関する委員会
・第2回 「廃棄物発電及び廃棄物

ガス変換発電導入普及に関する

調査」導入戦略委員会
・第50回 企画委員会

・第2回 リスク情報検討委員会

・第2回 分散型電源と系統安定に

関わる技術検討会
・第!回 原子力LCAに 関する委員

会
・第1回 電力 ・ガス総合技術検討

会及び国内安定供給技術分科会
・原子力水素研究会

・第1回 電力 ・ガス総合資源 ・環

境技術分科会
・第1回 水素貯蔵技術開発ロー ド

マップ検討WG

・第1回 水素 インフラ技術開発

ロー ドマ ップ検討WG

・第2回 風力発電電力系統安定化

等技術開発実行委員会
・第!回 オフロー ドエ ンジンから

排出される未規制物質測定法の

標準化に関する調査研究委員会
・高温ガス炉プラント研究会第3

回講演会
・第1回 エネルギー技術情報基盤

検討委員会
・第1回 「米国の原子力規制委員

会の役割 と運用実態について」

に関する検討会
・第1回 電力 ・ガス総合技術作

業会
・第3回 高温ガス炉プラント研究

委員会
・第 ユ回軽水炉等技術開発推進事

業技術検討会
・第 ユ回軽水炉等技術開発推進事

業技術検討会
・第3回 エネルギーモデル検討委

員会
・第3回700℃ 級超 ・々臨界圧 プ

ラン ト(A-USC)技 術開発

経年石炭火力発電所の高効率化

とそれに伴 うCO2排 出削減研究

・第3回 分散型電源 と系統安定に

関わる技術検討会
・第3回 品質別電力供給 システム

総合調査委員会
・第2回 電力 ・ガス総合資源 ・

環境技術分科会及び国内安定供



12月21日(水)

27日(火)

給技術分科会
・第2回 水素貯蔵技術開発 ロー ド

マップ検討WG

・第2回 水素インフラ技術開発 ロ

ー ドマ ツプ検討WG

・第3回 リスク情報検討委員会

・第2回 「下水汚泥の高効率 ガス

変換発電システムの開発」技術

開発推進委員会
・第2回 電力 ・ガス総合技術検討

会

◇ 人事異動

OlO月15日 付

(出向解除)

松下和海 プロジェクト試験研究部 主任研究員

OlO月16日 付

(出向採用)

村越俊則 プロジェク ト試験研究部 主任研究員

012月31日 付

(出向解除)

志水巨宜 プロジェクト試験研究部 部長 ・副主

席研究員

田村豊一 プロジェクト試験研究部 主管研究員
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編集後記

2006年 を迎 え、心機一転 と行 きたい と

ころですが,エ ネルギー と環境 に関する

限 り多 くの問題 を抱 えたまま新年 を迎え

ることになったので はないで しょうか。

まずエ ネルギー問題 に関 しては,原 油価

格は依然高値の まま(約60ド ル/バ レル,

NYMEX先 物価 格)年 を越 しま したが,

新年早々ロシアがウクライナへの天然 ガ

ス供給 を停止する とい う事件 が起 りまし

た。 もっとも同事件 自体 は一応急遽解決

を見,ま たそれ を契機 として全世界特 に

EU諸 国は ガスの ロシア依存体制の脆 さ

とともにエネルギーセキュリティーの重

要性 を再認識することになったことは歓

迎すべ き点 もあるようですが,問 題 の本

質は変わっていない と思 われ ます。
一方

,環 境面 とりわけ温暖化問題 に関

しては,ク リスマス時期 に40℃ もの高温

下にさらされた豪州他,世 界的に高温化

の傾向が見 え,平 成17年 は観測史上2番

目の温度 となる見込みであることが報告

されてお ります(気 象庁速報,平 成17年

12月14日)。 その他,昨 秋の米 国を襲 っ

た大型ハ リケー ン(カ トリーナ)な ど異

常気象 に起 因 した と考 えられる多 くの災

害 も発生 しました。

いずれに して も本年 もエネルギーと環

境問題は,喫 緊の課題であることには変

わ りはないようです。

さて温暖化問題解決のためには,京 都

議定書 で定 める第1約 束期 間 より長期的

な取 り組 み,い わゆ るポス ト京都議定

書 の進め方が必要 とされてお りますが,

同 問題 審議 のため昨年11月 末 カナダで

開催 されたCOPll(気 候変動枠組 み条約

締 約 国会議)お よびMOP1(京 都議 定書

締 約 国会合)で は,同 取 り組 みへ の世

界 的 な合意 形成が如何 に困難 かが浮 き

彫 りになったとも伝 えられます。

エ ネルギ ー と温暖化 お よび異常気 象

との関係 につい ては必ず しも全 て定量

的 に解 明 されたとはいえない に して も,

少 な くとも相互 に何 らかの影響が あ る

こ とが否 定で きない以上,ユ 日 も早い

世界 的 な取 り組 みに関する合意形 成が

期待 され ます。

本 号 は昨年10月3日 開催 の当所 シン

ポ ジウム(テ ーマ 『日本 のエ ネルギ ー

の未 来 を開 く一超長期 エネ ルギー技術

ビジ ョンと原子力の将来像』)特 集号で

す 。特 に2100年 の姿か らバ ックキ ャス

トして今 日を考 える 「超 長期エ ネル ギ
ー技 術 ビジ ョン」 は ,将 来 のエ ネル ギ
ー と環境 問題解 決の一方法 を提示 して

お り,今 後更 なる検討 ・改定 が必 要 と

され る に して も,日 本発の独創 的 コ ン

セ プ トと して世界 に誇れ る発想 で あ り

ます。

同 ビジ ョンが新 年お よび未 来 につ な

が る ビ ッグなお年玉 になる ことを祈念

しなが ら本号 をお届 けいた します。

編集責任者 小川紀一郎
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